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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期
決算年月 平成18年７月 平成19年７月 平成20年７月 平成21年７月 平成22年７月

売上高（千円） － 2,777,5672,258,0041,720,2733,948,580

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
－ △673,089△701,340△312,178 194,934

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
－ △2,129,578△3,500,628△669,841 212,436

純資産額（千円） － 3,534,314 55,757 227,375 361,470

総資産額（千円） － 5,915,6352,060,9232,370,10910,340,521

１株当たり純資産額（円） － 24,549.13 387.29 296.99 471.96

１株当たり当期純利益金額又

は当期純損失金額（△）

（円）

－ △14,791.92△24,315.15△1,197.13 279.34

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ － － － 277.43

自己資本比率（％） － 59.7 2.7 9.6 3.4

自己資本利益率（％） － △46.15 △195.02 △473.83 72.95

株価収益率（倍） － － － － 13.96

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ △794,764△443,155△599,894 349,299

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ △909,502△3,273,065△291,243△5,225,737

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ △704,632△766,847 979,9197,190,935

現金及び現金同等物の

期末残高（千円）
－ 4,607,526123,891 212,6542,527,152

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)(人)

－

(－)

67

(241)

93

(314)

62

(178)

65

(69)

（注）１．第14期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。

　　　３．第14期及び第15期並びに第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在するものの、１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。

　　  ４．第14期及び第15期並びに第16期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。

      ５．純資産の算定にあたり、第14期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期
決算年月 平成18年７月 平成19年７月 平成20年７月 平成21年７月 平成22年７月

売上高（千円） 5,728,3151,806,339193,746 145,277 930,175

経常利益又は経常損失（△）　（千

円）
△999,213△360,402△245,600△108,382 318,802

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
△4,393,196△2,101,268△3,007,878△1,285,799710,432

持分法を適用した場合の投資損失

(△)（千円）
△5,354 － － － －

資本金（千円） 4,629,5024,629,5024,629,5021,131,4941,131,494

発行済株式総数（株）

普通株式　

143,971.92

甲種類株式

－

普通株式　

143,971.92

甲種類株式

－

普通株式　

143,971

甲種類株式

－

普通株式　

451,760

甲種類株式

312,500

普通株式　

451,760

甲種類株式

312,500

純資産額（千円） 5,694,0643,562,624576,816 132,476 811,400

総資産額（千円） 9,456,7835,585,4862,250,6442,187,2708,888,958

１株当たり純資産額（円） 39,550.6324,745.774,006.53 172.82 1,054.15

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)(円)

－

（－)

－

（－)

－

（－)

－

（－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額又は

当期純損失金額（△）（円）
△32,666.08△14,595.29△20,892.54△2,297.96 929.57

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ － － － 923.27

自己資本比率（％） 60.2 63.8 25.6 6.0 9.1

自己資本利益率（％） △90.00 △45.40 △145.33 △362.76 151.52

株価収益率（倍） － － － － 4.20

配当性向（％） － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,302,501 － － － －

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,958,497 － － － －

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
7,541,783 － － － －

現金及び現金同等物の期末残高（千

円）
7,012,355 － － － －

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)(人)

195

(262)

13

(1)

15

(1)

16

(1)

19

　　　　（－)

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

　　　２．平成21年１月29日付で甲種類株式312,500株を発行しており、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の

算定に当たっては甲種類株式を含めて算定しております。

      ３．第13期、第14期及び第15期並びに第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在するものの、１株当

たり当期純損失であるため記載しておりません。

 　　 ４．第14期より連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資損失、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動

によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

　　  ５．株価収益率について、第13期から第16期までは当期純損失であるため記載しておりません。

      ６．純資産の算定にあたり、第14期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。
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２【沿革】
年月 概要

平成５年８月 大阪市福島区において、株式会社ネクストジャパンを設立（資本金10,000千円）、格闘技・フィットネス用品の商品企画・生

産・販売に関する事業を開始。

平成10年７月 大阪市西区江之子島一丁目６番５号に本社移転。

平成11年５月 スポーツ用品販売事業における商品企画力・商品調達力を活用した会員制レジャー事業として大阪府東大阪市にビリヤード

専門店「ビリヤードＪＪ」東大阪店をオープン。

平成12年12月大阪市住吉区に時間消費型会員制複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００（ジェイジェイクラブイチマルマル）」の第１号

店として、「ＪＪＣＬＵＢ１００」長居店をオープン。

平成14年４月 東京都福生市にフランチャイズ店第１号店、「ＪＪＣＬＵＢ１００」福生店をオープン。

平成14年８月 アイテムの充実による施設の魅力の向上、幅広い顧客層の囲い込みなどを目的とし、大阪府堺市に初のロードサイド大型店舗

「ＪＪＣＬＵＢ１００」堺石津店をオープン。

 ㈱ベンチャー・リンクと「ＪＪＣＬＵＢ１００」におけるフランチャイズ展開に関する業務提携契約を締結し、「ＪＪＣＬ

ＵＢ１００」のフランチャイズ加盟店募集を本格的に開始。

平成15年４月 「ＪＪＣＬＵＢ１００」店舗数10店達成。

 京都市中京区に初の繁華街大型店舗「ＪＪＣＬＵＢ１００」京都河原町店をオープン。

平成15年８月 マーケティング力の強化による新規会員の獲得及びリピート頻度の向上を目的として「ＪＪＣＬＵＢ１００」の情報発信

ウェブサイト「ＪＪＯＮＬＩＮＥ１００」を立ち上げ。

平成16年３月 「ＪＪＣＬＵＢ１００」店舗数30店達成。

平成16年９月 東京証券取引所マザーズに上場。

資本金を６億2,487万５千円に増資。

大阪府吹田市豊津町９番１号　江坂東洋ビル17階に本社移転。

平成16年11月「ＪＪＣＬＵＢ１００」店舗数50店達成。

平成16年12月ｅコマース、デジタルコンテンツ配信事業を開始。

平成17年６月 １株を５株に株式分割。

平成17年７月 「ＪＪＣＬＵＢ１００」店舗数60店達成。

株式会社インデックスとの業務提携、資本提携、第三者割当増資を実施。

資本金を16億2,491万750円に増資。

平成17年９月 セガサミーグループとの業務提携、資本提携を実施。 

資本金を21億2,499万3,900円に増資。

平成17年10月株式会社モバイルファクトリーとの業務提携、資本提携を実施。

平成17年11月株式会社ネットプライスとの業務提携の合弁会社「株式会社アミューズボックス」設立。

資本金を46億2,500万2,915円に増資。

平成18年６月 入場料制店舗の「ＪＪ-ｃａｆｅ（ジェイジェイカフェ）」を埼玉県春日部市にトライアル出店。

平成19年２月 会社分割により、持株会社体制へ移行。同時に、商号を「株式会社ネクストジャパンホールディングス」へ変更。

平成19年４月 新ブランド店舗「ＪＪ遊's（ジェイジェイユーズ）」を大阪府大東市にオープン。

平成19年８月 株式会社南千葉ゴルフアンドリゾートの株式を取得し、子会社化。

平成20年９月  Revival Asset Management１号投資事業組合に対し第三者割当増資を実施。

 資本金を47億8,216万6,259円に増資。

平成21年１月 資本金を８億8,149万4,579円に減資。

株式会社南千葉ゴルフアンドリゾートが保有する株式会社大多喜ヒルズリゾートの全株式を譲渡。

Revival Asset Management１号投資事業組合を引受先とした第三者割当増資を実施し、

資本金を11億3,149万4,579円に増資。

平成21年４月 株式会社ブレイクの全株式を取得し子会社化。

平成21年５月 新業態店舗第１号店として「ＪＪＣＯＩＮＳ（ジェイジェイコインズ）」なんば店を大阪市中央区にオープン。

アドアーズ株式会社との資本・業務提携契約を締結。　

平成21年７月 当社子会社である株式会社南千葉ゴルフアンドリゾートの解散。

平成21年９月 株式会社ネクストジャパンを吸収合併存続会社、株式会社ネクストジャパンコンサルティングを吸収合併消滅会社とした子

会社の合併。

アドアーズ株式会社との資本・業務提携強化に関する覚書を締結。

平成21年12月東京都中央区日本橋馬喰町二丁目１番３号に本社を移転。　

平成22年３月 資本・業務提携先であるアドアーズ株式会社を持分法適用関連会社化。　

平成22年５月 新店舗「ＪＪＣＯＩＮＳ」中野店を東京都中野区にオープン。

平成22年６月 アドアーズ株式会社との合弁会社である「合同会社ラグランジュマネジメント」設立。

平成22年８月 当社子会社である株式会社ネクストジャパンを吸収合併存続会社、株式会社ブレイクを吸収合併消滅会社とした子会社の合

併。同時に商号を株式会社ネクストジャパンから株式会社ブレイクへ変更。　
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３【事業の内容】

当社及び当社グループは、主要事業としてレジャー施設の運営を行なっております。当社グループでは、それまでレ

ジャー業界にはなかった全く新しいタイプの時間消費型会員制複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」（ジェイ

ジェイクラブイチマルマル）を「遊びのバイキング（使い放題・遊び放題）」という事業コンセプトを基に、顧客に安

全な施設にて好きなアイテムを好きなだけ利用してもらうために開発いたしました。平成12年12月の一店舗目の新規開

店以来、15分100円（税込105円）という明瞭かつ低価格な時間消費型料金システムを採用しており、その他、郊外型立

地、完全会員制、また遊休施設の活用により施設の坪数、建物の構造等の物件状況に合わせ10～50種類程度のアイテムを

自由に配置した店舗づくりなどを特徴としております。

一方、郊外型店舗である「ＪＪＣＬＵＢ１００」に対し、駅前などの繁華街立地型店舗「ＪＪＣＯＩＮＳ」（ジェイ

ジェイコインズ）を当社グループの新業態店舗として開発いたしました。この店舗の特徴は、繁華街への出店を行うこ

とで高い集客力を実現し、従来の「ＪＪＣＬＵＢ１００」で採用しておりました時間課金型完全会員制度での運営シス

テムではなく、顧客がアイテムをプレイする毎に利用料を徴収する課金システムを採用することで、リピート客だけで

はなく新規顧客獲得の拡大を可能にしていることです。また、店舗装飾においても、壁面を白色基調とすることで清潔感

に加え、スタイリッシュで明るいデザインに統一しており健全さ・安全性にも配慮し、広い層のライトユーザーが来店

しやすい店舗としております。また、アイテム構成についても、クレーンゲーム機を中心に、最新のビデオゲーム及び

ネット通信型ゲーム機を取り揃えております。

「ＪＪＣＯＩＮＳ」は、当社が連結子会社である株式会社ブレイクを子会社化する前から同社が運営しておりました

アミューズメント施設「ＧＯＬＤＥＮ」（ゴールデン）をモデルに開発いたしました。「ＧＯＬＤＥＮ」は、東京都内

の駅前繁華街という好立地に３店舗を構え、高い集客力により20坪～90坪と言う小規模な営業面積ながら高収益を実現

しております。

さらに、当社グループではもう一つの主要事業としてアミューズメント機器用景品の企画・製造・販売に関する事業

を行っております。当該販売事業においては、国内及び海外での調達ルートを確立しており、商品販売取引先企業は100

社を超え取扱量も持続的に増加し、現在も業容の拡大を図っております。当該事業は、当社が企画したオリジナル商品を

海外で製造することで原価を下げることにより、競合他社において優位性を発揮しているほか、当連結会計年度内に持

分法適用関連会社化いたしましたアドアーズ株式会社（以下、「アドアーズ社」）との資本・業務提携による効果に伴

うスケールのメリットによる原価低減なども当社販売事業の大きな特徴となっております。

当社グループは、このような事業展開とアドアーズ社との提携による相乗効果を如何なく発揮することにより、ア

ミューズメント業界での優位性の確立を目指しております。

また、上述の本業であるレジャー施設の運営事業とアミューズメント景品の販売事業を補完する目的で、金融商品や

不動産物件への投資事業を行っております。これは、投資有価証券や不動産物件の売買、また不動産賃貸や不動産売買の

仲介等により本部コストなどの吸収を図り、より本業における戦略的な事業展開が可能となる体制を構築しておりま

す。

各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。なお、次の５事業部門は、「第５　経理の状

況　１(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一です。

　

※当社連結子会社である株式会社ネクストジャパンと株式会社ブレイクは、平成22年８月１日付にて株式会社ネクスト

ジャパンを存続会社とした吸収合併を実施し、存続会社である株式会社ネクストジャパンは同日付にて、商号を株式会

社ブレイクへ変更しております。

　

① インドアレジャー直営事業

当社グループでは、直営店舗として７店舗（平成22年７月31日現在）を運営しております。店舗業態につきまして

は、新業態である駅前繁華街立地型施設「ＪＪＣＯＩＮＳ」を中心に、時間消費型複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１

００」や「ＧＯＬＤＥＮ」等を展開しております。

② インドアレジャーフランチャイズ事業

フランチャイズ事業は、「ＪＪＣＬＵＢ１００」の直営店舗において蓄積したノウハウをもとにフランチャイズ加

盟企業の募集を行ない、店舗運営ノウハウの提供、店舗設備・消耗品の販売・レンタルを行う事業であります。

③ 販売事業

販売事業は、株式会社ブレイクが行う、クレーンゲームの景品の販売事業であります。また、アドアーズ社の仕入を一

括で受注しております。

④ 不動産事業

投資事業の一環として不動産事業を営んでおり、主に不動産賃貸及び販売用不動産の売買と不動産仲介に関する事

業であります。

⑤ その他の事業

その他の事業は、当社店舗物件管理の経験とノウハウを活かした施設管理事業が主な事業であります。
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［事業系統図］

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。　
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容

議決権の所有
割合又は被所
有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

株式会社ネクストジャパン

　（注）１．２

　

東京都

中央区

　

75,000
インドアレジャー

直営事業

（所有）　

100

　

役員の兼任あり 

設備の賃貸借あり

（連結子会社）

株式会社ブレイク

　（注）１．２

東京都

中央区
20,000

インドアレジャー

 直営事業、販売事業、不

動産事業

（所有）　

100

　

設備の賃貸借あり 

（連結子会社） 

その他２社
     

（その他関係会社）

Revival Asset Management

１号投資事業組合

東京都

港区
305,326 投資事業

（被所有）　

38.6

　

　

役員の兼任あり

　

（持分法適用関連会社）

アドアーズ株式会社

（注）３

東京都

中央区
4,000,000

アミューズメント施設

の運営・各種施設の設

計施工等

（所有）　

24.9

（被所有）　

9.9

役員の兼任あり

当社グループ商品の

販売先

資本・業務提携契約 

（注）１．株式会社ネクストジャパン及び株式会社ブレイクについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除

く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。なお、主要な損益情報等は以下のとおりです。　

名称 株式会社ネクストジャパン 株式会社ブレイク

売上高（千円） 826,124 2,496,872

経常損益（千円） △63,534 21,836

当期純損益（千円） △11,409 1,490

純資産額（千円） 64,448 38,338

総資産額（千円） 811,938 1,870,949

　　　　　

　　　２．株式会社ブレイクは、株式会社ネクストジャパンを存続会社として平成22年８月１日に吸収合併されており、　　

　　　　　存続会社である株式会社ネクストジャパンは同日付けにて、商号を株式会社ブレイクへ変更しております。　

　　　３．有価証券報告書提出会社であります。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年７月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

インドアレジャー直営事業 24 (68)

販売事業 20 (1) 

その他の事業 2 (－)

共通 19 (－)

合計 65 (69)

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は年間の

平均雇用人員数を（　）外数で記載しております。

　　　２．インドアレジャーフランチャイズ事業及び不動産事業については業務に従事する従業員が他の事業部門と兼任の

ため従業員数は記載しておりません。

　　　

　　　　　　

(2）提出会社の状況

 平成22年７月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

 19 　(－) 33.2 2.3 4,597

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は年間平均雇用人員数を（　）外数で記載し

ております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における我が国の経済は、一部の企業を中心に業績回復の兆しが見られるものの、依然として経済の

先行きは不透明な状態が続き、将来不安に起因する節約志向の高まりから個人消費は低迷し、企業を取り巻く環境は非

常に厳しい状況下で推移いたしました。レジャー業界におきましても消費低迷の影響は大きく、来店客数の減少や客単

価の落ち込み等により業界全体の収益が低迷する中、さらに企業間の競争が激化しており、今後においてはこれまで業

界を支えてきた中小事業者をはじめ、大手をも巻き込んだ業界全体の淘汰・再編を含んだ大きな転換期を迎えるであろ

うと認識しております。

このような事業環境の中、当社グループ（当社及び当社連結子会社）では、当連結会計年度における大きな経営判断

として、当社グループの資本・業務提携企業であり独立系オペレーターの雄であるアドアーズ株式会社（以下、アド

アーズ社）と協業を行うに伴い、相互関係も深化する中、より一層の提携関係の強化を図るために平成21年９月14日付

けにて資本・業務提携契約の変更の覚書を締結いたしました。さらに、この提携関係を維持しながらシナジーの創出を

継続的に行っていくことを目的として、平成22年３月19日付けにて当社が第三者割当の引受先としてアドアーズ社が保

有する同社株式（自己株式）の一部を取得いたしました。これにより、当社の同社株式保有比率がそれまでに保有して

いたものも含め24.9%（総株主等の議決権に占める割合）となり、平成22年３月31日付けにて同社を持分法適用関連会

社とし、以後、アドアーズ社の業績を当社の連結会計に反映することで、当社の財務基盤の強化、ひいては企業価値の一

層の向上が図れるものと考えております。

また、アミューズメント機器用景品の販売事業におきましては、アドアーズ社からの一括受注による取引高増加に加

え、人員体制見直しにより営業力強化を行い、営業範囲をさらに拡大し新規取引先の獲得に努めました。

　一方、既存店舗施設におきましては、新業態店舗である「ＪＪＣＯＩＮＳ」（ジェイジェイコインズ）を前連結会計年

度中に出店したなんば店に続き、平成22年５月28日付けで東京都中野区へ出店いたしました。当連結会計年度におきま

しては、この新店舗を含め、引き続きサービスの質を向上させるべく「人財」育成による運営力強化に注力いたしまし

た。さらに、当社財務面においては、上述のアドアーズ社との提携に係る戦略的資金のほか当社独自の成長戦略に必要で

ある前向きな投資資金として、金融機関より93億円を調達し、当該資金の有効活用による業績のさらなる向上に努めま

した。

その結果、当連結会計年度の売上高は3,948百万円（前連結会計年度1,720百万円)、営業利益は209百万円（前連結会

計年度△319百万円）、経常利益は194百万円（前連結会計年度△312百万円）、当期純利益は212百万円（前連結会計年

度△669百万円）となり、平成17年７月期以来の黒字化を達成いたしました。

　事業の種類別セグメント業績は以下のとおりであります。

　

（インドアレジャー直営事業）

インドアレジャー直営事業においては、当社連結子会社である株式会社ネクストジャパン（以下、ネクストジャパ

ン）では、時間消費型会員制レジャー施設の「ＪＪＣＬＵＢ１００（ジェイジェイクラブイチマルマル）」及びプレ

イ毎に利用料を課金する複合レジャー施設の「ＪＪ遊’ｓ（ジェイジェイユーズ）」、クレーンゲーム機を中心に通

信型ビデオゲーム機等で売場構成した繁華街型アミューズメント施設の「ＪＪＣＯＩＮＳ(ジェイジェイコインズ)」

を、また同じく当社連結子会社の株式会社ブレイク（以下、ブレイク）では、都心駅前立地型アミューズメント施設の

「ＧＯＬＤＥＮ（ゴールデン）」をそれぞれ運営しております。当連結会計年度においては、両子会社事業のシナジー

効果をより高めるため、既存社員の再配置などによる組織活性化を図りながら運営改善を推し進め、グループ横断的な

施策を行ってまいりました。さらに、店舗従業員の継続的な教育及び店舗設備の営繕、故障機器の迅速な修理などを実

施することによりサービス力の強化とコストコントロールを徹底し、収益体質への転換と店舗運営力の強化に努めま

した。

このような状況の中、当連結会計年度において、ネクストジャパン運営の「ＪＪＣＬＵＢ１００」にて１店舗の閉店

がありましたが、平成22年５月28日には、「ＪＪＣＯＩＮＳ」なんば店に引き続き、高収益モデルである新ブランド店

舗「ＪＪＣＯＩＮＳ」の関東１号店となる「ＪＪＣＯＩＮＳ」中野店を東京都中野区にオープンいたしました。これ

により、当連結会計年度末での直営店舗数は７店舗となり、当連結会計年度におけるインドアレジャー直営事業の売上

高は1,111百万円（前連結会計年度比111.1％、前連結会計年度末直営店舗数７店舗）となりました。

今後においても繁華街立地の新規出店候補地を積極的に開拓し、出店計画を進めると同時に、アドアーズ社との提携

によるシナジー効果を最大限に高めるべく、アミューズメント機器用景品等の一括仕入れによるコストダウンやノウ

ハウの享受による運営改善に加え、新業態開発やその他協業施策の検討などに努めてまいります。
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（インドアレジャーフランチャイズ事業）

インドアレジャーフランチャイズ事業においては、当連結会計年度より出店済みのフランチャイズ加盟企業とフラ

ンチャイズ本部である当社グループとの間において、双方の一層の利益向上を図るべく、今後のパートナーシップの在

り方について協議を進めてまいりましたが、この度、双方にとってコスト圧縮を実現するパートナーシップの構築につ

いて合意いたしました。これに伴い、当社の本事業での売上高は縮小いたしますが、それ以上の低コスト運営を実現い

たしました。なお、フランチャイズ加盟企業とのフランチャイズ加盟契約は継続しておりますので、引き続き双方に

とってメリットのある関係を続けてまいります。

なお、当連結会計年度において２店舗の閉店があったため、当連結会計年度末のフランチャイズ店舗数は４店舗とな

り、インドアレジャーフランチャイズ事業の売上高は52百万円（前連結会計年度比26.3％、前連結会計年度末フラン

チャイズ店舗数６店舗）となりました。

　

（販売事業）

当社連結子会社であるブレイクにおいては、アミューズメント機器用景品の企画・製造・販売等を行っております。

全国のアミューズメント施設へ営業展開し、さらなる販売量の増加のため人員体制の増強を図ると同時に、海外での商

品調達先の開拓及び自社オリジナル商品の製作により仕入れコストを圧縮し、収益向上を図っております。また、オリ

ジナル商品の企画・製造・販売を一貫して行うことにより顧客に対しより魅力あるサービスを提供し、他社との差別

化を図り収益向上に努めております。

また、ブレイクはアドアーズ社とアミューズメント機器用景品の仕入れに関する業務提携を行っております。さら

に、同社に対しクレーンゲーム機の運営に関するコンサルティング業務も行っており、その支援によりアドアーズ社の

アミューズメント機器用景品の取扱量が増加した際には、ブレイクから同社への販売量も増加し、結果的に当社の収益

向上が見込めるものであります。現在、アドアーズ社との提携関係におきましては、実務者同士での意見交換や情報共

有、各種合同企画会議等の人的交流により、協業は円滑に進んでおり取扱高も順調に推移しております。

その結果、当連結会計年度における販売事業の売上高は1,930百万円（前連結会計年度比789.6％）となりました。

今後においても、アドアーズ社との提携を基盤にさらなる販売促進及び事業拡大、並びにその他新規顧客の開拓等によ

り、アミューズメント機器用景品の販売事業を当社グループの主要な収益の柱として確立し、一層の事業基盤の強化を

図ってまいります。

　

（不動産事業）

不動産事業においては、以前は「その他の事業」に含めておりましたが保有資産が増加したため前連結会計年度よ

りセグメント情報において個別の記載をいたしております。

当連結会計年度における不動産事業の売上は、賃料収入による収益及び不動産売買の仲介手数料に加え、不動産の仕

入れ販売によって得た不動産売買益により757百万円（前連結会計年度比7,725.5％）となりました。

今後においても、調達資金の有効活用により、不動産案件のみならず有価証券や金融商品等へも広く投資案件を検討

し収益の向上に努めてまいります。また、資本・業務提携企業であるアドアーズ社と当第４四半期連結会計期間（平成

22年５月１日～平成22年７月31日）において、収益案件に対する共同投資を目的とした合弁会社を設立いたしました。

これにより、お互いに単独で投資するのと比べ、リスク分散効果と相互のノウハウ投入による機動的な投資が可能にな

るものと考えております。

　

（その他の事業）

当社グループにおいては、会員向けサービスとしてデジタルコンテンツ配信事業等に取り組んでおります。引き続

き、当社グループが運営する施設の会員様には、店舗のみならず店舗以外での魅力的なサービスやコンテンツを提供し

てまいります。

また、これまでの物件開発や出店により培ってきた施設管理等の経験・実績に基づく社内リソースを活用し、当連結

会計年度より新たにアミューズメント施設等の営繕・管理業務の受託を開始しております。

その結果、上記事業と広告収入等を含めた当連結会計年度におけるその他の事業の売上高は97百万円（前連結会計

年度比1,527.2％）となりました。
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(2) キャッシュ・フロー

 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ2,314百万円増加

し2,527百万円になりました。また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであ

ります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は349百万円（前連結会計年度は599百万円の使用）となりました。これは主として税

金等調整前当期純利益233百万円と売上債権の増加220百万円及び仕入債務の増加338百万円、並びに利息及び配当金の

受取額265百万円と利息の支払額232百万円等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は5,225百万円（前連結会計年度は291百万円の使用）となりました。これは主として

長期貸付けによる支出4,000百万円と関係会社株式の取得による支出1,752百万円及び長期貸付金の回収による収入

460百万円等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は7,190百万円（前連結会計年度は979百万円の獲得）となりました。これは主として

長期借入れによる収入9,636百万円と長期借入金の返済による支出2,143百万円及び借入手数料の支払額251百万円等

によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、生産を行っておりませんので、記載すべき事項はありません。

　

(2)商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

仕入高（千円） 前年同期比（％）

インドアレジャー直営事業 355,304　 252.2　

インドアレジャーフランチャイズ事業 12,840　 19.0　

販売事業 1,701,893　 780.7　

不動産事業 493,117　 7,259.5　

その他の事業 69,103　 3,720.9　

合計 2,632,258　 605.1　

（注）１．金額は仕入価格によっております。

　　　２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。　

　

(3）受注状況

　当連結会計年度における受注状況に関して、記載すべき事項はありません。

　

(4）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）　

販売高（千円）　 前年同期比（％）　

インドアレジャー直営事業 1,111,558   　　  111.1

インドアレジャーフランチャイズ事業 52,073 　　　　　　　　　    26.3

販売事業 1,930,479 789.6

不動産事業 757,167 7,725.5

その他の事業 97,302     1,527.2

合計 3,948,580     229.5

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．事業区分の追加及び名称変更

　　事業区分につきましては、前連結会計年度において「インドアレジャー直営事業」「インドアレジャーフラン

チャイズ事業」「アウトドアレジャー事業」「販売事業」「不動産事業」「その他の事業」の６つに区分し

ておりましたが、前連結会計年度中に株式会社大多喜ヒルズリゾートの株式売却によりアウトドアレジャー事

業から撤退したことに伴い、当該事業を削除しております。
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３．前連結会計年度及び当連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対す

る割合は次のとおりであります。

 相手先
前連結会計年度

（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）　　

　 金額（千円） 割合（％）　 金額（千円）　 割合（％）　

アドアーズ株式会社 　     　　20,703　　　　　　 1.2 　　　　1,128,433　　　　　　28.6

４．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

　

(5）直営店及びフランチャイズ加盟店の店舗数

　インドアレジャー事業における直営店、フランチャイズ加盟店の店舗数は以下のとおりであります。

地区名

当連結会計年度
（平成22年７月31日現在）

直営店舗 前期比較
フランチャイズ

店舗
前期比較 小計 前期比較

北海道地区（店） － － －  － －  － 

東北地区（店） － － － － － －

関東地区（店） 4 1 3  -1 7 －

中部地区（店） －  － － － －  － 

近畿地区（店） 2  -1 － -1 2  -2 

中国地区（店） － － 1  － 1  － 

九州地区（店） 1  － － － 1  － 

合計（店） 7  － 4  -2 11  -2 

（注）１．店舗数は開店営業中のもののみを表示しております。

２．前期比較につきましては前期末店舗数との差を記載しております。　
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３【対処すべき課題】

①「人財」の採用及び育成について

当社グループでは、「人財」の育成は企業としての重要課題であり、経営マインドを持った「人財」こそが今後の当

社グループのさらなる成長を実現させる源泉であると考えております。

経営マインドを持った「リーダーシップ型社員」の育成のために、経営幹部による勉強会を随時行うなど経営に必

要な要素をじっくりと学ぶことのできる環境を構築いたしております。その結果、自らが取り組むべき業務や解決すべ

き課題を考え、自らがリーダーシップを発揮して遂行する風土の浸透が進んでいると認識しております。

今後はそのような「人財」をさらに増やし企業風土として定着させ、当社グループの成長の原動力となるよう努め

てまいります。

採用においては、今後の経営戦略に基づき適切な「人財」を獲得し組織の活性化を図るため、必要に応じ採用活動を

実施してまいります。

これらの採用及び教育を通じて、当社グループの強みである「人財」の成長を実現し、当社グループの事業展開を支

える自立した「人財」の育成を一層強化してまいります。

　　

② レジャー施設の収益性改善について

当社グループが運営するレジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」「ＪＪＣＯＩＮＳ」及び「ＧＯＬＤＥＮ」等の業績

を向上させるため、社員教育及び店舗設備の営繕や故障器機の迅速な修理等によるサービスの質的向上、並びに人員配

置の見直しなどにより効率的な運営に努め、魅力ある店舗づくりを行います。さらには、アミューズメント景品の適切

な品揃え及び在庫の適正化などのコストコントロールを徹底し、さらなる収益の改善と安定化を目指します。

　

③ レジャー施設の店舗展開について

「ＪＪＣＬＵＢ１００」に適した店舗物件の確保は、大型スーパーマーケット、量販店、ボウリング場跡などの遊休

不動産の情報収集により、店舗規模が他の業種と比較して大きいことなどから絶対的な物件数が少なく、出店に適した

店舗物件を確保することは新規出店を推進するにあたっての重要な課題であります。また、新業態である「ＪＪＣＯＩ

ＮＳ」及び「ＧＯＬＤＥＮ」については、主要都市の駅前などの繁華街立地での出店であるため、賃貸家賃がロードサ

イドの居抜き物件等に比べ高額な傾向にあり、集客力とのバランスを備えた出店が重要な課題であります。

今後、当社グループといたしましては、提携企業等からの情報を精査し、優良な店舗物件の確保に努めてまいりま

す。

　

④ 販売事業について

販売事業においては、営業力の強化及び販路拡大等による販売量の増加に努めると同時に、原価の圧縮及び在庫リス

クの軽減が、さらなる業績向上につながる取り組むべき課題と認識しております。

今後においては、海外での商品調達先の拡充と自社オリジナル商品の増強、及び生産コストの圧縮を可能とする海外

製作を一層推進したうえで、オリジナル商品の販売比率を高めることにより利益率の向上に努めます。また、当社グ

ループ及びアドアーズ株式会社(以下、アドアーズ社)の運営するレジャー施設等から得られる市場ニーズを分析した

うえで、リアルタイムに商品の企画・販売に反映することで適切な在庫量を維持し在庫過多を回避すると同時に、受注

生産を行う商品群を増やすことにより在庫リスクの軽減を図ってまいります。

　

⑤ 新業態及び新規事業の開発について

これまで培ったノウハウである遊休不動産の活用やロードサイドへの出店スキームのみに止まらず、提携企業との

協業による新たなスキームでの出店や新業態店舗の創出などを検討し、より効率的な事業の運営と収益性の向上を目

指します。

また、これまでのレジャー事業範囲を拡大するべく、シナジー効果のある事業との融合等による新たな収益事業の開

発にも努めてまいります。

　

⑥ 会員の個人情報の管理について

「ＪＪＣＬＵＢ１００」は完全会員制を採用しており、全ての顧客が初回来店時に身分証明書を提示した上で会員

登録を行い、当社グループはこれらの個人情報と施設の利用履歴情報を連動させたデータベースを構築・集積してお

ります。当社グループにおきましては、セキュリティレベルの向上を全社的なミッションとして位置づけており、セ

キュリティポリシーや社内規程の構築、従業員全員への徹底した情報管理の教育体制を確立させてまいりました。さら

なるセキュリティレベルの向上を目指し、引き続き個人情報管理の徹底を図ってまいります。
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⑦ 安全対策に関しての取り組みについて

当社グループでは、従来から当社グループの運営するアミューズメント施設におきまして、「お客様の安全を最優先

事項」とした店舗づくり、店舗運営を行ってまいりましたが、より一層の安全確保に向けて「安全対策委員会」の設立

などに取り組んでおり、今後も引き続き、安全に対してのノウハウの蓄積に努めてまいります。

　

⑧ 当社連結子会社合併について

平成22年８月１日付けにて当社連結子会社である株式会社ネクストジャパンと株式会社ブレイクを合併いたしまし

た。

これにより、両社で重複していた管理業務や営業体制の効率化によるコスト削減、また、両社間で分断されていた業

務や人的リソースの有効活用を進めることが可能になるとともに、両社に分散されていたキャッシュ・フローや営業

資産についても効率よく運営できるものと考えております。

今後においても、合併による効果を最大限に活かし、経営全般にわたる一層の合理化に努めてまいります。

　

⑨ 社内体制の強化について

当社は、前連結会計年度において、人員不足及び経理知識を有する人員の不足の影響により、決算・財務報告プロセ

スの内部統制に重要な欠陥があることを把握いたしました。

その結果を受け、当連結会計年度おいては、適正な財務報告のための決算業務手続きの文書化を進めるとともに、決

算業務のチェック手続きを見直し、確実に運用される体制の整備に注力いたしました。また、整備された体制の適切な

運用を実現するため、決算業務担当者の確保・配置を行うとともに、必要な教育・研修も徹底して実施いたしました。

今後も引き続き整備した体制の確実な運用を行い、内部統制の強化に努めてまいります。

　

⑩ 借入資金の運用について

当社グループでは現在、金融機関より資金融資を受けておりますが、借入資金の一部は当初予定しておりました資金

使途計画に則り投資等を行っております。

また、当社グループ単独での投資等に加え、収益案件に対する共同投資を目的として資本・業務提携企業のアドアー

ズ社と合同会社ラグランジュマネジメントを設立いたしました。案件によっては、お互いに単独で投資するのと比べ、

リスク分散効果と相互のノウハウ投入により機動的な投資が可能になると考えております。

今後も早期に計画を達成すべく、高収益案件へ手許資金を充当し、さらなる業績向上に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　以下については、当社グループの将来的な事業展開その他に関し、リスク要因の可能性があると考えている主な事項を記

載しております。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を確認した上で、発生の回避及び発生した場合の早期対応

に努める方針であります。

　

１．当社グループの事業内容について

(1)レジャー施設の経営に係るリスクについて

① 店舗設備の調達について

　当社グループが運営する「ＪＪＣＯＩＮＳ」や「ＧＯＬＤＥＮ」では、話題ゲームの新機種等を多数設置し顧客に好

評をいただいておりますが、機会損失を最小限にすべくゲーム機の新機種やバージョンアップに速やかに対応し店舗

へ設置できるよう、調達先との円滑な関係を構築しております。しかし、万が一、調達先の統廃合及び消滅、または関係

悪化などの理由により、調達先との取引が打ち切られるような場合には、既存店の運営並びに新規出店施策に影響を及

ぼす可能性があります。

　また、当社グループが運営する「ＪＪＣＬＵＢ１００」では、アミューズメント施設の閉鎖等に伴って発生する中古

品や閉鎖するボウリング場の設備をリサイクルし、店舗設備として活用しております。現在のところ円滑な設備調達を

実現しておりますが、リサイクル品を利用するアミューズメント施設の増加、アミューズメント施設の閉鎖頻度の鈍化

等の要因により、中古品が品薄な状態となり調達価格が上昇した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

　

② 店舗物件の確保及び新規出店店舗の業績について

　当社は積極的な店舗展開を行うことにより業容を拡大してまいりました。しかしながら、今後も引き続き必要に応じ

不採算店舗の撤退等を行う一方、当社が事業採算性の高い物件を確保できた際には適切な業態を選定した上で出店を

行う方針であるため、当社グループの業績において新規出店を行う店舗数、店舗規模及びその店舗業績の占める割合が

業績に多大な影響を及ぼす可能性があります。

　特に「ＪＪＣＯＩＮＳ」業態については今後、当社グループにとって収益源の柱となる一つの店舗業態として展開し

ていく方針ではありますが、今後の新規出店の店舗数及び店舗業績等の占める割合によっては当社グループの業績に

多大な影響を及ぼす可能性があります。

　なお、直営店舗につきましては、全国の主要都市繁華街や駅前立地において店舗展開を行い、フランチャイズ店舗につ

きましても、これまでと同様に慎重に検討した上で店舗展開を行う方針であります。

　当社グループは、引き続き商圏人口等の立地条件及びその他賃料等諸条件から既存店舗における実績を根拠とした事

業計画を立て、検討した上で新規出店を行っておりますが、新規店舗の業績が必ずしも順調に推移する保証はありませ

ん。様々な要因により、出店ペースの鈍化及び新規店舗の業績不振があった場合、当社グループの業績に影響を与える

可能性があります。

　

③ 店舗の賃貸物件への依存について

　当社グループは、レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」、「ＪＪＣＯＩＮＳ」、「ＧＯＬＤＥＮ」等の運営において、

全店舗の土地建物を賃借しております。当社グループは出店の際、賃貸人との間で賃貸借契約を締結し敷金及び保証金

を差し入れております。賃貸人等に破綻が生じた場合、差入保証金の全部又は一部が回収不能となり損失が発生する可

能性があります。同様に業績が好調な店舗でも、閉鎖を余儀なくされ、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループでは経営の効率化に伴い、不採算店舗の閉鎖を行っております。今後、業績が急激に悪化する店舗

があった場合、賃貸借契約の中途解約により、差入保証金が未回収になり損失が生じる可能性があります。

　

④ 完全会員制による顧客行動の把握について

　当社グループでは、「ＪＪＣＬＵＢ１００」の運営においては完全会員制（一部店舗を除く）を採用した上で、主要

なアイテムにつきましては、一人ひとりの顧客がどのアイテムをいつ利用したかをＰＯＳシステムにより管理し、顧客

の属性や行動履歴をセキュリティに十分に考慮した上でデータベース化しております。当社グループは、このデータ

ベースの活用によって、販売促進、顧客動向及びアイテム稼働状況による店舗レイアウトの変更のみならず、店舗にお

いて一人ひとりの顧客に対して異なる接客・案内を行うオペレーションノウハウを構築し、顧客の滞在時間及びリ

ピート率を高める施策としております。

　また、完全会員制を採用することで全ての顧客の身元及び店内行動を把握することが可能なシステムが構築されてお

り、健全性・安全性を確保することで若者層だけではなくファミリー層など老若男女を問わず顧客に支持される店舗

運営を図っております。

　したがって、店舗の収益性は顧客データベース及びオペレーションノウハウに依拠している部分があり、顧客データ

ベースの情報流出、システムダウン等によりＰＯＳシステムの稼動を停止せざるを得なくなった場合、上記のようなノ

ウハウを活用した店舗運営ができなくなり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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⑤ レジャー業界の流行の変化及び競合他社について

　レジャー業界は、かつてのボウリング、ビリヤード、カラオケなどのブームに見られるように流行の変化も著しく、ま

た、小規模企業から大手企業まで多くの競合他社が存在しているという特徴があります。

　「ＪＪＣＬＵＢ１００」では、15分につき100円（税込105円）という時間消費型料金システムを採用することによ

り、顧客の満足度が大きく影響する店舗での滞在時間と店舗収益とを直接的に結び付け、顧客満足度を高めることが収

益性を高めることにつながることを明確化しております。このことで従来のレジャー業界では軽視されがちであった

と思われる一人ひとりの顧客に対するサービスの徹底を図り、競合他社との差別化を図っております。

　また、多くの企業が当社と同様の時間消費型料金システムを採用し、現在では時間消費型料金システムは世間に広く

一般的に浸透したと言え、今後は料金システムのみによる差別化は困難な状況でありますが、当社は時間消費型料金シ

ステムを採用した先駆者としての立場から、店舗運営ノウハウの構築及び人財の教育によりさらなる顧客に対する

サービスの徹底と既存業態の見直しを図っていくことで他社との差別化を図り、当社の競争優位性を再度発揮してま

いります。

　さらには、時間消費型会員制複合レジャー施設という業態は当社が確立した店舗形態ではありますが、今後はその形

態にはこだわらず、子会社であるブレイクが運営するアミューズメント施設「ＧＯＬＤＥＮ」やそれをモデルにク

レーンゲーム機を中心に機種構成し新規出店した「ＪＪＣＯＩＮＳ」型モデルの業態での展開も図り、さらには資本

・業務提携企業であるアドアーズ株式会社（以下、アドアーズ社）とのシナジー効果等により他社との差別化及び優

位性を創出してまいります。

　しかしながら、競合他社と比べて当社の顧客サービスレベルが低下した場合、もしくは顧客ニーズの変化への対応が

遅れた場合、各店舗の業績は計画どおりに推移する保証はなく、今後の当社の出店施策及び事業展開に影響を与える可

能性があります。

　

⑥ 新業態及び新規事業の開発について

　当社グループでは、主力事業として時間消費型料金システムを採用したレジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」、ク

レーンゲーム機を中心に構成したアミューズメント施設「ＧＯＬＤＥＮ」及び「ＧＯＬＤＥＮ」をモデルにしたア

ミューズメント施設「ＪＪＣＯＩＮＳ」を運営しております。当社グループは、既存事業及びアドアーズ社との連携強

化による収益の向上により、アミューズメント業界での優位性の確立を図ってまいりますが、昨今のアミューズメント

業界を取り巻く環境は厳しい状況が続いており、業界内の再編及び淘汰が進むものと思われます。

　したがって当社グループは、既存業態及び既存事業の成長に加え、一層の経営基盤安定のための新たな収益の柱とな

る新規事業の開発を検討し、より強固な収益構造からなる企業体を確立する必要があります。

　しかしながら、新業態及び新規事業の開発におきましては未経験分野への進出等を伴うため、初期投資がかさみ収益

に貢献する事業とならない可能性があります。

　

⑦ 食品の安全管理について

　当社グループでは、現在店舗においてフードコーナーを設け食品提供を行っている店舗があります。当社グループで

は、安全な商品を顧客に提供するために衛生管理を徹底しておりますが、万が一、食中毒等が発生し、フードコーナーの

営業停止及び店舗イメージの失墜等による顧客減少、さらには損害賠償金の支払い等が発生した場合には、業績に影響

を及ぼす可能性があります。

　

⑧ アミューズメント機器用景品の調達に係るリスクについて

　当社グループが運営する店舗におきましては、クレーンゲーム機を設置している店舗での売上がインドアレジャー事

業業績の重要な部分を占めており、その機器で使用する景品の一部を海外から調達しております。複数の仕入調達先の

確保に努めてはおりますが、今後海外の取引先との関係の悪化及び倒産等何らかの理由により調達ができなくなるな

どの事情により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2)フランチャイズ事業に係るリスクについて

　当社グループは、フランチャイズシステムにより「ＪＪＣＬＵＢ１００」の店舗展開を行っております。フランチャイ

ズシステムでは、一般的にフランチャイズチェーン本部は店舗運営ノウハウを提供し、フランチャイズ加盟店は統一的

な店舗運営ノウハウにより店舗運営を行っております。しかしながら、フランチャイズチェーン本部の指導に従わない

フランチャイズ加盟店が発生した場合、ブランドイメージが損なわれることなどから、フランチャイズシステム全体に

影響を及ぼす可能性があります。

　また、フランチャイズシステムでは通常、収益性、簡便なオペレーションなどのメリットを強調して加盟店の募集を

行っておりますが、実際にフランチャイズ加盟店がこのようなメリットを享受できなかった場合、トラブル又は訴訟に

発展する場合があります。

　一方、フランチャイズ加盟契約の締結は行なったものの、各フランチャイズ加盟企業の個別事情及び立地確保の遅れな

どから、出店に至っていないフランチャイズ加盟企業が存在しております。平成22年７月31日現在で未出店の加盟枠18

件のうち、フランチャイズ加盟契約締結後12ヶ月超にわたって未出店の加盟枠は18件となっております。同様に、平成22

年７月31日現在フランチャイズ加盟企業６社のうち、１店舗も出店していないフランチャイズ加盟企業は２社となって

おります。当社グループでは、こういった未出店のフランチャイズ加盟企業へも適切な対応に努めておりますが、万が
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一、何らかの理由で当社グループが負担を求められることになった場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

　

(3)販売事業に係るリスクについて

① 与信リスクについて

　当社グループは販売事業において、国内のアミューズメント施設を運営する企業等の顧客に対しアミューズメント機

器用景品の販売を行っております。それらの景品の一部を海外から仕入れておりますが、今後海外の取引先との関係悪

化及び倒産等何らかの理由により調達ができなくなるなどの事情により、顧客への販売が不可能になるなど、当社グ

ループの業績が悪化するばかりか、顧客に対し多大な不利益を及ぼすことになり、その後の当社グループのアミューズ

メント機器用景品の販売業務に影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループの総資産において売掛金・受取手形が大きな比率を占めていることから、これらに対する与信リ

スクの管理が重要な経営課題となっております。金融商品会計基準に基づき貸倒引当金を計上し、貸倒損失の発生に対

し必要な会計処理を行っておりますが、今後の経済情勢や個々の取引先の状況変化による想定外の貸倒損失等の発生

により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

② 為替リスクについて

　当社グループは販売事業部門において、アミューズメント機器用景品の一部を海外から仕入れておりますが、今後の

事業展開によっては海外からの輸入割合が増加すると予想されます。輸入の際の為替リスクを回避するため、円建取引

決済へのシフトを行う等リスクヘッジの対策を検討しておりますが、為替リスクを完全にヘッジできるという保証は

なく、為替相場が短期間で乱高下した場合には、売上原価の上昇により当社グループの経営成績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

　　

(4)新法や新条例等の施行及び現行の法規制等の改正について

① 当社グループ事業領域に関連する法令及び条例等について

　当社グループでは、当社グループが属する事業領域に関連する様々な法令や諸規制等に従い事業活動を行っておりま

す。しかしながら、将来起こりうる現在施行中の法令の改正や、新法並びに新条例の施行等には、当然ながら法令の改正

や施行に合わせ早急な対応に努めてまいりますが、店舗運営システムの抜本的な見直し及び、現在進めている運営の効

率化等において阻害要因となるなどにより対応が遅れた場合、または海外からの商品調達等が困難になるなどの際に

は、当社グループの事業活動及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

② 会社法、金融商品取引法及び会計基準等の改正について

　当社グループでは、現在、財務基盤の安定化を進めている最中であり、それにより企業体質の強化を図っております。

しかしながら、法令等の改正及び時価会計の見直しや国際会計基準移行などを含めた会計基準等の変更は、企業経営に

とって大掛かりな対応が必要となり、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。また、金融商

品取引法の施行及び関連する諸規制の施行により当社では財務報告にかかる業務プロセスの内部統制状況を内部統制

報告書にて開示しなければなりません。当社グループでは、前連結会計年度において内部統制の不備による重要な欠陥

を報告して以来、早急に財務報告プロセスの体制を再構築し、必要な人員を充当し教育・研修等を行うことにより適切

な内部統制に必要な体制を整備してまいりましたが、こうした取り組みが有効に機能しなかった場合には、当社の市場

での信用が失墜するなど当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(5)アドアーズ社との関係について

　平成22年３月19日付けにて当社は第三者割当の引受によりアドアーズ社が保有する同社株式（自己株式）の一部を取

得いたしました。これにより、当社の同社株式所有比率がそれまでに所有していたものを含め24.9％（総株主等の議決

権数に占める割合）となり、平成22年３月31日より同社を持分法適用関連会社としております。従いまして、アドアーズ

社の利益を当社の連結会計へ反映することができるため、当社グループの業績を押し上げる要因になりますが、一方で

同社が損失を計上した場合には、当社グループの利益を押し下げる要因として当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

　また、同社との資本・業務提携の一環として、全国に約80店あまりあるアドアーズ社の全アミューズメント店舗へ当社

グループで扱っているアミューズメント機器用景品を一括で販売しております。これについては、同社との提携効果及

び良好な関係構築のうえ成立している取引ですが、万が一、提携関係の解消等が行なわれた際、同取引が消滅するなどに

より当社グループ業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(6)金融機関からの借入金について

　当社グループでは現在、日本振興銀行株式会社より資金融資を受けております。当社グループの資産規模に比して93億

円の借入金額は多額でありますが、当社が持続的成長を実現するための戦略的投資等の資金として必要な借入であると

の判断より実施いたしました。当然ながら融資と引き換えに相応の担保を差し入れておりますが、当社の戦略投資案件

の滅失や何らかの理由による期限の利益の喪失等が生じた際には当社の資金繰りが逼迫し、当社グループの業績に影響
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を及ぼす可能性があります。

　また今般、日本振興銀行株式会社が平成22年９月10日付けで預金保険法に基づく破綻申請をいたしました。当社グルー

プは同行に対して借入当初より約定どおりに返済を進めており、同行に対する預金・出資金等もないため、現時点にお

いて、当該申請による当社グループの業績に与える影響はございませんが、今後の状況如何によっては、借入条件に影響

を及ぼす可能性があります。

　

(7)ＧＦ投資ファンド投資事業有限責任組合への貸付について

　当社はアドアーズ社の筆頭株主であるＧＦ投資ファンド投資事業有限責任組合との間で金銭の貸付のための金銭消費

貸借契約を締結しております。契約締結の前には同ファンドの資産及び財務内容を確認し、貸付金相当分の担保の差し

入れを受けており、さらに当社の貸付債権を優先的に担保すべく、同ファンドと有限責任組合員の間で有限責任組合員

を劣後貸付人とする劣後特約付金銭消費貸借契約を締結しており、同ファンドが当社に対する元利金の弁済に対して資

金が不足する場合、劣後貸付人がその不足額を同ファンドに対して貸し付けることを約しております。

　また、同ファンドを構成する有限責任組合員も当社の貸付債権を十分担保するだけの収入を継続的に得ており、資産に

ついても相当に保有していることも確認しているため、特段問題はないと考えております。しかしながら、何らかの理由

で同ファンドが当社に対し債務不履行等を生じた場合には、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(8)当社グループ保有の金融商品及び資産等について

　当社グループでは、有価証券等の金融資産及び販売用不動産や賃貸不動産を保有しております。今後、世界的不況など

何らかの要因により国内株式市況や不動産市況が下落した際には、当社グループが保有する有価証券や販売用不動産並

びに賃貸不動産の時価評価による評価損や減損の計上が生じ、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　

　

２．法的規制について

　当社グループの受ける法的規制は、次のとおりであります。

(1)「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」

　「ＪＪＣＬＵＢ１００」等（一部店舗を除く）の店舗は、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（以

下、「風営法」という。）」の規制を受ける可能性があります。風営法は、善良の風俗の維持、清浄な風俗環境の保持及び

青少年の健全な育成に障害を及ぼす行為の防止を目的とし、施設開設及び運営に関する許認可申請制度、営業時間の制

限、入場者の年齢による制限、遊戯料金等の規制、施設の構造・内装・照明・騒音等に関して規制をしております。

　「ＪＪＣＬＵＢ１００」（一部店舗を除く）では、時間消費型料金システムにより射幸心をそそるおそれのあるゲー

ム機で金銭を消費させるという側面がないこと、完全会員制により賭博や少年非行のおそれのないことから風営法対象

業種とは考えておりません。加えて、風営法に定めるゲーム機設置部分の占める割合が床面積の10％を超えないよう設

計しております。現在の直営店舗及びフランチャイズ店舗では、その旨を新規出店及びゲームコーナーに関するレイア

ウトが変更されるごとに継続して所轄の警察署へ説明することで風営法の規制を受けずに営業を行なっておりますが、

今後、法律の改正もしくは関係諸官庁の運用の変更などがあり、「ＪＪＣＬＵＢ１００」が風営法対象業種であると認

定された場合、当社の営業時間などに制限を受け、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　

(2)「青少年の健全な育成に関する条例」

　「ＪＪＣＬＵＢ１００」等の店舗は、「青少年の健全な育成に関する条例（以下、「青少年育成条例」という。）」の

規制を受けております。青少年育成条例は、ほぼ全国の各都道府県に制定されており、それぞれにおいて名称・内容は異

なるものの、入場者の年齢による制限、書籍・アイテム等の健全性に関する規制により青少年の健全な育成を図ること

を目的として制定されております。「ＪＪＣＬＵＢ１００」等は、各都道府県の条例に則り、青少年に対する入場制限・

在館者に対する退店誘導及び書籍・アイテム等の健全性に関する規制を遵守して店舗運営を行なっておりますが、条例

の改正もしくは関係諸官庁の運用の変更などにより新たに規制の対象となる書籍・アイテム等が増加した場合、当社の

業績に影響を与える可能性があります。
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(3)「不当景品類及び不当表示防止法」

　「ＪＪＣＬＵＢ１００」等の店舗は、「不当景品類及び不当表示防止法」の規制を受けております。同法は、商品及び

役務の取引に関連する不当な景品類及び表示により顧客の誘引を防止することを目的として制定されており、公正取引

委員会が景品類の制限及び禁止、不当な表示の防止等の措置をとる場合があります。「ＪＪＣＬＵＢ１００」等では、イ

ベント等において景品を提供しておりますが、景品類の最高額及び総額につきましては「不当景品類及び不当表示防止

法」の規制を遵守しております。

　

(4)「著作権法」

　「ＪＪＣＬＵＢ１００」等の店舗でのカラオケ、ビデオ（ＤＶＤ）上映、有線放送については「著作権法」の規制を受

けております。同法は、著作物ならびに実演、レコード、放送及び有線放送に関し著作者の権利及びこれに隣接する権利

を定め、これらの文化的所産の公正な利用に留意しつつ、著作者等の権利の保護を図り、もって文化の発展に寄与するこ

とを目的として制定されております。

　「ＪＪＣＬＵＢ１００」等では日本音楽著作権協会に入会し、著作物利用に対する許諾を得た上で店舗での利用を行

なっております。

　

(5)「食品衛生法」

　「ＪＪＣＬＵＢ１００」等の店舗では、一部の店舗のフードコーナーにおいて飲食の提供を行なっており、「食品衛生

法」の規制を受けております。同法は飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、もって国民の健康の保護を図るこ

とを目的として制定されており、食品の規格・衛生管理・営業許可等を定め、飲食店営業を営もうとする者は、都道府県

知事の許可を受けなければならないとしております。当社グループ直営店及びフランチャイズ店舗のフードコーナー

は、「飲食店業」としての許可を得て営業を行なっております。

　当社グループでは、新業態開発の一環として現在数店において、店舗のアイテムの一つとしてメニュー数を増やし充実

したフードコーナーにて食品提供を行なっております。当社グループ直営店舗及びフランチャイズ店舗では、安全な商

品を顧客に提供するために衛生管理を徹底しておりますが、万一食中毒等が発生した場合、フードコーナーの営業停止

及び店舗イメージの失墜等による顧客減少、さらには損害賠償金の支払い等が発生した場合には、業績に影響を及ぼす

可能性があります。

　

(6)「宅地建物取引業法」

　当社グループは、「宅地建物取引業法」に基づく各種規制を受けております。これらの法令等が改正された場合、当社

グループの業績に影響を与える可能性があります。

　

３．会員の個人情報の管理について

　「ＪＪＣＬＵＢ１００」では完全会員制を採用しており全ての顧客が初回来店時に身分証明書を提示した上で会員登

録を行なっており、当社グループはこれらの個人情報と施設の利用履歴情報を連動させたデータベースを構築・集積し

ております。当社グループといたしましては、セキュリティレベルの高いデータベースサーバーに会員情報を格納すると

ともに、会員情報の分析・閲覧が可能な社員を限定し、必要者にのみ個人認証用ＩＤ番号と、パスワードを提供して情報

の漏洩を防ぐ措置をとっております。しかしながら、万一不測の事態により当社が保有する会員情報が外部に漏洩した場

合は、顧客への信用低下、損害賠償費用等により当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　

４．今後の事業展開について

(1)業績改善への取組みについて

　当社グループは、前期より徹底的なコスト削減と店舗の運営改善及び不採算店舗の閉鎖、さらには組織再編等を行い、

業績改善に努めてまいりました。来期におきましても引き続き店舗の運営改善等を継続し、既存店舗の業績向上を目指

します。

　また提携企業との協業や新業態開発に取り組み、収益率改善を図ってまいります。さらに、新規出店による新たな収益

源の獲得等に積極的に取り組むことで、業績改善に努めてまいりますが、国内景気や競合状況等外部環境の急激な変化

により効果が見込めない場合があります。

　

(2)新業態開発店舗について

　当社グループは、「ＧＯＬＤＥＮ」をモデルにした新業態店舗である「ＪＪＣＯＩＮＳ」（ジェイジェイコインズ）

を前連結会計年度中に出店したなんば店に引き続き、平成22年５月28日付けで東京都中野区へ出店いたしました。今後

も引き続き「ＪＪＣＯＩＮＳ」等、新業態店舗を出店するなど新たな収益源を確保し、業績向上に努めてまいりますが、

当該事業の成功は保証できるものではありません。
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(3)販売事業について

　当社グループである株式会社ブレイクは、アミューズメント景品の販売事業を行っております。取引先は100社を超え

るなど業績は順調に推移しております。また、アドアーズ社の仕入れを一括で受注しております。今後は、新規顧客開拓、

及び提携会社から商品の一括仕入れを受注することでのコスト削減と取扱高の増加など、さらなる業績拡大を図り当社

の主要事業の一つとして成長を図ってまいりますが、今後の当該事業の継続的な成功は保証できるものではありませ

ん。

　

(4)「ＪＪＣＬＵＢ１００」会員データベースを活用した事業展開について

　当社グループが運営する「ＪＪＣＬＵＢ１００」の会員データベースを活用した事業の一環として、ｅコマース事業

・デジタルコンテンツ配信事業及びＷｅｂ広告事業に取り組んでおります。今後におきましても、引き続き既存の「Ｊ

ＪＣＬＵＢ１００」会員を対象に、新サービスの提供を検討してまいります。また、事業の展開を図るためインターネッ

ト上での各種サービスやシステム開発においてノウハウを持った企業とのアライアンスなどを含め検討いたしますが、

当該事業が当社の業績に大きな影響を及ぼすほど成長するかは保証できるものではありません。

　

５．その他

(1)配当政策について

　当社グループは、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しており、株主への適切な利益配分、事業投資及

び内部留保のバランスを勘案しながら、企業価値の最大化に努めることを基本方針としております。当連結会計年度に

おいて、当社グループは収益の黒字化を実現いたしましたが、今後はより強固な経営基盤の確立のため、レジャー業界で

の優位性を高め、競争力を強化し収益向上を図ってまいります。その結果、財務体質を安定させ、株主への配当の実施な

どの適切な利益還元を重視していく方針であります。

　

(2)ストックオプション制度について

　当社は、平成16年10月27日開催の第11期定時株主総会において、当社取締役及び当社従業員を対象に旧商法第280条ノ

20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づくストックオプションを目的とした新株予約権の無償発行を行っております。

平成17年10月27日開催の第12期定時株主総会において、当社取締役及び当社従業員を対象に旧商法第280条ノ20及び旧

商法第280条ノ21の規定に基づくストックオプションを目的とした新株予約権の無償発行を行っております。平成20年

12月26日開催の臨時株主総会決議及び平成21年３月10日の取締役会決議並びに平成21年４月26日開催の取締役会決議

に基づき、当社取締役および当社従業員並びに当社子会社取締役及び従業員を対象に会社法第236条、第238条および第

239条の規定に基づくストックオプションを目的とした新株予約権の無償発行を行っております。平成21年10月28日開

催の定時株主総会決議及び平成21年12月15日の取締役会決議に基づき、当社取締役および当社従業員を対象に会社法第

236条、第238条および第239条の規定に基づくストックオプションを目的とした新株予約権の無償発行を行っておりま

す。

　今後も株主総会の承認が得られる範囲内において、このようなストックオプションの付与を継続する方針であります。

そのため、ストックオプションの行使がなされた場合には、当社株式価値の希薄化による影響を受ける可能性がありま

す。

　当該ストックオプションの内容につきましては「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (2)新株予約権等の状況及

び(9)ストックオプション制度の内容」をご参照下さい。
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５【経営上の重要な契約等】

(1)「ＪＪＣＬＵＢ１００」フランチャイズチェーン加盟契約

　当社は、「ＪＪＣＬＵＢ１００」フランチャイズチェーンを展開するために、加盟店との間に加盟契約を締結し

ております。契約内容の要旨は、次のとおりであります。

相手先の名称 「ＪＪＣＬＵＢ１００」フランチャイズチェーン加盟契約

内容

当社が統轄し開発したノウハウに基づいて運営される「ＪＪＣＬＵＢ１００」フランチャイズ

チェーンに加入し、加盟店として契約時に定めた場所において、また当社が定める標識の使用によっ

て店舗を自ら開店し、経営する権限を付与する（２年間毎の自動更新）。

契約期間
契約締結日から12ヶ月を経過した日及び契約店舗開店日のうちで、どちらか先に到来した日から５年

間。ただし、延長条項が存在する。

契約条件

加盟金 契約締結時に1,000万円の支払い

保証金 契約締結時に300万円を預託

ロイヤルティ 店舗の月間総売上高の６％の支払い

資材販売 什器備品、営業消耗品、商品などのうち当社が指定する物品の販売・レンタル

(2)「ＪＪＣＬＵＢ１００」フランチャイズ展開に関する業務提携契約

　当社は、株式会社ベンチャー・リンク（現・株式会社C&I Holdings）との間で「ＪＪＣＬＵＢ１００」のフラン

チャイズチェーンの加盟店獲得に関して、フランチャイズ展開に関する業務提携契約を締結しております。契約内

容の要旨は、次のとおりであります。

相手先の名称 「ＪＪＣＬＵＢ１００」フランチャイズ展開に関する業務提携契約

内容
株式会社ベンチャー・リンクは、当社経営の「ＪＪＣＬＵＢ１００」の加盟店候補者の発掘・紹介を

行う。当社は、この加盟店候補者に対して最終的な審査及び決定を行う。

契約期間
平成14年８月21日から平成20年８月20日まで。

ただし、延長条項が存在する（１年間毎の自動更新）。

契約条件

①　当社は、株式会社ベンチャー・リンクが主体となって加盟候補企業の発掘から加盟契約締結まで

の一連の業務を行った場合は、加盟店から受け取る加盟金の内50％の金額を、また、同社が加盟候補

企業を当社に紹介し、その後当社の営業活動により加盟契約に至った場合は、当社が受け取る加盟

金の30％の金額を株式会社ベンチャー・リンクに支払う。（注１）

②　営業開始後、対象店舗の純売上高の0.6％の金額を株式会社ベンチャー・リンクに支払う。

（注）１．平成15年６月17日以前のフランチャイズ加盟契約においては、１店舗につき800万円、平成15年６月18日以降平

成16年９月17日以前のフランチャイズ加盟契約においては、１店舗につき500万円を同社に対して支払うこと

となっておりました。

２．平成16年５月以降、当社が全フランチャイズ店舗のスーパーバイジングを行っております。

３．株式会社ベンチャー・リンクは、2010年９月１日付けにて商号を株式会社C&I Holdingsへ変更しております。　
　
(3)資本・業務提携に関する契約

相手先の名称 アドアーズ株式会社

内容
経営効率を高め、双方の収益力を強化し、企業価値を高めるために業務提携を行う。

また、本業務提携をより確実に推進するため、双方の株式を取得し、強固な資本関係を構築する。　

契約期間
平成21年５月13日から平成22年５月12日まで。

ただし、延長条項が存在する（１年間毎の自動更新）。
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(4)借入極度基本契約の締結 

相手先の名称 Revival Asset Management１号投資事業組合

内容

借入限度額　：20億円

利率　　　　：年2.70％（固定金利）　

最終弁済期限：締結日より５年間

返済方法　　：個々の金銭消費貸借契約で定める支払日に、利息も含めて一括返済　

契約期間 平成20年９月11日から平成23年９月10日まで。

（注）平成21年９月14日付けにて借入限度額・最終弁済期限・利率の変更についての覚書を締結しております。　

　　

　(5)金銭消費貸借契約の締結

当社及び当社子会社である株式会社ブレイクは、日本振興銀行株式会社より資金の借入を行うためそれぞれ金銭

消費貸借契約を締結いたしました。契約内容の要旨は、次のとおりであります。　

借入先　 日本振興銀行株式会社

借入金額　
93億円（当社80億円、株式会社ブレイク13億円）

※アップフロントフィー251百万円を借入先へ融資実行時に支払う。　

借入金利 年4.0％　

借入実行日 
平成21年11月27日（当社）

平成21年12月16日（株式会社ブレイク）　

返済期間 10年　

返済方法　 借入額の60％について毎月元利金等払い、残り40％については最終期日一括返済　

担保　

①アドアーズ株式会社の普通株式

②不動産

③当社のＧＦ投資ファンド投資事業有限責任組合に対する貸付債権　

　

(6)金銭消費貸借契約の締結

当社は、ＧＦ投資ファンド投資事業有限責任組合との間で融資に係る金銭消費貸借契約を締結いたしました。契

約内容の要旨は、次のとおりであります。

貸付先　 ＧＦ投資ファンド投資事業有限責任組合　

貸付金額　
40億円

※アップフロントフィー200百万円を融資実行時に貸付先より受け取る。　

貸付金利　 年7.0％　

貸付実行日　 平成21年11月27日　

返済期間　 ５年（毎月元利均等払い）　

担保　

①アドアーズ株式会社の普通株式

②株式会社ガイア所有の不動産

③連帯保証人：株式会社ガイア　

　

(7)借入金返済についての覚書の締結

当社は、借入極度基本契約に基づくRevival Asset Management１号投資事業組合からの借入金について、返済す

る為の覚書を締結いたしました。

返済先　 Revival Asset Management１号投資事業組合

返済金額　 元金13.3億円及び借入期間相当利息額14百万円　

返済期日　 平成21年11月27日　

（注）本返済により、同組合への当社債務は全て消失しております。　
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(8)株式引受契約の締結

当社は、アドアーズ株式会社が保有する自己株式の一部を第三者割当の処分先として引き受けるため、同社と株

式引受契約を締結いたしました。

相手先名称　 アドアーズ株式会社　

株式の種類と数　
普通株式（同社保有自己株式）

15,200,000株　（注）１　

取得価額　

1,428,800千円（１株当たり94円）　（注）１

※１株あたりの株価は、平成21年９月15日から平成22年３月２日までの出来高加重平均価格　

　（VWAP）により算出　

取得方法　 市場外での相対取引による　

契約締結日　 平成22年３月３日　

払込期日　 平成22年３月19日　

株式譲渡日　 平成22年３月19日　

（注）１．株式数及び１株当たり取得価額に関しましては、平成22年５月１日付けの株式分割後（１株→２株）の株式数

によるものであります。

２．取得後２年間において当社が取得株式の一部または全部を譲渡する場合には、直ちに、譲渡を受けた者の氏名

及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等をアドアーズ株式会社へ書面により報告す

る旨の確約を行っております。　

　

(9)子会社（株式会社ネクストジャパン、株式会社ブレイク）の合併に関する契約

相手先の名称 株式会社ネクストジャパン、株式会社ブレイク

内容
株式会社ネクストジャパンを吸収合併存続会社、株式会社ブレイクを吸収合併消滅会社として株式会

社ネクストジャパンが権利義務の全部を継承する。同時に商号を株式会社ブレイクへ変更する。

目的　
グループ間における取引や管理業務等の効率化、重複する事務業務の簡素化及びそれらにかかる経費

節減、さらに分散していた業務・資産等の集約を図る。

契約締結日
平成22年６月14日

ただし、合併効力発生日は平成22年８月１日。

合併に際して発

行する株数及び

合併比率　

株式会社ネクストジャパン、株式会社ブレイク共に株式会社ネクストジャパンホールディングスの

100％子会社であることから、株式の発行はせず、株式会社ネクストジャパンを存続会社とした吸収合

併を行っている。

引継資産・負債

の状況

（平成22年７月31日現在）　

総資産　：1,870,949千円

総負債　：1,832,610千円

純資産　：　 38,338千円　

吸収合併存続会

社となる会社の

概要　

資本金　：　 75,000千円

事業内容：インドアレジャー直営事業、インドアレジャーフランチャイズ事業等　

　

　

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当連結会計年度（平成21年８月１日から平成22年７月31日）における財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであ

ります。

　文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在（平成22年10月28日）において当社グループが判断した

ものであります。

　

 (1)重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており

ます。この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針につきましては、「第５　経理の状況　１ 連結財務諸表

等　(1) 連結財務諸表　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおりであります。

　当社グループは、税効果会計、貸倒引当金、棚卸資産の評価、減価償却資産の耐用年数の設定、投資その他の資産の評価、

訴訟等の偶発事象などに関して、過去の実績や当該取引の状況に照らして、合理的と考えられる見積り及び判断を行い、

その結果を資産・負債の帳簿価額及び収益・費用の金額に反映して連結財務諸表を作成しておりますが、実際の結果は

見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　

　

(2)資産、負債及び純資産の状況

　総資産につきましては、前連結会計年度末と比較して7,970百万円増加して10,340百万円となりました。これは主とし

て、借入れ等による現金及び預金の増加2,314百万円、受取手形及び売掛金の増加220百万円、並びに関係会社株式の増加

2,543百万円と長期貸付金の増加2,815百万円等によるものであります。

　負債につきましては、前連結会計年度末と比較して7,836百万円増加して9,979百万円となりました。これは主として、

支払手形及び買掛金の増加338百万円、関係会社短期借入金の減少1,030百万円及び1年内返済予定の長期借入金の増加

167百万円と長期借入金の増加8,354百万円等によるものであります。

　純資産につきましては、前連結会計年度末と比較して134百万円増加して361百万円となりました。これは主として利益

剰余金の増加212百万円及び自己株式の増加46百万円等によるものであります。

　

(3)キャッシュ・フローの状況

「第２　事業の状況　１ 業績等の概要　(2) キャッシュ・フロー」をご参照ください。
 

 （キャッシュ・フローの指標）

 

 ＜連結財務諸表ベース＞

 平成20年７月期 平成21年７月期 平成22年７月期

自己資本比率（％） 2.7 9.6 3.4

時価ベースの自己資本比率（％） 13.3 47.1 16.6

債務償還年数（年） － － 26.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － 1.5

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株価時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

３．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

　４．債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオのうち平成20年７月期及び平成21年７月期につきましては、

営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。
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(4)経営成績の分析

　当連結会計年度における売上高は3,948百万円、売上総利益は771百万円、販管費及び一般管理費は561百万円、営業利益

は209百万円、当期純利益は212百万円となっております。当連結会計年度における経営成績の分析は以下のとおりであ

ります。

　

（売上高）

　部門別内訳はインドアレジャー直営事業1,111百万円、インドアレジャーフランチャイズ事業52百万円、販売事業1,930

百万円、不動産事業757百万円、その他の事業97百万円であります。当連結会計年度において不採算店舗の撤退による閉

店を直営店は１店舗、フランチャイズ店は２店舗実施いたしました。

　

（売上総利益）

　当連結会計年度の売上総利益は771百万円となりました。この結果、売上総利益率は19.5％となっております。

　

（販売費及び一般管理費）

　当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ13.2％増加し561百万円となっておりますが、売上

高が前連結会計年度に比べ129.5％増加し、当連結会計年度における大阪から東京への本社移転や子会社である株式会

社ネクストジャパンと株式会社ネクストジャパンコンサルティングとの合併等により、業務の合理化や経営リソースの

効率的運用に努めるなど業績改善を目指し、コストコントロールの徹底と当社グループ内資源の有効活用に注力した結

果、営業利益は黒字転換しております。

　

（営業外損益及び特別損益）

　営業外収益275百万円、営業外費用290百万円、特別利益93百万円、特別損失54百万円を計上いたしました。

　営業外収益の主な内容は、受取利息208百万円と持分法による投資損益40百万円であります。営業外費用の主な内容は、

支払利息278百万円であります。特別利益の主な内容は、貸倒引当金戻入額39百万円と事業整理損失引当金戻入額33百万

円、また、特別損失の主な内容は、減損損失6百万円及び本社移転費用20百万円と事業構造改善費用9百万円であります。

以上の結果、経常利益は194百万円、当期純利益は212百万円となっております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は107,128千円となりました。

　その主な内容は、インドアレジャー直営事業において、直営店舗である「ＪＪＣＯＩＮＳ」中野店の店舗投資32,792

千円であります。

　また、前連結会計年度より計画しておりました本社移転につきましては、平成21年11月に完了しており、内装工事等

の設備投資19,482千円を計上しております。

　

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

 　　　　　　　　　　平成22年７月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメ
ント
の名称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（人）

建物及び
構築物

工具、器具及び備
品

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社

（東京都中央区）　
 －  事務所 15,841 2,726

　－ 　

(－) 
60 18,629 19

（注）上記金額は消費税等を含んでおりません。

 

(2）国内子会社

 　　　　　　　　　　平成22年７月31日現在　

会社名
事業所名

（所在地）　

事業の種類別

セグメントの名称
設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数

（人）
建物及び
構築物

工具、器
具及び
備品

土地

(面積㎡)
その他 合計

株式会社

ネクストジャパン

なんば店他

（大阪府大阪市他）

　

インドアレジャー

直営事業
直営店舗 24,53631,921

－

(－)
－ 56,458 13

株式会社

ブレイク　

上野店他

（東京都台東区他）

　　

インドアレジャー

直営事業
直営店舗 42,49215,253

－

(－)
－ 57,745 11

不動産事業　
不動産

賃貸物件　
40,602 －

288,086

　(173.71)
－ 328,688 －

（注）１．上記金額は消費税等を含んでおりません。

　　　２. 不動産事業については業務に従事する従業員が他の事業部門と兼任のため従業員数は記載しておりません。

　　　３．リース契約による主な賃借設備は以下のとおりであります。

設備の内容
リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

直営店舗設備 ４ 7,336 11,616
本社 ６ 1,276 1,568

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等　

　　　該当事項はありません。

　

(2）重要な設備の除却等

　　　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 903,520

甲種類株式 903,520

計 1,807,040

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成22年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年10月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 451,760 　　　　451,760
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株制度は採用

しておりません。

第一回

甲種類株式　
312,500 　　　　312,500 非上場

単元株制度は採用

しておりません。

計 764,260 　　　 764,260 － －

（注）第一回甲種類株式の内容は、次の通りであります。

 　 （１）募集株式の数　　　　　甲種類株式　３１２，５００株 

　　（２）払込金額　　　　　　　１株につき　金１，６００円 

　　（３）払込金額の総額　　　　５００，０００，０００円 

　　（４）増加する資本金および資本準備金の額 

　　 　　 資本金　　　　 　   　１株につき　金８００円 

　　　　　　　　　　　　　　　  総額２５０，０００，０００円 

　　　　  資本準備金　　 　   　１株につき　金８００円

　　　　　　　　　　　　　　    総額２５０，０００，０００円  
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　　　 （５）甲種類株式の詳細「平成20年12月26日開催の臨時株主総会にて定款変更」

　　　　　　　　　　　　　　 「平成21年１月14日臨時取締役会にて甲種類株式の発行決議」　　　　

議決権

① 甲種類株主は、法令に別段の定めがある場合を除き株主総会において議決権を有しない。 

② 当会社が、会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合においては、法令に別段の定めが

ある場合を除くほか、甲種類株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

配当金

① 当会社は、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権

者（以下「普通登録株式質権者」という。）に対して剰余金の配当（配当財産が金銭の場合に

限る。）を行うときは、当該配当に係る基準日の最終の株主名簿に記載又は記録された甲種類

株式を有する株主（以下「甲種類株主」という。）又は甲種類株式の登録株式質権者（以下

「甲種類登録株式質権者」という。）に対し、当該配当に先立ち、甲種類株式１株につき、当該

配当において普通株式１株に対して交付する金銭の額に、200％を乗じた額（小数点以下は切

り捨てる。）の剰余金の配当（以下「甲種優先配当」という。）を行う。 

 

② 当会社は、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録された普通株主又は普通登録株式

質権者に対して剰余金の配当（配当財産が金銭の場合に限る。）を行わないときは、当該株主

名簿に記載又は記録された甲種類株主又は甲種類登録株式質権者に対しても剰余金の配当を

行わない。 

 

③ 甲種優先配当の全部又は一部が行われなかったときは、当会社は、その不足額を累積し、毎事業

年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録された甲種類株主又は甲種類登録株式質権者に対

し、甲種優先配当に先立ち、累積した不足額の剰余金の配当（以下「甲種累積未払配当」とい

う。）を行う。 

 

④ 当会社は、甲種類株主又は甲種類登録株式質権者に対し、甲種優先配当及び甲種累積未払配当

以外の金銭を配当財産とする剰余金の配当を行わない。

残余財産の分配

① 当会社は残余財産を分配するときは、甲種類株主または甲種類登録株式質権者に対して、普通

株主、普通登録株式質権者に先立ち、甲種累積未払配当を金銭にて支払う。 

 

② 当会社は前項に基づく残余財産の分配をした後、さらに残余財産があるときは、甲種類株主ま

たは甲種類登録株式質権者に対して、普通株主、普通登録株式質権者に先立ち、甲種類株式１株

につき、普通株式１株に対して分配する額に500％を乗じた額（小数点以下は切り捨てる。）の

残余財産の分配を行う。但し、甲種類株式１株につき、その払込金額相当額を超えて残余財産の

分配を行わない。

取得条項

 当会社は、甲種類株式発行の日より１年を経過した日より、取締役会の決議により、別に定める日

をもって、法令上可能な範囲で、甲種類株式の全部または一部を取得することができる。この場合、

当会社は、かかる甲種類株式を取得するのと引換えに、甲種類株式１株につき、当会社が甲種類株

式を発行した際の払込金額と同額の金銭を甲種類株主に対して交付する。なお、甲種類株式の一部

を取得するときは、按分比例の方法による 。

譲渡制限 当会社の甲種類株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を受けなければならない。

（注）議決権に差異を設けた理由は、当社の資金調達手段の選択肢を広げるためであります。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成16年10月27日定時株主総会決議

　平成16年10月27日開催の定時株主総会で600個を上限とした新株予約権を発行する旨を決議し、平成16年11月30

日開催の取締役会で決議した結果、540個の新株予約権を発行しています。

（平成16年11月30日の取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成22年７月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個）　（注）１ 172 172

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１,２,５ 860　 860　

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３,５ 137,319 同左

新株予約権の行使期間
平成18年10月27日から

平成26年10月26日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）　（注）５

発行価格　　 137,319

資本組入額　　68,660
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職により付与対象でなくなった新株

予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

　　　２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整し、調

整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

ただし、かかる調整は、未行使の新株予約権についてのみ行われるものとし、調整の結果生じる１株未満の株式

は、これを切り捨てます。

また、当社が他社と吸収分割もしくは新設分割を行う場合、その他調整の必要を生じた場合には、当社は、合理

的な範囲内で、新株予約権の目的たる株式について、必要と認める調整を行うことができます。

３．払込価額は、下記①から④に定めるところにより調整されるものとします。

①　当社が株式分割（配当可能利益または、準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とする。）

または、株式併合を行う場合には、次の算式により、１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円

未満の端数はこれを切り上げます。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
1

分割・併合の比率

②　当社が、時価を下回る価額をもって普通株式を発行する場合には、次の算式により、１株当たりの払込金額を

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。なお、下記算式における「既発行普通株式

数」には、当社が自己株式として保有する普通株式の数は含まれないものとします。

  
既　発　行普通株式数 ＋

新規発行普通株式数×1株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額×
新規発行前の普通株式の時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数
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③　当社が、時価を下回る価額をもって当社の普通株式を取得しうる新株予約権もしくはかかる新株予約権を付

与された証券を発行する場合、またはこれらに類する証券等を発行する場合、または時価を下回る処分価額

をもって旧商法第211条に従って、当社が自己株式として保有する普通株式を処分する場合には、上記②に準

じて、払込価額を調整します。なお、「新規発行普通株式数」を「処分する自己株式の数」に、「１株当たり

払込金額」を「１株当たりの処分価額」に、「新規発行前の普通株式の時価」を「処分前の普通株式の時

価」に、それぞれ読み替えて適用します。

④　当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、株式交換または株式移転を行う場合、または、会社分割

を行う場合、その他調整の必要が生じた場合には、当社は合理的な範囲で、払込価額について、必要と認める

調整を行うことができます。

４．新株予約権の行使条件

①　新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の権利行使時において、当社ならびに当社の子会社の取締役、監

査役および従業員の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由の

ある場合はこの限りではありません。

②　新株予約権の相続は認めません。

③　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めません。

④　新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が当社の１株の株式数の整数倍となる場合に限り、これを行

うことができます。

⑤　その他の新株予約権の行使条件は、本総会決議に基づく新株予約権の発行決議および当社と新株予約権者と

の間で締結した新株予約権割当契約（以下「新株予約権割当契約」という。）に定めるところによります。

⑥　下記のいずれかに該当する場合には、取締役会決議をもって、新株予約権の全部を無償で消却することができ

ます。

   (ⅰ)当社を消滅会社とする合併が行われる場合

   (ⅱ)当社を完全子会社とする株式交換または株式移転が行われる場合

⑦　新株予約権者につき、新株予約権割当契約に定める新株予約権の喪失事由が発生した場合には、取締役会決議

をもって、当該新株予約権者の有する未行使の新株予約権の全部を無償で消却することができます。

⑧　新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要します。

５．平成17年６月20日付の１株につき５株の割合による株式分割に伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株

予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額を

調整しております。
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②　平成17年10月27日定時株主総会決議

　平成17年10月27日開催の定時株主総会で3,000個を上限とした新株予約権を発行する旨を決議し、平成18年４月

20日開催の取締役会で決議した結果、3,000個の新株予約権を発行しています。

区分
事業年度末現在

（平成22年７月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個）　（注）１ 514　 514　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１，２ 514　 514　

新株予約権の行使時の払込金額 （円）（注）３ 104,925 同左

新株予約権の行使期間
平成19年11月１日から

平成27年10月26日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 104,925

資本組入額　  52,463
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職により付与対象でなくなった新　　

株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

      ２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調し、調

整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

ただし、かかる調整は、未行使の新株予約権についてのみ行われるものとし、調整の結果生じる１株未満の株式

は、これを切り捨てます。

また、当社が他社と吸収分割もしくは新設分割を行う場合、その他調整の必要を生じた場合には、当社は、合理

的な範囲内で、新株予約権の目的たる株式数について、必要と認める調整を行うことができます。

３．払込価額は、下記①から④に定めるところにより調整されるものとします。

①　当社が株式分割（配当可能利益または、準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とする。）

または、株式併合を行う場合には、次の算式により、１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円

未満の端数はこれを切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

②　当社が、時価を下回る価額をもって普通株式を発行する場合には、次の算式により、１株当たりの払込金額を

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。なお、下記算式における「既発行普通株式

数」には、当社が自己株式として保有する普通株式の数は含まれないものとします。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

③　当社が、時価を下回る価額をもって当社の普通株式を取得しうる新株予約権もしくはかかる新株予約権を付

与された証券を発行する場合、またはこれらに類する証券等を発行する場合、または時価を下回る処分価額

をもって旧商法第211条に従って、当社が自己株式として保有する普通株式を処分する場合には、上記②に準

じて、払込価額を調整します。なお、「新規発行普通株式数」を「処分する自己株式の数」に、「１株当たり

払込金額」を「１株当たりの処分価額」に、「新規発行前の普通株式の時価」を「処分前の普通株式の時

価」に、それぞれ読み替えて適用します。

④　当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、株式交換または株式移転を行う場合、または、会社分割

を行う場合、その他調整の必要が生じた場合には、当社は合理的な範囲で、払込価額について、必要と認める

調整を行うことができます。
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４．新株予約権の行使条件 

①　新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の権利行使時において、当社ならびに当社の子会社の取締役、監

査役及び従業員の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のあ

る場合はこの限りではありません。

②　新株予約権の相続は認めません。

③　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めません。

④　新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が当社の１株の株式数の整数倍となる場合に限り、これを行

うことができます。

⑤　その他の新株予約権の行使条件は、本総会決議に基づく新株予約権の発行決議及び当社と新株予約権者との

間で締結する新株予約権割当契約（以下「新株予約権割当契約」という。）に定めるところによります。

⑥　下記のいずれかに該当する場合には、取締役会決議をもって、新株予約権の全部を無償で消却することができ

ます。

(ⅰ)当社を消滅会社とする合併が行われる場合

(ⅱ)当社を完全子会社とする株式交換または株式移転が行われる場合

⑦　新株予約権者につき、新株予約権割当契約に定める新株予約権の喪失事由が発生した場合には、取締役会決議

をもって、当該新株予約権者の有する未行使の新株予約権の全部を無償で消却することができます。

⑧　新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要します。
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 　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 　　①平成20年12月26日臨時株主総会決議

　　　 平成20年12月26日開催の臨時株主総会で5,000個を上限とした新株予約権を発行する旨を決議し、平成21年３月

     10日開催の取締役会で決議した結果、4,330個の新株予約権を発行しています。

 区分
事業年度末末現在

（平成22年７月31日）

提出日の前月末現在

（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個）（注） 4,080 4,080

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注） 4,080 4,080

新株予約権の行使時の払込金額（円） 689 同左

新株予約権の行使期間
平成23年３月11日から

平成31年３月10日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　689

資本組入額　　345
同左

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において当社の

取締役、従業員または当社子会

社の取締役およびその従業員

その他これに準ずる地位にあ

ることを要する。ただし、任期

満了による退任その他これに

準ずる正当な理由がある場合

はこの限りではない。

②新株予約権者の死亡により

相続人が新株予約権を行使す

る場合には、当社取締役会の

承認を要する。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の決

議による承認を要するものと

する。

同左

代用払込みに関する事項  －  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
 －  －

（注）新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職により付与対象でなくなった新株予約

権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。
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    ②平成20年12月26日臨時株主総会決議

　　　平成20年12月26日開催の臨時株主総会で5,000個を上限とした新株予約権を発行する旨を決議し、平成21年４月

    28日開催の取締役会で決議した結果、270個の新株予約権を発行しています。

 
事業年度末現在

（平成22年７月31日）

提出日の前月末現在

（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個）（注） 225 225

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注） 225 225

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,890 同左

新株予約権の行使期間
平成23年４月29日から

平成31年４月28日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　1,890

資本組入額　　　945
同左

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において当社の

取締役、従業員または当社子会

社の取締役およびその従業員

その他これに準ずる地位にあ

ることを要する。ただし、任期

満了による退任その他これに

準ずる正当な理由がある場合

はこの限りではない。

②新株予約権者の死亡により

相続人が新株予約権を行使す

る場合には、当社取締役会の

承認を要する。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の決

議による承認を要するものと

する。

同左

代用払込みに関する事項  －  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
 －  －

（注）新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職により付与対象でなくなった新　　株予

約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。
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③平成21年10月28日定時株主総会決議

　平成21年10月28日開催の定時株主総会で9,000個を上限とした新株予約権を発行する旨を決議し、平成21年12月

15日開催の取締役会で決議した結果、7,245個の新株予約権を発行しています。

　
事業年度末現在

（平成22年７月31日）

提出日の前月末現在

（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個）（注） 7,120 7,120

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注） 7,120 7,120

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,107 同左

新株予約権の行使期間
平成23年12月16日から

平成31年12月15日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　2,107

資本組入額　　　1,054
同左

新株予約権の行使の条件

①権利行使時において当社の

取締役、従業員または当社子会

社の取締役およびその従業員

その他これに準ずる地位にあ

ることを要する。ただし、任期

満了による退任その他これに

準ずる正当な理由がある場合

はこの限りではない。

②新株予約権者の死亡により

相続人が新株予約権を行使す

る場合には、当社取締役会の

承認を要する。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得

については、当社取締役会の決

議による承認を要するものと

する。

同左

代用払込みに関する事項  －  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
 －  －

（注）新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職により付与対象でなくなった新株予約

権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以降に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

 　　　 該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成17年10月11日

（注）１
4,100 117,540500,0832,124,993500,0832,221,043

平成17年８月１日～

平成18年７月31日

（注）２

26,431.92143,971.922,504,5094,629,5022,504,4904,725,534

平成19年10月１日

（注）３　
－ 143,971.92 － 4,629,502△4,725,534 －

平成20年４月30日　

（注）４　
△0.92 143,971 － 4,629,502 － －

平成20年９月29日

（注）５　
307,789451,760152,6634,782,166152,663152,663

平成21年１月10日

（注）６　
－ 451,760△3,900,671881,494△152,663 －

平成21年１月29日

（注）７　
312,500764,260250,0001,131,494250,000250,000

（注）１．有償第三者割当

発行株数　　  　 4,100株　　発行価格　　243,943円

　　　　　資本組入額　 121,971.5円　　割当先　　セガサミーホールディングス株式会社

　２．新株予約権の行使（新株予約権付社債の権利行使を含む。）による増加であります。

３．平成19年10月１日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第２号及び第３号並びに会社法第

448条第１項及び第452条の規定に基づき、平成19年10月１日を効力発生日として資本準備金4,725,534

千円を全額その他資本剰余金に振替え、同額をその他利益剰余金（繰越利益剰余金）に振替える損失

処理を行っております。

４．単元未満株式の消却による減少であります。

５．有償第三者割当

 発行株数　　  　307,789株　　発行価格　　992円

資本組入額　　　　　496円　　割当先　　Revival Asset Management１号投資事業組合

６．平成20年12月26日開催の臨時株主総会決議に基づき、平成21年１月10日に会社法第448条第１項の規定

に基づき資本準備金を152,663千円減少し、会社法第447条第１項の規定に基づき資本金を3,900,671千

円減少させ、それぞれ、会社法第452条の規定に基づきその他資本剰余金へ振替え、同額をその他利益剰

余金（繰越利益剰余金）に振替える損失処理を行っております。

７．有償第三者割当

発行株数（甲種類株式）　  　312,500株　　発行価格　　1,600円

資本組入額　　　　　　　　　　　800円　　割当先　　Revival Asset Management１号投資事業組合
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（６）【所有者別状況】

①普通株式　

 

　

平成22年７月31日現在

区分

株式の状況
単元未満株

式の状況
（株）

政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 10 52 13 10 6,5986,685 －

所有株式数
（株）

－ 62,577 739 48,5992,237 82 337,526451,760 －

所有株式数の
割合（％）

－ 13.85 0.16 10.76 0.50 0.02 74.71100.00 －

　（注）１．自己株式２株は、「個人その他」に含まれております。

　　　　２．「その他の法人」の欄には株式会社証券保管振替機構名義の株式が４株含まれております。

②甲種類株式　

 

　

平成22年７月31日現在　

区分

株式の状況
単元未満株

式の状況
（株）

政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数（人） － － － － － － 1 1 －

所有株式数
（株）

－ － － － － － 312,500312,500 －

所有株式数の
割合（％）

－ － － － － － 100.00100.00 －
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（７）【大株主の状況】

 平成22年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

Revival Asset Management

１号投資事業組合
東京都港区六本木１－８－７ 486,770 63.69

レスポワール投資事業有限

責任組合
東京都台東区浅草橋４－９－11 67,755 8.86

アドアーズ株式会社 東京都中央区日本橋馬喰町２－１－３ 44,700 5.84

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 40,077 5.24

株式会社西京銀行 山口県周南市平和通１－10－２ 22,500 2.94

齊藤　慶 東京都足立区　 4,030 0.52

井丸　達滋 東京都台東区 2,504 0.32

株式会社ネクストジャパン

ＨＤ役員持株会
東京都中央区日本橋馬喰町２－１－３　 2,387 0.31

吉田　鍾子 東京都港区　 2,095 0.27

桑野　宏介 熊本県熊本市 2,086 0.27

計 － 674,904 88.30

　

　なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）　

総株主の議決権に
対する所有議決数
の割合（％）

Revival Asset Management

１号投資事業組合
東京都港区六本木１－８－７ 174,270 38.57

レスポワール投資事業有限

責任組合
東京都台東区浅草橋４－９－11 67,755 14.99

アドアーズ株式会社 東京都中央区日本橋馬喰町２－１－３ 44,700 9.89

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 40,077 8.87

株式会社西京銀行 山口県周南市平和通１－10－２ 22,500 4.98

齊藤　慶 東京都足立区　 4,030 0.89

井丸　達滋 東京都台東区 2,504 0.55

株式会社ネクストジャパン

ＨＤ役員持株会
東京都中央区日本橋馬喰町２－１－３　 2,387 0.52

吉田　鍾子 東京都港区　 2,095 0.46

桑野　宏介 熊本県熊本市 2,086 0.46

計 － 362,404 80.22

（注）前事業年度末現在主要株主でなかったレスポワール投資事業有限責任組合は、当事業年度末現在では主要株主と

なっております。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 第一回甲種類株式　312,500 －
「１（１）②発行済株式」

の欄外注記参照

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式 2 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 451,758 451,758 －

単元未満株式  － － －

発行済株式総数 764,260 － －

総株主の議決権 － 451,758 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が４株含まれております。

      また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ネクストジャパン

ホールディングス

東京都中央区日本

橋馬喰町二丁目１

番３号

2 － 2 0.00

計 － 2 － 2 0.00

（注）当社が所有する自己株式は平成17年11月７日に発行した第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換の際

に生じた端株を当社が買い取ったものであります。
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

　当該制度は、旧商法及び会社法に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日
平成16年10月27日　定時株主総会決議
（平成16年11月30日　取締役会決議）

付与対象者の区分及び人数（名）
①　当社取締役　　　　   ７

②　当社従業員　　　   　48

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

決議年月日
平成17年10月27日　定時株主総会決議
（平成18年４月20日　取締役会決議）

付与対象者の区分及び人数（名）

①　当社取締役　　　 　　５

②　当社従業員　　  　　191

③　当社の外部協力者　 　１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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決議年月日
平成20年12月26日　臨時株主総会決議
（平成21年３月10日　取締役会決議）

付与対象者の区分及び人数（名）
①　当社取締役　　　 　　　　　　　　　　　 ５

②　当社従業員及び子会社取締役並びに従業員　40

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

決議年月日
平成20年12月26日　臨時株主総会決議
（平成21年４月28日　取締役会決議）

付与対象者の区分及び人数（名） 当社子会社従業員　　　  15

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

決議年月日
平成21年10月28日　定時株主総会決議
（平成21年12月15日　取締役会決議）

付与対象者の区分及び人数（名）
①　当社取締役　　　　５

②　当社従業員　　　　57

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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決議年月日 平成22年10月28日　定時株主総会決議

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役、当社従業員のうち取締役会によって定める

者。なお、付与対象者の区分別人数については別途取締

役会にて決定します。　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 9,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２

新株予約権の行使期間 （注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するも

のとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使または消却されていない新株予約

権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

　　　　  また、上記のほか、割当日後、新株予約権の目的となる株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範

囲で株式数の調整をすることができる。

       　 なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

      ２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下、「行

使価額」という）に、（注）１に定める新株予約権１個の株式数を乗じた金額とする。行使価額は、新株予約権

を割り当てる日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く）における株式会社東京証券取引所

の当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額 (１円未満の端数は切上げ）とする。ただし、当該金額

が新株予約権を割り当てる日の前日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場

合は、当該終値とする。なお、当社が、株式分割または株式併合を行う場合、つぎの算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×（１／分割・併合の比率）

　　　  　また、当社が、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権

の行使にもとづく自己株式の譲渡および株式交換による自己株式の移転の場合を除く）は、つぎの算式により

行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

  
既　発　行普通株式数 ＋

新規発行普通株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額×
新規発行前の普通株式の時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数

　

　　　　　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に係る自己株

式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処

分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

　　　　　さらに、上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に

準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができ

るものとする。

　　　３．新株予約権を行使する事ができる期間は、募集事項決定の取締役会決議日から起算して２年間を経過した日以降

８年以内とする。

　　　４．当該新株予約権に係る行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

        ①  新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役、従業員または顧問等そ

の他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任その他これに準ずる正当な理由のあ

る場合はこの限りではない。

        ②  新株予約権の譲渡、質入その他の処分および相続には、当社の取締役会の承認を要する。

        ③  その他の条件については、当社と新株予約権の割り当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契

約」に定めるところによる。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

　

(1)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2)【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間
株式数

（株）
処分価額の総額
（円）

株式数

（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 2 － 2 －
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３【配当政策】

　当社は、第６期（平成11年７月期）、第７期（平成12年７月期）及び第８期（平成13年７月期）につきましては配当

実績がございますが、その後は「ＪＪＣＬＵＢ１００」に係る事業について、業績回復の兆しのない低収益店舗の閉

店等、事業の見直しを優先させてきたため配当は実施しておりません。今後の配当につきましては、株主の皆様への適

切な利益配分、店舗展開、新規事業に係る投資及び内部留保とのバランスを勘案しながら、企業価値の最大化に努めて

まいります。

　なお、当社は、取締役会の決議によって、会社法第459条第１項各号に掲げる事項を定めることができる旨定款に定め

ております。配当の決定機関は、期末配当、中間配当共に取締役会であります。

　当社は、期末及び中間の年２回において、剰余金の配当を行うことを基本方針としており、当社の剰余金の配当の基

準日は、期末配当については毎年７月31日、中間配当については１月31日としております。また、上記基準日のほか取

締役会の決議により、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨を定款に定めております。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期
決算年月 平成18年７月 平成19年７月 平成20年７月 平成21年７月 平成22年７月

最高（円） 295,000 49,500 14,000 3,640 6,360

最低（円） 28,000 10,440 1,890 510 1,771

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年２月 平成22年３月 平成22年４月 平成22年５月 平成22年６月 平成22年７月

最高（円） 2,250 5,600 6,360 5,870 5,700 4,600

最低（円） 2,040 2,215 3,850 3,920 4,180 3,530

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役会長

　
　 藤澤　信義 昭和45年１月17日

平成20年９月 Revival Asset Management１号投資

事業組合組合員就任（現任）

平成20年10月 当社代表取締役社長就任　

平成21年３月 NLHD株式会社代表取締役社長就任(現

任)　

平成21年４月 ネオラインキャピタル株式会社顧問

就任(現任)

平成21年７月 ネオラインホールディングス株式会

社代表取締役社長就任(現任)

平成22年１月 マグレガーゴルフジャパン株式会社

代表取締役会長就任(現任)

平成22年５月 21世紀アセットマネジメント株式会

社取締役就任(現任)

平成22年６月 株式会社ラ・パルレ取締役就任

平成22年６月 アドアーズ株式会社取締役就任(現

任)

平成22年６月 Jトラスト株式会社取締役就任(現任)

　

平成22年８月 ＮＩＳグループ株式会社取締役就任

（現任）

平成22年10月 当社取締役会長就任（現任） 

(注)３ ―

取締役社長

(代表取締役)

　
　 齊藤　慶　 昭和45年12月１日　

平成６年７月 株式会社ピーナッツクラブ入社

平成13年10月 同社東京支社支社長

平成18年12月 株式会社ブレイク入社

平成19年４月 同社代表取締役就任

平成20年12月 当社取締役就任

平成22年８月 株式会社ブレイク代表取締役社長就

任

平成22年10月 当社代表取締役社長就任(現任)

平成22年10月 株式会社ブレイク取締役会長就任

（現任）　

(注)３

普通株式

　

4,030　

取締役

財務部部長

経営企画部部長

投資事業部部長　

沖　聡 昭和40年１月31日

昭和63年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みず　

　

　　　　　　 ほ銀行）入行　

平成14年７月 株式会社みずほコーポレート銀行

　　　　　　 外為業務サービス部　

平成18年５月 アドアーズ株式会社入社　財務部

　　　　　　 部長代理

平成19年９月 同社コンプライアンス・リスク管理

　　　　　　 部部長代理兼任

平成21年３月 同社財務経理部部長代理

平成21年10月 当社管理部入社　

平成21年10月 当社常務取締役就任

平成21年11月 当社財務企画部（現財務部、経営企　　

　　　　　　 画部）部長兼任（現任）

平成22年１月 当社投資事業部部長兼任（現任）

平成22年１月 株式会社ネクストジャパン（現株式

        　　 会社ブレイク）代表取締役社長就任

平成22年１月 同社取締役就任　

平成22年８月 同社常務取締役就任（現任）　

平成22年10月 当社取締役就任（現任）　

(注)３ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 　 井丸　達滋 昭和49年５月４日

平成７年４月 株式会社エスケイジャパン入社

平成12年１月 同社東京営業所所長、営業部マネー

ジャー

平成17年１月 同社東京営業所商品部マネージャー

平成19年４月 同社商品部グループマネージャー

平成20年１月 株式会社ブレイク入社

平成20年４月 同社取締役副社長就任

平成22年８月 株式会社ブレイク取締役副社長就任　

平成22年10月 当社取締役就任（現任）

平成22年10月 株式会社ブレイク代表取締役社長就

任（現任）　

(注)３ 

普通株式

　

2,504

取締役
人事部部長

総務部部長　
恩田　聖敬 昭和53年５月10日

平成16年４月 株式会社ネクストジャパン（現株式

会社ネクストジャパンホールディン

グス）入社

平成17年３月 当社JJCLUB100太宰府店店長

平成19年10月 当社管理部主計グループ長

平成20年９月 当社管理部財務企画グループ長

平成21年２月 当社管理部部長

平成21年４月 株式会社ブレイク監査役就任

平成21年９月 株式会社ネクストジャパン（現株式

会社ブレイク）取締役就任

平成21年10月 当社取締役就任（現任）

平成21年11月 当社経理部、リスク管理部部長

平成21年11月 当社人事総務部（現人事部、総務部）

部長（現任）　

平成22年８月 株式会社ブレイク監査役就任

(注)３ 

普通株式

　

66

取締役 　
中川　健男

（注）２
昭和23年５月19日

昭和47年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みず　

　

　　　　　　 ほ銀行）入行

平成14年４月 みずほインターナショナルビジネス

　　　　　　 サービス株式会社事務管理担当部付部長

平成18年６月 アドアーズ株式会社取締役兼経営企

画室長

平成19年６月 同社代表取締役社長就任（現任）

平成21年10月 当社取締役就任（現任）

(注)３ ―

常勤監査役 　
笠原　叔彦

（注）１　
昭和34年４月８日

昭和57年４月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱

　　　　　　 東京UFJ銀行）入行

昭和63年12月 同行名古屋支店取引先課長

平成元年７月 同行資金証券部課長

平成６年４月 シティトラスト信託銀行株式会社

　　　　　　 （現レッグメイソンアセットマネジ

　　　　　　 メント株式会社）運用本部ポート　　　　 フォ

リオマネージャー

平成９年４月 同行営業本部副本部長

平成13年６月 SG信託銀行株式会社ディレクター

平成17年４月 株式会社西京銀行市場金融部

　　　　　　 主任調査役

平成21年６月 同行営業本部市場営業グループ主

　　　　　　 任調査役兼東京事務所長

平成21年10月 当社監査役就任（現任）

平成22年10月 株式会社ブレイク監査役就任（現

任）　

(注)６ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 　
根本　成純

（注）１　
昭和19年３月14日

昭和37年４月 日興證券株式会社（現日興コーディ

アル証券株式会社）入社

平成８年３月 同社大阪支店法務部部長

平成18年10月 当社監査役就任（現任）

平成19年10月 株式会社ネクストジャパン（現株式

会社ブレイク）監査役　

(注)４ ―

監査役 　
石川  直基

（注）１　
昭和41年４月３日

平成10年４月 弁護士登録

平成10年６月 米田総合法律事務所入所

平成20年10月 当社監査役就任（現任）　

(注)５ ―

監査役 　
常陸　泰司

（注）１　
昭和51年11月28日

平成10年４月 朝日監査法人（現あずさ監査法人）

　　　　　　 入所

平成13年４月 公認会計士登録

平成20年８月 かざかファイナンス株式会社（現ネ

　　　　　　 オラインキャピタル株式会社）入社

平成21年６月 ネオラインキャピタル株式会社

　　　　　　 財務経理部次長　

平成21年10月 当社監査役就任（現任）

平成22年１月 マグレガーゴルフジャパン株式会社　

　　　　　　 監査役就任（現任）

平成22年５月 21世紀アセットマネジメント株式会　

　　

　　　　　　 社取締役就任（現任）

平成22年８月 サンライフ株式会社監査役就任

　　　　　　 （現任）

平成22年９月 ネオラインホールディングス株式会

　　　　　　 社常務取締役就任（現任）　

(注)６ ―

 計 6,600

（注）１．監査役笠原叔彦、根本成純、石川直基、常陸泰司は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　２．取締役中川健男は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。　

　　　３．平成22年10月28日開催の定時株主総会の終結の時から平成23年７月期に係る定時株主総会終結の時まで。

　　　４．平成22年10月28日開催の定時株主総会の終結の時から平成26年７月期に係る定時株主総会終結の時まで。

　　　５．平成20年10月29日開催の定時株主総会の終結の時から平成24年７月期に係る定時株主総会終結の時まで。

　　　６．平成21年10月28日開催の定時株主総会の終結の時から平成25年７月期に係る定時株主総会終結の時まで。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
　
①企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、社是ならびに企業理念に則って、代表取締役社長がその精神を、役職者を始め会社全使用人に継続的に伝

達することにより、法令遵守と社会倫理の遵守を企業活動の原点とすることを徹底しております。

当社は、企業統治形態として監査役制度を採用しております。監査役を社外監査役で構成することにより監視機

能を強め、経営の健全性の維持を図ることとしております。

当社は、平成22年10月28日現在、取締役は６名（うち社外取締役１名）、監査役は４名（うち社外監査役４名、常

勤監査役１名）が在任しております。

取締役会は毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会では社外取締役を

含めた各取締役によるチェックやアドバイスなどの多様な意見交換を行っており、相互牽制機能を高めつつ活性化

を図っております。また、定時取締役会のほか重要会議等を開催しております。また、定期的にコンプライアンス体

制を見直し、問題点の把握と改善に努め、経営の透明性及び健全性・遵法性の確保を図ることをコーポレート・ガ

バナンスの基本的な考え方としております。

代表取締役社長は、リスク管理部担当取締役をコンプライアンス全体に関する総括責任者として任命し、リスク

管理部がコンプライアンス体制の構築、維持・整備にあたり、全社的なリスク管理の取り組みを横断的に統括して

おります。　

当社は、関連子会社と企業集団を形成しており、「関係会社管理規程」に基づき当社及び関係会社の管理をリス

ク管理部担当取締役が統括しております。関係会社の所轄業務については、関係会社の経営計画に基づいた施策と

効率的な業務遂行、社是ならびに企業理念に則ってコンプライアンス体制の構築・リスク管理体制の確立を図るた

め、関係会社の代表取締役社長が統括管理しております。関係会社の代表取締役社長は、関係会社の管理の進捗状況

を定期的に取締役会において報告しております。

②リスク管理、内部監査及び監査役監査の状況

当社では、リスク管理体制といたしまして、代表取締役社長がリスク管理部担当取締役をリスク管理に関する総

括責任者に任命し、各組織担当取締役と共に、カテゴリー毎のリスクを体系的に管理しております。全社的なリスク

を総括的に管理する組織はリスク管理部とし、各組織においては、関連規程に基づきマニュアルやガイドラインを

制定し、組織毎のリスク管理体制を確立しております。

内部監査機関として内部監査室（社長直轄組織として設置。現状１名）があり、「内部監査規程」に基づきコンプ

ライアンス体制の調査、法令ならびに定款上の問題の有無を調査し、取締役会及び監査役会に報告しております。

また、当社監査役及び内部監査室は、定期または臨時にグループ管理体制を監査し、当社取締役会及び関係会社取

締役会に報告しております。当社取締役会及び関係会社取締役会は、グループ管理体制を見直し、問題点の把握と改

善に努めることにより内部統制システムの構築に努めております。

監査役監査については、監査役４名（うち社外監査役４名、常勤監査役１名）で実施しております。監査役会は毎

月１回開催しており、監査方針・監査計画や業務分担の策定を行い、これらに基づいて実施された会計監査および

業務監査による重要事項について協議を行っております。また、監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行

状況を把握するため、取締役会に出席するとともに、その他の重要な会議への出席や稟議書類等業務執行に係る重

要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めることとしております。また、「監査役会規程」及び「監査役監

査規程」に基づく独立性と権限により、監査の実効性を確保するとともに、内部監査室及び会計監査人と緊密な連

携を保ちながら監査の効率化を図っております。これらの監査については取締役会を通じて内部統制部門の責任者

に対して適宜報告がなされております。

なお、社外監査役である常陸泰司氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。
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      ③当社における機関の内容・内部統制の関係の概略図　

　
　

④社外取締役及び社外監査役の状況

   （イ）当社の社外取締役は次の１名であります。

         中川健男氏は、当社の資本・業務提携先であり持分法適用会社であるアドアーズ株式会社の代表取締役社   

       長であり、経営者としての豊富かつ幅広い見識を有していることから選任しております。また、社外取締役　 

       として、取締役会において意見交換や助言を行うなど、独立した立場から経営監視機能の強化に努めており

 ます。

   （ロ）当社の社外監査役は次の４名であります。

     社外監査役は、独立した立場から取締役会等の重要な会議に出席し、客観的で公正な意見陳述などにより

   取締役の業務執行の適法性、妥当性を厳正に監視しております。また、会社と社外監査役との間に特別の利

   害関係はありません。

   笠原叔彦氏は、長年に渡る銀行業務における豊富な専門知識や経験を有していることから、総合的に勘案

 して選任しております。

   根本成純氏は、長年に渡る証券会社業務における豊富な専門知識や経験を有していることから、総合的に

 勘案して選任しております。また、同氏を東京証券取引所の上場規則で定める「独立役員」として、同取引

 所に届け出ております。

   石川直基氏は、弁護士の資格を有しており、法務全般に関する相当程度の知見を有していることから選任

 しております。また、同氏を東京証券取引所の上場規則で定める「独立役員」として、同取引所に届け出て

 おります。

   常陸泰司氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有している　　

 ことから選任しております。

   （ハ）監査の連携

　   社外取締役及び社外監査役と、内部監査室及び監査法人との相互連携については、取締役会、監査役会等

   において適宜報告及び意見交換がなされております。

　

⑤役員報酬

   （イ）役員区分ごとの報酬等の総額

　

対象となる

役員の員数

（名）

報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）

金銭報酬 非金銭報酬

取締役

（社外取締役を除く）
7 24,607 23,792 815

監査役

（社外監査役を除く）
－ － － －

社外役員 7 22,748 22,500 248

　　　　（注）１.非金銭報酬はストックオプションとなります。

　　 ２.社外役員の非金銭報酬は社外取締役へのストックオプションとなります。

　

   （ロ）報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等

          報酬等の総額が１億円である者が存在しないため、記載しておりません。　
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　 （ハ）役員報酬等の決定方針

        当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。

⑥株式の保有状況

   （イ）投資株式のうち、純投資目的以外の目的の投資株式

   銘柄数　　　　　　　　　　　        　　２銘柄

　 貸借対照表計上額の合計額　          62,502千円

   （ロ）投資株式のうち、純投資目的以外の目的の上場投資株式

該当事項はありません。　　

   （ハ）保有目的が純投資目的の投資株式

           該当事項はありません。

   （ニ）保有目的を変更した投資株式

   該当事項はありません。

　

⑦会計監査の状況

会計監査は大阪監査法人に依頼しており、業務を執行した社員は以下のとおりであります。

代表社員　業務執行社員　藤本　周平

　　　　　業務執行社員　林　　直也

また、監査補助者は公認会計士10名であります。

⑧責任限定契約の内容の概要

   （イ）当社は社外取締役である中川健男氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、1,200万円か会社法第

       425条第１項に掲げる額の合計額のいずれか高い額を限度とする責任限定契約を締結しております。

   （ロ）当社は社外監査役である笠原叔彦氏、根本成純氏、石川直基氏、常陸泰司氏との間で会社法第425条第１項に

       掲げる額の合計額を限度とする責任限定契約を締結しております。

   （ハ）当社は会計監査人との間で会社法第425条１項に掲げる額の合計額を限度とする責任限定契約を締結してお

り

       ます。

　

⑨取締役の定款

当社の取締役の定数は10名以内とする旨定款に定めております。 

⑩取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。なお、取締役の選任決議は、累積投票によらない

旨定款に定めております。 

⑪株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める決議については、定款に別

段の定めがある場合を除き、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。 

⑫株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

   （イ）取締役の責任免除 

　当社は、取締役の職務遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１

項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であったものを含む。）の損害賠償責任を、法令の限

度において、取締役会の決議により免除することができる旨定款に定めております。 

   （ロ）監査役の責任免除

　当社は、監査役の職務遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１

項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であったものを含む。）の損害賠償責任を、法令の限

度において、取締役会の決議により免除することができる旨定款に定めております。

   （ハ）会計監査人の責任免除

　当社は、会計監査人の職務遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条

第１項の規定により、同法第423条第１項の行為に関する会計監査人（会計監査人であったものを含む。）の責

任について法令に定める要件に該当する場合には賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得

た額を限度として、取締役会の決議により免除することができる旨定款に定めております。

   （ニ）剰余金の配当の決定

　当社は、取締役会の決議によって剰余金の配当等会社法第459条第１項に掲げる事項を定めることができる旨
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定款に定めております。これは、財務政策上の機動性を確保し、一層の効率的な経営を図ることを目的とするも

のであります。

   （ホ）自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己の株式を取得することができる旨

を定款に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等により自己の株式を

取得することを目的とするものであります。

⑬第一回甲種類株式について議決権を有しないこととしている理由

　資本増強にあたり、既存株主への影響を考慮したためであります。

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

監査証明業務に基づ
く報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

提出会社 32,500 － 32,500 －

連結子会社 － － － －

計 32,500 － 32,500 －

②【その他重要な報酬の内容】

  （前連結会計年度）

 　 該当事項はありません。

　（当連結会計年度）

　  該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　（前連結会計年度）

 　 該当事項はありません。

　（当連結会計年度）

　  該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

　（前連結会計年度）　

  当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査契約書等の記載事項に基づき、業務

の特性等の要素を勘案して、適切に判断し、決定しております。

　（当連結会計年度）　

  当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査契約書等の記載事項に基づき、業務

の特性等の要素を勘案して、適切に判断し、決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年８月１日から平成21年７月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年８月１日から平成22年７月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年８月１日から平成21年７月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年８月１日から平成22年７月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年８月１日から平成21年７月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年８月１日から平成21年７月31日まで）の財務諸表並びに当連

結会計年度（平成21年８月１日から平成22年７月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成21年８月１日か

ら平成22年７月31日まで）の財務諸表について、大阪監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入し、また企業会計基準委員会及び財務会計基準機構が主催するセミナー等に参加しておりま

す。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年７月31日)

当連結会計年度
(平成22年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 212,654 2,527,152

受取手形及び売掛金 140,236 361,118

商品及び製品 135,583 147,383

原材料及び貯蔵品 599 419

1年内回収予定の長期貸付金 － ※1
 724,064

繰延税金資産 9,523 －

その他 48,914 116,795

貸倒引当金 △4,786 △473

流動資産合計 542,725 3,876,460

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 773,311 586,450

減価償却累計額 △186,374 △145,647

減損損失累計額 △478,014 △317,329

建物及び構築物（純額） ※1
 108,922

※1
 123,473

車両運搬具 1,500 250

減価償却累計額 △1,079 △130

減損損失累計額 △420 △119

車両運搬具（純額） － －

工具、器具及び備品 690,328 518,775

減価償却累計額 △382,828 △317,011

減損損失累計額 △258,062 △151,346

工具、器具及び備品（純額） 49,437 50,417

土地 ※1
 288,086

※1
 288,086

有形固定資産合計 446,446 461,977

無形固定資産

のれん 151,653 119,726

その他 3,088 60

無形固定資産合計 154,741 119,787

投資その他の資産

投資有価証券 956,200 62,502

関係会社株式 － ※1
 2,543,790

破産更生債権等 1,140,089 1,082,223

長期貸付金 － ※1
 2,815,767

繰延税金資産 363 －

差入保証金 246,574 230,490

その他 12,378 224,352

貸倒引当金 △1,129,410 △1,076,830

投資その他の資産合計 1,226,196 5,882,295

固定資産合計 1,827,384 6,464,060

資産合計 2,370,109 10,340,521
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年７月31日)

当連結会計年度
(平成22年７月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 93,643 431,698

短期借入金 50,000 －

関係会社短期借入金 ※2
 1,030,000 －

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 370,388

※1
 537,673

未払金 75,807 80,073

未払法人税等 16,044 8,275

賞与引当金 4,198 －

事業整理損失引当金 116,138 20,805

その他 41,352 135,140

流動負債合計 1,797,573 1,213,668

固定負債

長期借入金 ※1
 239,195

※1
 8,593,944

繰延税金負債 24,575 －

その他 81,390 171,437

固定負債合計 345,160 8,765,381

負債合計 2,142,733 9,979,050

純資産の部

株主資本

資本金 1,131,494 1,131,494

資本剰余金 250,000 250,000

利益剰余金 △1,190,900 △978,463

自己株式 △481 △47,142

株主資本合計 190,113 355,888

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 36,863 △445

評価・換算差額等合計 36,863 △445

新株予約権 399 5,754

少数株主持分 － 273

純資産合計 227,375 361,470

負債純資産合計 2,370,109 10,340,521
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年８月１日
　至　平成22年７月31日)

売上高 1,720,273 3,948,580

売上原価 1,542,895 3,177,215

売上総利益 177,378 771,364

販売費及び一般管理費 ※1
 496,417

※1
 561,847

営業利益又は営業損失（△） △319,038 209,517

営業外収益

受取利息 493 208,575

受取配当金 707 1,479

解約違約金 22,050 16,510

持分法による投資利益 － 40,520

その他 9,115 8,801

営業外収益合計 32,365 275,886

営業外費用

支払利息 20,653 278,158

手形売却損 － 12,174

その他 4,852 135

営業外費用合計 25,505 290,468

経常利益又は経常損失（△） △312,178 194,934

特別利益

前期損益修正益 1,442 ※6
 11,518

固定資産売却益 ※2
 4,651

※2
 7,989

投資有価証券売却益 3,060 －

貸倒引当金戻入額 － 39,640

賞与引当金戻入額 － 1,388

事業整理損失引当金戻入額 － 33,281

特別利益合計 9,155 93,818

特別損失

前期損益修正損 2,264 ※7
 4,177

固定資産除却損 ※4
 322

※4
 4,925

事業整理損 ※5
 299,403 －

減損損失 ※3
 25,329

※3
 6,687

関係会社株式売却損 12,377 －

たな卸資産評価損 7,581 －

本社移転費用 － 20,780

事業構造改善費用 － ※8
 9,789

その他 117 8,425

特別損失合計 347,396 54,786

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△650,419 233,966

法人税、住民税及び事業税 18,732 11,688

法人税等調整額 688 10,067

法人税等合計 19,421 21,756

少数株主損失（△） － △226

当期純利益又は当期純損失（△） △669,841 212,436
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年８月１日
　至　平成22年７月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,629,502 1,131,494

当期変動額

新株の発行 402,663 －

資本金から剰余金への振替 △3,900,671 －

当期変動額合計 △3,498,008 －

当期末残高 1,131,494 1,131,494

資本剰余金

前期末残高 － 250,000

当期変動額

新株の発行 402,663 －

資本金から剰余金への振替 3,900,671 －

資本剰余金から利益剰余金への振替 △4,053,335 －

当期変動額合計 250,000 －

当期末残高 250,000 250,000

利益剰余金

前期末残高 △4,574,394 △1,190,900

当期変動額

資本剰余金から利益剰余金への振替 4,053,335 －

当期純利益又は当期純損失（△） △669,841 212,436

当期変動額合計 3,383,493 212,436

当期末残高 △1,190,900 △978,463

自己株式

前期末残高 △481 △481

当期変動額

持分法適用会社に対する持分変動に伴う
自己株式の増減

－ △46,661

当期変動額合計 － △46,661

当期末残高 △481 △47,142

株主資本合計

前期末残高 54,627 190,113

当期変動額

新株の発行 805,326 －

資本金から剰余金への振替 － －

資本剰余金から利益剰余金への振替 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △669,841 212,436

持分法適用会社に対する持分変動に伴う
自己株式の増減

－ △46,661

当期変動額合計 135,485 165,775

当期末残高 190,113 355,888

EDINET提出書類

株式会社ネクストジャパンホールディングス(E04737)

有価証券報告書

 57/122



(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年８月１日
　至　平成22年７月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,129 36,863

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

35,733 △37,308

当期変動額合計 35,733 △37,308

当期末残高 36,863 △445

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,129 36,863

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

35,733 △37,308

当期変動額合計 35,733 △37,308

当期末残高 36,863 △445

新株予約権

前期末残高 － 399

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 399 5,354

当期変動額合計 399 5,354

当期末残高 399 5,754

少数株主持分

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 273

当期変動額合計 － 273

当期末残高 － 273

純資産合計

前期末残高 55,757 227,375

当期変動額

新株の発行 805,326 －

資本金から剰余金への振替 － －

資本剰余金から利益剰余金への振替 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △669,841 212,436

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己
株式の増減

－ △46,661

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 36,132 △31,680

当期変動額合計 171,618 134,095

当期末残高 227,375 361,470
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年８月１日
　至　平成22年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△650,419 233,966

減価償却費 43,984 77,750

減損損失 25,329 6,687

のれん償却額 7,981 31,926

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,150 △56,892

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 116,138 △95,333

受取利息及び受取配当金 △1,200 △210,054

支払利息 20,653 278,158

解約違約金 △22,050 △16,510

固定資産除却損 322 4,925

たな卸資産評価損 7,581 －

関係会社株式売却損益（△は益） 12,377 －

持分法による投資損益（△は益） － △40,520

有形固定資産売却損益（△は益） － △7,989

売上債権の増減額（△は増加） △41,289 △220,882

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,001 △11,620

仕入債務の増減額（△は減少） △704 338,055

未払金の増減額（△は減少） △85,693 520

その他 △12,645 20,611

小計 △570,481 332,801

利息及び配当金の受取額 1,200 265,219

利息の支払額 △16,673 △232,819

法人税等の支払額 △13,939 △15,902

営業活動によるキャッシュ・フロー △599,894 349,299

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 141,256 －

関係会社株式の取得による支出 － △1,752,333

有形固定資産の取得による支出 △119,014 △103,382

有形固定資産の売却による収入 7,578 11,523

無形固定資産の取得による支出 △15,350 －

投資有価証券の取得による支出 △890,386 △59,670

投資有価証券の売却による収入 18,519 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △92,880 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入 ※3

 757,727 －

貸付けによる支出 △285,000 －

貸付債権の売却による収入 220,000 －

差入保証金の払い込みによる支出 △55,946 △38,306

差入保証金の回収による収入 22,252 55,794

長期貸付けによる支出 － △4,000,000

長期貸付金の回収による収入 － 460,137

貸付手数料による収入 － 200,000

その他 － 500

投資活動によるキャッシュ・フロー △291,243 △5,225,737
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年７月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年８月１日
　至　平成22年７月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 730,000 △50,000

長期借入れによる収入 － 9,636,000

長期借入金の返済による支出 △555,407 △2,143,964

借入手数料の支払額 － △251,100

株式の発行による収入 805,326 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 979,919 7,190,935

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 88,763 2,314,497

現金及び現金同等物の期首残高 123,891 212,654

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 212,654

※1
 2,527,152
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社　４社

　　会社名：株式会社ネクストジャパン 

　　会社名：株式会社ネクストジャパンコンサルティ

ング

 　 会社名：株式会社南千葉ゴルフアンドリゾート

　　会社名：株式会社ブレイク　

　なお、株式会社ブレイクは平成21年４月23日

付けで株式を100％取得し、連結対象となった

ものです。

　また、株式会社大多喜ヒルズリゾートは平成

21年１月22日付けで全株式を売却したため、

連結子会社から除外しております。

連結子会社　４社

　　会社名：株式会社ネクストジャパン 

　　会社名：株式会社南千葉ゴルフアンドリゾート

 　 会社名：株式会社ブレイク

　　会社名：合同会社ラグランジュマネジメント

　なお、合同会社ラグランジュマネジメントは平

成22年６月17日付けで新たに設立したため、連

結の範囲に含めております。

　また、前連結会計年度において連結子会社で

あった株式会社ネクストジャパンコンサルティ

ングは、平成21年９月１日付けにて連結子会社

である株式会社ネクストジャパンに吸収合併さ

れ、連結対象より除外しております。　

　(会計方針の変更)

　　　当連結会計年度より、「連結財務諸表にお

    ける子会社及び関連会社の範囲の決定に関す

    る適用指針」（企業会計基準適用指針第22号

    平成20年５月13日）を適用しております。こ

    れによる損益への影響はありません。　
２. 持分法の適用に関する事項 ────── (1）持分法適用の関連会社の数　１社

(2）会社名：アドアーズ株式会社

（注）アドアーズ株式会社は、当連結会計年

度において、株式を取得したことにより持分

法適用の範囲に含めております。

(3）持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社に

　ついては、当該会社の直近の四半期決算を基にし

　た仮決算により作成した財務諸表を使用しており

　ます。そのため、同社は平成22年４月１日以降適用

となった新たな会計基準に基づいて会計処理を

行っております。

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は連結決算

日と一致しております。

　                  同左

４．会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用

しております。

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

　時価のあるもの

　　　　　　同左

  　　時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しておりま

す。

　　時価のないもの

　　　　 　　　同左

 ②たな卸資産

　販売事業

　　個別法（貸借対照表価額については収益性の　

　　　　　低下に基づく簿価切下げの方法）

　

　　

　

　

　

　

②たな卸資産

　販売事業

　　先入先出法（貸借対照表価額については収益

　　　　　　　性の低下に基づく簿価切下げの方

　　　　　　　法）

　(追加情報)　　

従来、個別法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）によっておりましたが、販売事業の拡大

に伴う取引量の増加により受払管理方法を見直

した結果、当連結会計年度より先入先出法によ

る原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）によっており

ます。これによる損益に与える影響は、軽微であ

ります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

 インドアレジャー直営事業

  総平均法（貸借対照表価額については収益性

　　　　　の低下に基づく簿価切下げの方法）

　

　──────

　

インドアレジャー直営事業

  　　　　　　　　同左

　

　

不動産事業

　個別法（貸借対照表価額については収益性の　

　　　　低下に基づく簿価切下げの方法）　

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）については定

額法）を採用しております。

　また、取得価額が10万円以上20万円未満の少

額減価償却資産については３年均等償却して

おります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

 建物及び構築物 3年～39年

 工具、器具及び備品 2年～20年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　            同左

 ②無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　　同左

 ③長期前払費用

　均等償却を採用しております。

③長期前払費用

　　　　　　　同左

 ④リース資産

　リース取引開始日が平成20年７月31日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

④リース資産

　　　　　　　同左

 (3）重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(3）重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

　　　　　　　同左

 　②賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見

込額に基づき計上しております。

　②　　　　　　──────

 　③事業整理損失引当金

　 　店舗撤退等に伴い発生すると見込まれる事

　 業整理の損失に備えるため、当連結会計年度

   末における損失見込額を計上しております。　

　　　　　

　③事業整理損失引当金

　 　　　　　　　同左　　　　　　

  (4）         ──────  (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換

　　 算の基準

　   　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為

　　 替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

　　 して処理しております。　

 (5）その他連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項

 消費税等の会計処理 

 　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

   抜方式によっており、控除対象外消費税及

   び地方消費税は、当連結会計年度の費用と

   して処理しております。

(5）その他連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項

 消費税等の会計処理 

　 　　　　　　　同左　

５．連結子会社の資産及び負債の評

価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法を採用しております。 

　　　　　　　　　　同左

６．のれん及び負ののれんの償却に

関する事項

  のれんの償却については、５年で均等償却を行な

っております。

　のれん及び負ののれんは、その効果の及ぶ合理的な

期間（３年～５年）により、均等償却を行っており

ます。　  　　　　　　　　　

７．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

　　　　　　　　　　同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　通常販売目的で保有するたな卸資産については、従来、原価法によっ

ておりましたが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）が適用され

たことに伴い、原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法）により算出しております。この変更によ

り、従来の方法によった場合に比較して、営業損失、経常損失が14,361

千円、税金等調整前当期純損失が21,943千円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響額は、当該箇所に記載しておりま

す。　　　　　　　　　

──────

（固定資産の償却方法の変更）

　当連結会計年度より改正後の法人税法（（所得税法等の一部を改正

する法律 平成19年３月30日 法律第６号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令第83号））に基づく減価償却方法に変更してお

ります。当該変更は、重要な子会社（株式会社ブレイク）の取得を契

機に、会計処理統一の観点から、当連結会計年度末において変更した

ものであります。この変更により、従来の方法によった場合に比較し

て、営業損失、経常損失、税金等調整前当期純損失がそれぞれ7,006 千

円増加しております。

　なお、第３四半期連結累計期間までは従来の方法によっております

が、第３四半期連結累計期間末の重要な子会社（株式会社ブレイク）

の取得を契機に、当連結会計年度末において変更しております。従っ

て、第３四半期連結累計期間は、変更後の方法によった場合に比べて、

営業損失、経常損失、税金等調整前四半期純損失がそれぞれ2,713千円

少なく計上されております。

　なお、セグメント情報に与える影響額は、当該箇所に記載しておりま

す。　　

──────

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

（連結貸借対照表）

　　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を

　改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）が適用

　となることに伴い、前連結会計年度において、「たな卸資産」とし

　て掲記されていたものは、当連結会計年度から「商品及び製品」

　「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製

　品」は37,782千円、「原材料及び貯蔵品」は7,481千円であります。

　　　　　　　　　　　　　

────── 　　　　　　　　　　　　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　　営業活動によるキャッシュ・フローの「解約違約金」は、前連結

　会計年度は「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要

　性を鑑みて区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「解約違約

　金」は21,000千円であります。

──────
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年７月31日）

当連結会計年度
（平成22年７月31日）

 ※１．担保に供している資産  ※１．担保に供している資産

土地 288,086千円

建物 40,838千円

計 328,924千円
　　
　上記物件について、１年内返済予定の長期借入金

60,000千円、長期借入金170,000千円の担保に供してお

ります。

土地 288,086千円

建物 75,260千円

関係会社株式 2,543,790千円

長期貸付金 3,539,832千円

（１年内回収予定の長期貸付金を含む） 　

計 6,446,968千円
　　
　上記資産について、１年内返済予定の長期借入金

478,791千円、長期借入金8,550,031千円の担保に供して

おります。

 ※２．当社においては運営資金の効率的な調達を行うた

　

　　 めRevival Asset Management１号投資事業組合と借

     入極度基本契約を締結しております。これら契約に

     基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次の通

     りであります。

 　２．当社においては運営資金の効率的な調達を行うた　

　　 めRevival Asset Management１号投資事業組合と借

     入極度基本契約を締結しております。これら契約に

     基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次の通

     りであります。

借入極度基本契約極度額 1,400,000千円

借入実行残高 1,030,000千円

差引額 370,000千円
　　

借入極度基本契約極度額 2,000,000千円

借入実行残高 －     　　　

差引額 2,000,000千円
　　

　　　　             　────── ３．受取手形割引高　 450,181千円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要なもの 
従業員給与手当 95,068千円
支払手数料 66,576千円
支払報酬 57,033千円
貸倒引当金繰入額 7,150千円
賞与引当金繰入額 4,198千円

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要なもの 
従業員給与手当 216,823千円
支払手数料 76,917千円

　
　
　
　

※２．固定資産売却益の内訳
工具、器具及び備品 　 4,651千円

※２．固定資産売却益の内訳
工具、器具及び備品 7,989千円 

※３. 減損損失 ※３. 減損損失
　　　 当連結会計年度において、当社グループは以下の資
     産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

大阪府大東市他 店舗　
工具、器具

及び備品等
25,329

　    当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最小
    単位として、店舗を基本としたグルーピングを行なっ
    ております。
　    このうち、収益性が著しく下落した資産グループに
    ついて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
    少額25,329千円を減損損失として計上しております。

　　　 当連結会計年度において、当社グループは以下の資
     産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

大阪府大東市 店舗　
工具、器具

及び備品
6,687

　    当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最小
    単位として、店舗を基本としたグルーピングを行なっ
    ております。
　    このうち、収益性が著しく下落した資産グループに
    ついて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
    少額6,687千円を減損損失として計上しております。

　  減損損失内訳 　  減損損失内訳
 建物及び構築物 620千円
 工具、器具及び備品 9,606千円
 リース資産 1,351千円
 無形固定資産 13,750千円

　　　 計 25,329千円
　    なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売
    却価額により算定しており合理的な処分価額を零とし
    て評価しております。

 工具、器具及び備品 6,687千円

 　　　計 6,687千円
　    なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売
    却価額により算定しており合理的な処分価額を零とし
    て評価しております。

※４. 固定資産除却損の内訳　 ※４. 固定資産除却損の内訳
車両運搬具 138千円
工具、器具及び備品 183千円

 　　 計 322千円

　

 ※５．事業整理損

　　　   事業整理損には事業整理損失引当金繰入額

       116,138千円が含まれております。 

建物及び構築物 2,206千円
工具、器具及び備品 2,718千円

 　　 計 4,925千円

　

──────

────── ※６．前期損益修正益は、主として前連結会計年度末に
　　おける消費税及び事業税の計上額修正によるもので
　　あります。

────── ※７．前期損益修正損は、主として連結子会社における
　　債権の整理損であります。

──────  ※８．事業構造改善費用は、新規事業の開発及び関連費

     用の金額等を記載しております。　
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年８月１日　至　平成21年７月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１　 143,971 307,789 － 451,760

甲種類株式（注）２　 － 312,500 － 312,500

合計 143,971 620,289 － 764,260

自己株式     

普通株式　 2 － － 2

合計 2 － － 2

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加307,789株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。    　　

      ２．甲種類株式の発行済株式総数の増加312,500株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。

　

　　　２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会
計年度末
残高
（千円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社　
 ストック・オプションとして

の新株予約権
－  － － － － 399

 合計 －  － －　 　－ 　－  399

　

　　　　３．配当に関する事項　

　　　　 （１）配当金支払額

　　　　　　　 該当事項はございません。

　

　　　　 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　　　　 該当事項はございません。　
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当連結会計年度（自　平成21年８月１日　至　平成22年７月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式　 451,760 － － 451,760

甲種類株式　 312,500 － － 312,500

合計 764,260 － － 764,260

自己株式     

普通株式（注）　 2 11,136 － 11,138

合計 2 11,136 － 11,138

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加11,136株は、持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分で

      あります。

　　  　　

　　　２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会
計年度末
残高
（千円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社　
 ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 5,754

 合計 － － － － － 5,754

　

　　　　３．配当に関する事項　

　　　　 （１）配当金支払額

　　　　　　　 該当事項はございません。

　

　　　　 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　　　　 該当事項はございません。　
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　(平成21年７月31日現在)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　(平成22年７月31日現在)

現金及び預金勘定 212,654千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 212,654千円

現金及び預金勘定 2,527,152千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 2,527,152千円

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 　 株式の取得により新たに株式会社ブレイクを連結し

たことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに

新規連結子会社株式の取得価額と新規連結子会社取得

に伴う純支出との関係は次のとおりであります。

流動資産 339,192千円

固定資産 450,325千円

流動負債 △525,093千円

固定負債 △247,209千円

のれん 159,635千円

新規連結子会社株式の

取得価額 
176,850千円

新規連結子会社現金及び

現金同等物
△83,969千円

連結の範囲の変更を伴う子会社

株式の取得による支出
92,880千円

 

──────

※３．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳 

 　 株式の売却により株式会社大多喜ヒルズリゾートが

連結子会社でなくなった連結除外時の資産及び負債の

内訳並びに株式の売却価額と売却による収入との関係

は次のとおりであります。

流動資産 39,288千円 

固定資産 1,445,618千円 

流動負債 △283,395千円 

固定負債 △419,133千円 

株式売却損 △12,377千円 

株式の売却価額 770,000千円 

連結除外時の現金及び現金同等物 △12,272千円 

連結の範囲の変更を伴う子会社

株式の売却による収入
757,727千円 

 

──────
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

　所有転移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が、平成20年７月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を行っ

ており、その内容は次のとおりであります。

　所有転移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が、平成20年７月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を行っ

ており、その内容は次のとおりであります。

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

   額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

   額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

減損損失
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

 工具、器具　
 及び備品

113,17326,04284,6742,456

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

減損損失
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

 工具、器具　
 及び備品

29,4005,99222,0461,360

２．未経過リース料期末残高相当額等

 　　  未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

 　　  未経過リース料期末残高相当額

１年内 9,115千円

１年超 16,349千円

  計 25,464千円

リース資産減損勘定の残高 21,505千円

１年内 6,417千円

１年超 4,098千円

  計 10,516千円

リース資産減損勘定の残高 9,332千円

 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償 

   却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償 

   却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 62,321千円

リース資産減損勘定の取崩額 48,514千円

減価償却費相当額 15,858千円

支払利息相当額 2,715千円

減損損失 1,327千円

支払リース料 8,613千円

リース資産減損勘定の取崩額 6,605千円

減価償却費相当額 1,096千円

支払利息相当額 900千円

減損損失 －千円

４．減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存簿価を零とする定

額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存簿価を零とする定

額法によっております。

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

EDINET提出書類

株式会社ネクストジャパンホールディングス(E04737)

有価証券報告書

 69/122



（金融商品関係）

当連結会計年度（自　平成21年８月１日　至　平成22年７月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

  当社グループは、主にインドアレジャー事業及びアミューズメント景品販売並びに不動産事業等を行うために必要な

設備資金、運転資金、投資資金を事業計画に照らし、銀行借入により調達しております。また、デリバティブ取引は慎

重な態度で臨み、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

  受取手形及び売掛金は事業活動から生じた営業債権であり、顧客・取引先の信用リスクが存在します。

　　１年内回収予定の長期貸付金及び長期貸付金は、貸付先の契約不履行によってもたらされる信用リスクが存在しま

　す。

　投資有価証券は、国内の事業会社や金融機関の株式であり、事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ

発行企業体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。

　差入保証金は事務所・店舗等を賃借する際に支出したものであり、預入先の信用リスクが生じます。

　支払手形及び買掛金・未払金は事業活動から生じた営業債務であり、全て１年以内に支払期日が到来します。

　未払法人税等は法人税、住民税及び事業税に係る債務であり、これらも全て１年以内支払期日となっております。

　１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金は、国内の金融機関からの資金調達であります。なお、変動金利の借入

を一部行っており、金利の変動リスクが存在します。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

　①信用リスクの管理

　　営業債権については、当社グループの各営業部門及び営業管理部門等が、与信管理及び信用リスク管理に関する諸

　規程等により、取引相手先ごとの信用状況の把握、債権回収の期日や債権残高の管理を実施しております。また、与

　信状況については、不定期に内部監査室及びリスク管理部が検証を実施しております。

　②市場リスクの管理

　　投資有価証券については、定期的に時価や発行体企業の財務状況等を把握しております。

　③資金調達に係る流動性リスクの管理

　　資金調達については、適時に資金計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持・確保により流動性リスクを

　管理しております。

（4）金融商品の時価に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

　ります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価　

　額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年7月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。　　

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

　 （千円） （千円） （千円）

（１）現金及び預金 2,527,152 2,527,152 －

（２）受取手形及び売掛金 361,118 361,118 －

（３）関係会社株式 2,543,790 1,745,618 △ 798,172

（４）破産更生債権等 1,082,223 　 　

　　　　貸倒引当金（*1） △ 1,076,830 　 　

　 5,392 5,392 －

（５）長期貸付金（*2） 3,539,832 3,438,707 △ 101,124

　 　 資産計 8,977,286 8,077,989 △ 899,296

（１）支払手形及び買掛金 431,698 431,698 －

（２）未払金 80,073 80,073 －

（３）未払法人税等 8,275 8,275 －

（４）長期借入金（*3） 9,131,618 9,142,862 11,244

　　　負債計 9,651,665 9,662,910 11,244

　（*1）破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　（*2）１年内回収予定の長期貸付金を含めた残高を記載しております。

　（*3）１年内返済予定の長期借入金を含めた残高を記載しております。

　

　（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　　資　産

　　(1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

　　　これらは１年以内で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額としてお

　　ります。

　　(3) 関係会社株式

　　　これらの時価について株式等は取引所の価格によっております。

　　(4) 破産更生債権等

　　　これらは将来キャッシュ・フローの現在価値、又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定

　　しているため、時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額としております。

　　(5) 長期貸付金

　　　これらは当該長期貸付金の将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割り引いた現在価

　　値により算定しております。
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　　負　債

　　(1) 支払手形及び買掛金、(2)未払金、(3) 未払法人税等

　　　これらは１年以内で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額としてお

　　ります。

　　(4) 長期借入金

　　　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社グループの信用状態は借入時

　　点以降大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額としており

　　ます。固定金利によるものは、当該長期借入金の将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率

　　で割り引いた現在価値により算定しております。

　

　（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　　　　

　 連結貸借対照表計上額

　 （千円）

非上場株式（*1） 62,502

差入保証金（*2） 230,490

　　（*1）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対

　　　　象としておりません。

　　（*2）差入保証金は、店舗及び事務所等の賃借保証金であり、返済期間を見積もることができず、時価を把握するこ

　　　　とが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。

　

　（注）３. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

１年超 ５年超
10年超

　 ５年以内 10年以内

　 （千円） （千円） （千円） （千円）

現金及び預金 2,527,152－ － －

受取手形及び売掛金 361,118 － － －

長期貸付金 724,0642,815,767－ －

合計 3,612,3352,815,767－ －

　

　（注）４．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　　　　　　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。

　

（追加情報）

    当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  平成20年３月10日）及び「金融商

  品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日）を適用しております。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成21年７月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価
（千円）

連結貸借対照表計上
額（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 890,386 951,825 61,438

(2）債券             

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 890,386 951,825 61,438

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券             

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 890,386 951,825 61,438

　

　　　　２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年８月１日　至　平成21年７月31日）

　売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）　

18,519 3,060 112

 　　　 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券     

非上場株式 4,375

　

当連結会計年度（平成22年７月31日）

        減損処理を行った有価証券

　　　　　　当連結会計年度において、有価証券について1,542千円（その他有価証券の非上場株式）減損処理を行って

　　　　　おります。これは、先方の破産申し立てがあったことにより計上したものであります。

　

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成20年８月１日　至　平成21年７月31日）

  当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年８月１日　至　平成22年７月31日）

  当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成20年８月１日　至　平成21年７月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　役員報酬　　　　　174千円

　　　従業員給与手当　　225千円　

　

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成17年７月期
新株予約権

　平成18年７月期②
新株予約権　

平成21年７月期①
新株予約権　

付与対象者の区分及び

人数

当社取締役　　　　　 ７名

当社従業員　　　　　 48名

当社取締役　　　　　 ５名

当社従業員　　　　　191名

外部協力者　　　　　 １名

当社取締役　　　　　 ５名

当社従業員　　     　40名

ストック・オプション

の目的となる株式の種

類及び数（注）

普通株式　2,700株 普通株式　3,000株 普通株式　4,330株

付与日 平成16年11月30日 平成18年４月28日 平成21年３月11日

権利確定条件 

付与日（平成16年11月30

日）以降、権利確定日（平成

18年10月27日）まで継続し

て勤務していること。 

付与日（平成18年４月28

日）以降、権利確定日（平成

19年11月１日）まで継続し

て勤務していること。 

付与日（平成21年３月11

日）以降、権利確定日（平成

23年３月11日）まで継続し

て勤務していること。

対象勤務期間
自　平成16年11月30日

至　平成18年10月26日

自　平成18年４月28日

至　平成19年10月31日　

自　平成21年３月11日

至　平成23年３月10日　

権利行使期間
自　平成18年10月27日

至　平成26年10月26日

自　平成19年11月１日

至　平成27年10月26日　

自　平成23年３月11日

至　平成31年３月10日　

 
平成21年７月期②
新株予約権

　 　

付与対象者の区分及び

人数
当社子会社従業員　　 15名

　 　

ストック・オプション

の目的となる株式の種

類及び数（注）

普通株式　　 270株 　 　

付与日 平成21年４月30日 　 　

権利確定条件 

付与日（平成21年４月30

日）以降、権利確定日（平成

23年４月29日）まで継続して

勤務していること。  

　 　

対象勤務期間
自　平成21年４月30日

至　平成23年４月28日
　 　

権利行使期間
自　平成23年４月29日

至　平成31年４月28日
　 　

　
（注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

 
平成17年　　７
月期

平成18年　　７
月期②

平成21年　　７
月期①

平成21年　　７
月期②

　

権利確定前　（株） 　 　 　 　 　

前連結会計年度末 － － － － 　

付与 － － 4,330 270 　

失効 － － 160 15 　

権利確定 － － － － 　

未確定残 － － 4,170 255 　

権利確定後　（株） 　 　 　 　 　

前連結会計年度末 955 982 － － 　

権利確定 － － － － 　

権利行使 － － － － 　

失効 95 464 － － 　

未行使残 860 518 － － 　

②単価情報

 
平成17年　　７月

期
平成18年　　７月

期②
平成21年　　７月

期①
平成21年　　７月

期②
　

権利行使価格（円） 137,319 104,925 689 1,890 　

行使時平均株価（円） － － － － 　

公正な評価単価（付与日）（円） － － 398 1,265 　
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　（1）当連結会計年度において付与された平成21年３月11日ストック・オプションについての公正な評価単価　

　

　　の見積方法は以下の通りであります。

   　①使用した評価技法　　　　　　ブラック・ショールズ式

   　②主な基礎数値及び見積方法

　 　平成21年３月11日ストック・オプション

株価変動性　（注）１　 　85.16％

予想残存期間　（注）２ 　６年

予想配当　（注）３　 　０円／株

無リスク利子率　（注）４　 　0.836％

　　　（注）１．平成16年９月から平成21年３月の株価実績に基づき算定しております。

　　　　　　２．十分なデータ蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、

　　　　　　　　権利行使期間の中間点において行使されるものと推定して見積もっております。

　　　　　　３．直近の配当実績によっております。

　　　　　　４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

　

  （2）当連結会計年度において付与された平成21年４月30日ストック・オプションについての公正な評価単価

　　 の見積方法は以下の通りであります。

   　①使用した評価技法　　　　　　ブラック・ショールズ式

　   ②主な基礎数値及び見積方法

　 　平成21年４月30日ストック・オプション

株価変動性　（注）１　 　93.99％

予想残存期間　（注）２ 　６年

予想配当　（注）３　 　０円／株

無リスク利子率　（注）４　 　0.943％

　　　（注）１．平成16年９月から平成21年４月の株価実績に基づき算定しております。

　　　　　　２．十分なデータ蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、

　　　　　　　　権利行使期間の中間点において行使されるものと推定して見積もっております。

　　　　　　３．直近の配当実績によっております。

　　　　　　４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　　　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

　　しております。　
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当連結会計年度（自　平成21年８月１日　至　平成22年７月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　役員報酬　　　　　1,063千円

　　　従業員給与手当　　4,291千円　

　

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成17年７月期
新株予約権

　平成18年７月期②
新株予約権　

平成21年７月期①
新株予約権　

付与対象者の区分及び

人数

当社取締役　　　　　 ７名

当社従業員　　　　　 48名

当社取締役　　　　　 ５名

当社従業員　　　　　191名

外部協力者　　　　　 １名

当社取締役　　　　　 ５名

当社従業員　　     　40名

ストック・オプション

の目的となる株式の種

類及び数（注）

普通株式　2,700株 普通株式　3,000株 普通株式　4,330株

付与日 平成16年11月30日 平成18年４月28日 平成21年３月11日

権利確定条件

付与日（平成16年11月30

日）以降、権利確定日（平成

18年10月27日）まで継続して

勤務していること。 

付与日（平成18年４月28

日）以降、権利確定日（平成

19年11月１日）まで継続して

勤務していること。 

付与日（平成21年３月11日）

以降、権利確定日（平成23年

３月11日）まで継続して勤務

していること。

対象勤務期間
自　平成16年11月30日

至　平成18年10月26日

自　平成18年４月28日

至　平成19年10月31日　

自　平成21年３月11日

至　平成23年３月10日　

権利行使期間
自　平成18年10月27日

至　平成26年10月26日

自　平成19年11月１日

至　平成27年10月26日　

自　平成23年３月11日

至　平成31年３月10日　

 
平成21年７月期②
新株予約権

平成22年７月期
新株予約権　

付与対象者の区分及び人数 当社子会社従業員　　 15名
当社取締役　　　　　５名

当社従業員　　　　　57名　

ストック・オプションの目的

となる株式の種類及び数

（注）

普通株式　　 270株 普通株式　　　7,245株　

付与日 平成21年４月30日 平成21年12月16日　

権利確定条件 

付与日（平成21年４月30

日）以降、権利確定日（平成23年４月

29日）まで継続して勤務しているこ

と。  

付与日（平成21年12月16日）以降、権利確

定日（平成23年12月15日）まで継続して勤

務していること。

対象勤務期間
自　平成21年４月30日

至　平成23年４月28日

自　平成21年12月16日

至　平成23年12月15日　

権利行使期間
自　平成23年４月29日

至　平成31年４月28日

自　平成23年12月16日

至　平成31年12月15日　

　
（注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

 
平成17年　　７月

期
平成18年　　７月

期②
平成21年　　７月

期①
平成21年　　７月

期②
平成22年
７月期　

権利確定前　（株） 　 　 　 　 　

前連結会計年度末 － － 4,170 255 －　

付与 － － － － 7,245　

失効 － － 90 30 125　

権利確定 － － － － －

未確定残 － － 4,080 225 7,120　

権利確定後　（株） 　 　 　 　 　

前連結会計年度末 860 518 － － －　

権利確定 － － － － －　

権利行使 － － － － －　

失効 － 4 － － －　

未行使残 860 514 － － －　

②単価情報

 
平成17年　　７月

期
平成18年　　７月

期②
平成21年　　７月

期①
平成21年　　７月

期②
平成22年　　７月

期

権利行使価格（円） 137,319 104,925 689 1,890 2,107

行使時平均株価（円） － － － － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － 398 1,265 1,860
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　（1）当連結会計年度において付与された平成21年12月16日ストック・オプションについての公正な評価単価

　　 の見積方法は以下の通りであります。

   　①使用した評価技法　　　　　　ブラック・ショールズ式

   　②主な基礎数値及び見積方法

　 　平成22年12月16日ストック・オプション

株価変動性　（注）１　 　94.07％

予想残存期間　（注）２ 　６年

予想配当　（注）３　 　０円／株

無リスク利子率　（注）４　 　0.634％

　　　（注）１．平成16年９月から平成21年12月の株価実績に基づき算定しております。

　　　　　　２．十分なデータ蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、

　　　　　　　　権利行使期間の中間点において行使されるものと推定して見積もっております。

　　　　　　３．直近の配当実績によっております。

　　　　　　４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

　

   ４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　　　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

　　しております。　
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年７月31日）

当連結会計年度
（平成22年７月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産     

減価償却超過額 85,574千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 453,678千円

繰越欠損金 3,206,673千円

その他 101,338千円

評価性引当額 △3,837,377千円

繰延税金資産合計 9,887千円

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △24,575千円

繰延税金負債合計 △24,575千円

繰延税金資産（△負債）の純額 △14,688千円

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含

まれております。

繰延税金資産     

減価償却超過額 87,213千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 412,343千円

繰越欠損金 3,132,791千円

その他 50,521千円

評価性引当額 △3,682,870千円

繰延税金資産合計 －千円　

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 －千円 　　　

繰延税金負債合計 －千円 

繰延税金資産（△負債）の純額 －千円

　

　 （千円）

流動資産－繰延税金資産 9,523

固定資産－繰延税金資産 363

固定負債－繰延税金負債 △24,575

　

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

  との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

  った主要な項目別の内訳

　　税金等調整前当期純損失が計上されているため、記載

  しておりません。　

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

  との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

  った主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）  　

評価性引当額 　8.7　 ％

税務上の繰越欠損金の利用 △50.6％

交際費等永久差異項目 0.1％

持分法による投資損益 △6.9％

のれん償却額 5.5％

住民税均等割 2.7％

その他 9.9％

　税効果会計適用後の法人税等　

　の負担率
9.3％
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自　平成20年８月１日　至　平成21年７月31日）

事業分離　

 １．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分 

   離の概要

　（１）分離先企業の名称

  株式会社フロックス

　（２）分離した事業の内容

　株式会社大多喜ヒルズリゾート（アウトドアレジャー事業）

　（３）事業分離を行った主な理由

　　当社は現在、当社グループの収益性改善及び企業価値向上を図るべく、事業再編等を急ピッチで進めており、

有する資産について将来獲得見込みキャッシュ・フローと現時点での資金化の双方の優位性を慎重に検討

した結果、現時点での全株式の譲渡が最善と判断したため。

　（４）事業分離日

　　　　平成21年１月22日（株式譲渡日）

　（５）法的形式を含む事業分離の概要

　　受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡
 

 ２．実施した会計処理の概要

 　 　　  株式の譲渡対価はすべて現金であり、分離先企業は当社の子会社、関連会社以外の企業であるため、「事業

        分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成17年12月27日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

        会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日）に基づき、株式の譲

        渡対価が現金等の財産のみである場合の会計処理のうち、子会社、関連会社以外を分離先として行われた事業分

        離として処理しております。

　        株式の譲渡対価として受け取った現金と株式会社大多喜ヒルズリゾートの資産及び負債の譲渡直前の適正な帳

　　　　簿価額により純資産の当社の持分（連結上の簿価）との差額を移転損益として認識いたしました。

　（１）移転損益の金額

　△12,377千円

　（２）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 39,288千円

固定資産 1,445,618千円

資産合計 1,484,906千円

流動負債

固定負債 

283,395千円

419,133千円

負債合計 702,528千円

　

　３．当連結会計年度末の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　　　当該連結子会社のみなし売却日は平成21年1月31日としております。

 　

売上高 261,097千円

営業利益 △1,093千円
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   前連結会計年度（自　平成20年８月１日　至　平成21年７月31日）　

　　 パーチェス法の適用

　１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の　

　　名称及び取得した議決権比率

 被取得企業の名称     株式会社ブレイク

 取得した事業の内容  アミューズメント商品の販売、アミューズメント施設の経営等

 企業結合を行った理由  アミューズメント事業の拡大・成長

 企業結合日  平成21年４月23日

 企業結合の法的形式  株式取得

 結合後企業の名称  株式会社ブレイク

 取得した議決権比率  100％

 

　２．当連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

　　　平成21年５月１日から平成21年７月31日まで

 

　３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

 取得の対価   

 　現金  175,000千円

 取得に直接要した費用   

 　デューデリジェンス費用等  1,850千円

 取得原価  176,850千円

 

　４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

 のれんの金額  159,635千円

 発生原因  今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであります。

 償却の方法及び償却期間  のれんの償却については、５年間で均等償却することとしております。

 

　５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

流動資産 339,192千円 

固定資産 450,325千円 

流動負債 525,093千円 

固定負債 247,209千円 

 

　６．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

　

　　響の概算額 

 　　　　　 売上高　　　　885,440千円　　

　　　　　　経常利益　　　 38,255千円 

 　　　 

     　 　概算額の算定方法及び重要な前提条件

　　　　　　概算額の算定につきましては、株式会社ブレイクの売上高及び経常利益を、平成20年８月１日から平成21年

　　　　　４月30日までの期間について記載しております。

　　　　　　なお、影響の概算額については監査証明を受けておりません。   

　

 当連結会計年度（自　平成21年８月１日　至　平成22年７月31日）

       該当事項はありません。　
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（賃貸等不動産関係）

  当連結会計年度（自　平成21年８月１日　至　平成22年７月31日）

　当社グループでは、東京都において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）を有しております。平成22年７月期

における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は13,863千円であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりでありま

す。　

　
連結貸借対照表計上額（千円）

　
当連結会計年度末の時価

（千円）　
前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

328,924 △235 328,688 288,000

(注)１.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

　　２.当連結会計年度増減額のうち、増加は賃貸用のオフィスビルの補修工事代（940千円）であり、

　　　 減少は賃貸用のオフィスビルに係る減価償却費（1,175千円）であります。

　　３.当連結会計年度末の時価は、不動産鑑定士による不動産価格調査書に基づく金額であります。

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月

28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　平成

20年11月28日）を適用しております。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年８月１日　至　平成21年７月31日）

 
インドアレ

ジャー直営事業

（千円）

インドアレ

ジャーフラン

チャイズ事業

（千円）

アウトドアレ

ジャー事業

（千円）　

販売事業

（千円）
不動産事業

（千円）

　

その他の　　事

業

（千円）
 

計

（千円）

Ⅰ 　売上高及び営業損益                             

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上

高
1,000,843197,668261,097244,4919,800 6,3711,720,273

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － － －

計 1,000,843197,668261,097244,4919,800 6,3711,720,273

営業費用 1,141,276125,685263,276　　 243,7679,363 5,0871,788,457

営業利益

（△：営業損失）
△140,43371,983△2,179 723 437 1,283△68,183

Ⅱ　 資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出
                            

資産 531,70714,879 － 347,599337,542 3611,232,090

減価償却費 26,219 2,548 11,577 482 354 － 41,181

減損損失 25,329 － － － － － 25,329

資本的支出 158,9358,423 － 1,092329,199 － 497,650

 
消去又は全社

（千円）
連結

（千円）
　

Ⅰ　 売上高及び営業損益         　

売上高         　

(1）外部顧客に対する売上

高
－ 1,720,273 　

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － 　

計 － 1,720,273 　

営業費用 250,8542,039,312 　

営業利益

（△：営業損失）
△250,854△319,038 　

Ⅱ　 資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出
        　

資産 1,138,0192,370,109 　

減価償却費 2,802 43,984 　

減損損失 － 25,329 　

資本的支出 1,010498,660 　
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（注）１．事業区分は、事業の内容によっております。

　　　２．各事業区分に属する主要な事業内容

        （1）インドアレジャー直営事業

　　         時間消費型会員制複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」の直営店舗の運営、クレーンゲーム機を中心　　

　　　　　　 とした施設「ＪＪＣＯＩＮＳ」「ＧＯＬＤＥＮ」の運営

        （2）インドアレジャーフランチャイズ事業

時間消費型会員制複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」のフランチャイズチェーン本部の運営管理及

び商品、什器・備品等の販売等

        （3）アウトドアレジャー事業

　　         株式会社南千葉ゴルフアンドリゾートの運営（ゴルフ売上・ホテル売上・温泉売上等）

        （4）販売事業

　           株式会社ブレイクの行う、クレーンゲーム景品の卸売り事業

　　　　（5）不動産事業

             不動産賃貸による収益事業　

　　　　（6）その他の事業

　　         ｅコマース事業、デジタルコンテンツ配信事業及びＷＥＢ広告事業等

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は250,854千円であり、その主なもの

は当社グループ本社の総務・経理部門等の一般管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,138,019千円であり、その主なものは当社グ

ループ本社での余資運用資金（預金及び投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

５．事業区分の追加及び変更

事業区分につきましては、前連結会計年度において「インドアレジャー直営事業」「インドアレジャーフ

ランチャイズ事業」「アウトドアレジャー事業」「その他の事業」の４つに区分しておりましたが、当連

結会計年度に株式会社ブレイクが連結子会社に加わったことにより、従来の事業区分にはない「販売事

業」が加わりました。

さらに、従前「その他の事業」に含めておりました不動産賃貸業を「不動産事業」として区分を変更して

おります。この結果、従来の方法によった場合に比べて当連結会計年度の「その他の事業」は売上高が

9,800千円、営業費用が9,363千円それぞれ減少しております。

６．会計処理の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　　〔連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更〕に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸　　

　　資産の評価に関する基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しております。この

　　変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて営業費用がインドアレジャー直営事業で351千円、販売事

　　業で14,009千円増加しております。　

　（固定資産の償却方法の変更）

　　〔連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更〕に記載のとおり、当連結会計年度より改正後

　　の法人税法（（所得税法等の一部を改正する法律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人税法施行

　　令の一部を改正する政令第83号））に基づく減価償却方法に変更しております。この変更に伴い、従来の

　　方法によった場合に比べて営業費用がインドアレジャー直営事業で7,006千円増加しております。　

　

EDINET提出書類

株式会社ネクストジャパンホールディングス(E04737)

有価証券報告書

 85/122



当連結会計年度（自　平成21年８月１日　至　平成22年７月31日）

 
インドアレジャー

直営事業

（千円）

インドアレジャー

フランチャイズ事

業

（千円）

販売事業

（千円）
不動産事業

（千円）

　

その他の　　事

業

（千円）
 

計

（千円）

Ⅰ 　売上高及び営業損益                         

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 1,111,55852,0731,930,479757,16797,3023,948,580

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 110,171 － － 110,171

計 1,111,55852,0732,040,650757,16797,3024,058,751

営業費用 1,107,56329,2021,938,343459,14384,2513,618,504

営業利益 3,994 22,870 102,307298,02313,050 440,246

Ⅱ　 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出
                        

資産 967,682 － 842,396397,95413,1132,221,146

減価償却費 72,488 － 596 1,175 － 74,260

減損損失 6,687 － － － － 6,687

資本的支出 86,069 － 468 940 － 87,478

 
消去又は全社

（千円）
連結

（千円）
　

Ⅰ 　売上高及び営業損益         　

売上高         　

(1）外部顧客に対する売上高 － 3,948,580 　

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
△110,171 － 　

計 △110,1713,948,580 　

営業費用 120,5583,739,063 　

営業利益 △230,729209,517 　

Ⅱ　 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出
        　

資産 8,119,37410,340,521 　

減価償却費 3,489 77,750 　

減損損失 － 6,687 　

資本的支出 19,650 107,128 　
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（注）１．事業区分は、事業の内容によっております。

　　　２．各事業区分に属する主要な事業内容

        （1）インドアレジャー直営事業

　　         時間消費型会員制複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」の直営店舗の運営、クレーンゲーム機を中心　　

　　　　　　 とした施設「ＪＪＣＯＩＮＳ」「ＧＯＬＤＥＮ」の運営

        （2）インドアレジャーフランチャイズ事業

時間消費型会員制複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」のフランチャイズチェーン本部の運営管理及

び商品、什器・備品等の販売等

        （3）販売事業

　           株式会社ブレイクの行う、クレーンゲーム景品の卸売り事業

　　　　（4）不動産事業

             不動産賃貸及び不動産販売・仲介等による収益事業

　　　　（5）その他の事業

　　         ｅコマース事業、施設管理事業等

　　　　３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は229,032千円であり、その主なも

　　　　　　のは当社グループ本社の総務・経理部門等の一般管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,119,374千円であり、その主なものは当社グ

ループ本社での余資運用資金（預金及び投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

５．事業区分の追加及び変更

事業区分につきましては、前連結会計年度において「インドアレジャー直営事業」「インドアレジャーフ

ランチャイズ事業」「アウトドアレジャー事業」「販売事業」「不動産事業」「その他の事業」の６つ

に区分しておりましたが、当連結会計年度では、前連結会計年度中に株式会社大多喜ヒルズリゾートの株

式売却によりアウトドアレジャー事業から撤退した事に伴い当該事業区分を削除しております。

　

【所在地別セグメント情報】

 　   　　前連結会計年度（自　平成20年８月１日　至　平成21年７月31日）

 　   　　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

 　   　　当連結会計年度（自　平成21年８月１日　至　平成22年７月31日）

 　   　　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

 　   　　前連結会計年度（自　平成20年８月１日　至　平成21年７月31日）

 　　   　　該当事項はありません。

　

 　   　　当連結会計年度（自　平成21年８月１日　至　平成22年７月31日）

 　　   　　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年８月１日　至　平成21年７月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用

しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。　
　
１．関連当事者との取引　

　　①連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引　

（１）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等　

種類
会社等
の名称又は
氏名

所在地

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係　

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社

Revival

Asset

Management

１号投資事

業組合

東京都

港区
305,326投資事業

(被所有)

直接

56.8

資金の借入

（注）３　

株式の

発行

（注）４

805,326－　 －

資金の

借入

（注）２

1,528,000

　
借入金 1,030,000

支払利息

（注）２　
9,492未払利息 3,924

　　

　　　　（２）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等　

種類
会社等
の名称又
は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係　

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

　

役員

　

　

藤澤信義

　
－　 －　

当社代表

取締役　

（被所有)

間接

56.8

株式の購入　
株式の購入

（注）５　
131,250　－　　  －

　

役員

　

　

齊藤慶

　
－　 －　

当社

取締役

（注）８　

（被所有)

直接

0.9　
株式の購入　

　

株式の購入

（注）５　

　

26,250　 － －

役員が議

決権の過

半数を所

有してい

る会社等

㈱フロッ

クス

静岡市

駿河区
300,000金融業 －

役員の兼任

（注）９．10

債権の売却　

債権の売却

（注）６
223,425－　 －　

　　　 （注）１．上記、（１）及び（２）の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。

　　　　　　 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　　　　 資金の借入について、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　　　　　　　　 なお、担保は提供しておりません。　

　　　　　　 ３．Revival Asset Management１号投資事業組合の業務執行組合員である藤澤信義氏及び千葉信育氏はそ

                 れぞれ当社の代表取締役及び取締役であります。

　　　　　　 ４．株式の発行は、当社が平成21年９月29日に行った第三者割当増資307,789株を１株992円で、平成21年

　　　　　　　　 １月29日に行った第三者割当増資312,500株を１株1,600円で同組合が全額引き受けたものでありま   

                 す。　

　　　　　　 ５．平成21年４月23日締結の株式売買契約における株式会社ブレイクの株式購入代金であります。

             ６．平成21年１月22日当社子会社であった株式会社大多喜ヒルズリゾートの貸付債権等の売却代金であり

　　　　　　　　 ます。

　　　　　　 ７．上記（１）及び（２）の取引金額は、一般の取引条件と同一の基準により決定しており、支払条件に

　　　　　　　　 ついても一般と同様であります。

             ８．平成21年10月28日の定時株主総会において、取締役を退任しております。

             ９．株式会社フロックスの取締役会長である千葉信育氏は当社の取締役であります。

　　　　　　 10．平成21年10月28日の定時株主総会において、千葉信育氏は取締役を退任しております。
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　　　　　　　　②連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　（１）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等　

種類
会社等
の名称又
は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係　　

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

　

役員

　

　

藤澤信義

　
－ －

当社代表

取締役

（被所有)

間接

56.8　

債務被保証　　
担保の受入　　

借入金に対

する被保証

（注）２

50,000　－ －

借入金に対

する担保の

受入

（注）３

50,000　－ －

　

役員

　

　

齊藤慶

　

　

－

　

　

－

　

当社

取締役

（注）６　

（被所有)

直接

0.9　
債務被保証　　

借入金に対

する被保証

（注）２

50,000　－ －

役員が議

決権の過

半数を所

有してい

る会社等

㈱フロッ

クス

静岡市

駿河区
300,000金融業 －

役員の兼任

（注）７．８

株式の売却　

株式の売却

（注）４
770,000－　 －　

　　　 （注）１．上記、（１）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

　　　　　　 ２．連結子会社である株式会社ブレイクの銀行からの借入に対して債務保証を受けております。　

             ３．連結子会社である株式会社ブレイクの銀行からの借入に対して担保提供を受けております。

　　　　　 　４．平成21年１月22日当社子会社であった、株式会社南千葉ゴルフアンドリゾートが保有していた株式会

　　　　　　　　 社大多喜ヒルズリゾート全株式の売却代金であります。

　　　　　　 ５．上記（１）の取引金額は、一般の取引条件と同一の基準により決定しており、支払条件についても一

                 般と同様であります。　　

　　　　　　 ６．平成21年10月28日の定時株主総会において、取締役を退任しております。　

　　 ７．株式会社フロックスの取締役会長である千葉信育氏は当社の取締役であります。

　　 ８．平成21年10月28日の定時株主総会において、千葉信育氏は取締役を退任しております。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　　　親会社情報

　　　　Revival Asset Management１号投資事業組合（非上場）
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当連結会計年度（自　平成21年８月１日　至　平成22年７月31日）

１．関連当事者との取引　

　　①連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引　

（１）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等
の名称又は
氏名

所在地

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係　

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主

Revival

Asset

Management

１号投資事

業組合

東京都

港区
305,326投資事業

(被所有)

直接

38.6

資金の借入

資金の

借入

（注）２

300,000－ －

支払利息

（注）２　
10,132－ －

　

（２）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等
の名称又
は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係　　

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員が議

決権の過

半数を所

有してい

る会社等　

ネオライ

ン債権回

収㈱　

静岡市

駿河区

 500,000

　　
債権管理

回収　
－

販売用不動

産の仕入れ

販売用不動

産の仕入れ

（注）３

303,571－　 －

（注）１．上記、（１）及び（２）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

　　　２．当連結会計期間における借入金額を記載しております。なお、Revival Asset Management１号投資事業組合か

　　　　　らの借入金は、前期連結会計年度末における借入金残高1,030,000千円と合わせて1,330,000千円を平成21年11

　　　　　月27日に全額返済しており、支払利息は当連結会計期間における利息金額を記載しております。

　　　３．平成22年５月21日付売買契約による大阪市中央区日本橋の不動産物件仕入金額を記載しております。

　　　４．上記（１）及び（２）の取引金額は、一般の取引条件と同一の基準により決定しており、支払条件についても

　　　　　一般と同様であります。　

　

　　②連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　（１）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等　

種類
会社等
の名称又
は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係　　

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

　

役員

　

　

藤澤信義

　
－ －　

当社代表

取締役

（注）２

　

（被所有)

間接

38.6

（注３）

債務被保証　　担

保の受入

借入金に対

する被保証

　　（注）４

33,600－　　 －

担保の受入

　　　　　

（注）５

594,619－　　 －

　

役員

　

　

齊藤慶

　
－　 －　

連結子会

社代表取

締役　　　

（注）６　

（被所有)

直接

0.9　
債務被保証　　　

借入金に対

する被保証

　　　（注）

４　

61,109　 － －

　

役員が議

決権の過

半数を所

有してい

る会社等

　

㈱バニラ　
東京都

中央区　
10,000　

ホテル

運営

不動産業　
－　

施設修繕の

受託　

施設修繕の

受託

（注）７　
93,349　 売掛金 11,680
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　　　　（２）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等
の名称又
は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係　

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

関連会社
アドアー

ズ㈱

東京都

中央区
4,000,000

アミーズ

メント施

設の運営

等・各種

施設の設

計施工

(所有)

直接

24.9

(被所有)

直接

9.9　

当社グループ商

品の販売先

役員の兼任

販売売上

（注）８
409,713

売掛金 114,841

受取手形 102,146

（注）１．上記、（１）及び（２）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高については消費税

　　　　　等が含まれております。

      ２．平成22年10月28日の定時株主総会において、藤澤信義氏は当社の取締役会長に就任いたしました。

　　　３．当社の主要株主であるRevival Asset Management １号投資事業組合に対する藤澤信義氏の出資割合は90％で

        　あります。

　　　４．連結子会社である株式会社ブレイクの銀行からの借入に対して債務保証を受けております。

　　　５．連結子会社である株式会社ブレイクの銀行からの手形割引及び輸入信用状の開設に対して担保提供を受けてお

　　　　　ります。

　　　６．連結子会社である株式会社ブレイクの代表取締役であります。なお、齊藤慶氏は平成22年10月28日に同社取締

　　　　　役会長に就任しております。　　　

　　　７．株式会社バニラが運営する施設の修繕受託売上額を記載しております。

      ８．持分法適用日である平成22年３月31日以降の連結子会社である株式会社ブレイクとの取引金額を記載してお

り　　

　　　　　ます。

　　　９．上記（１）及び（２）の取引金額は、一般の取引条件と同一の基準により決定しており、支払条件についても

　　　　　一般と同様であります。 

     　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　　重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において、重要な関連会社はアドアーズ株式会社であり、その要約財務諸表は以下の通りです。

なお、以下の要約財務諸表は同社の平成23年３月期の第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）及び第１四半

期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）における金額を記載しております。

　

流動資産合計　　　　　 　9,166,743千円

固定資産合計　　　　　　21,748,616千円

　

流動負債合計　　　　　　11,059,591千円

固定負債合計　　　　　　 8,010,442千円

　

純資産合計              11,845,326千円

　

売上高                   5,788,203千円

税引前四半期純利益          56,800千円

四半期純利益      　　      33,682千円　
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり純資産額 296.99円

普通株式以外の株式に係る

１株当たり純資産額　
563.42円

１株当たり当期純損失金額 1,197.13円

(注）１　 　

１株当たり純資産額 471.96円

普通株式以外の株式に係る

１株当たり純資産額　
887.22円

１株当たり当期純利益金額 279.34円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
277.43円

（注）１．前連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１

株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額　
  

当期純利益または当期純損失（△）

（千円）
△669,841 212,436

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円）
△669,841 212,436

期中平均株式数（株）(注) 559,540 760,505

（うち普通株式）(株)　 402,006 448,005

（うち甲種類株式）(株) 157,534 312,500

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額　 　 　

当期純利益調整額（千円）　 － －

普通株式増加数（株）　 － 5,216

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要　

－ －

（注）当連結会計年度における期中平均株式数は、持分法適用に伴う相互保有株式を自己株式として算出しております。　
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

１．借入極度基本契約の変更

　　当社は、Revival Asset Management１号投資事業組合

　との協議の結果、平成21年９月14日開催の取締役会決議

　に基づき、同日付でRevival Asset Management１号投資

　事業組合との借入極度基本契約の一部を変更いたしまし　

　た。

　変更点

（１）原契約に定める借入極度額の範囲を金14億円から金

　　20億円に増枠する。

（２）原契約にある最終弁済期間については締結日より

　　３年間を５年間に変更する。

　　　なお、個々の金銭消費貸借契約証書を締結する場合

　　は、当契約証書の弁済期間は締結日より１年間を２年

　　間に変更し、原契約の最終弁済日を超えるものは原契

　　約の最終弁済日までとする。

（３）原契約にある利率に関し、契約に基づき平成21年

　　８月１日以降締結する金銭消費貸借契約の利率を

　　年率5.0％から年率2.7％に変更する。

（４）原契約に基づき金銭消費貸借契約を締結している４

　　契約（借入金残高1,030,000千円）について「元本返済

　　期日」をそれぞれ２年間延長し、平成21年８月１日以

　　降の利率を年率2.7％へ変更する。　

　

２．アドアーズ株式会社との資本・業務提携関係の強化

　　当社はアドアーズ株式会社との協議の結果、平成21年

　９月14日、資本・業務提携の強化について、両社間での

　資本・業務提携変更に関する覚書を締結いたしました。

（１）業務提携強化の概要

　　①既存業務の相互コンサルティング並びに新業態の開

　　　発における提携　

    ②役員の相互派遣

（２）資本提携強化の概要

 　 両社は、双方の株式を取得し、資本提携関係を構築し

　ておりますが、今回の資本提携強化により、今後の取得

　目標株式数を以下のように変更いたします。

    ①取得目標株式数

　　　アドアーズ株式会社の発行済普通株式数

　　　2,000,000株

　　②取得方法　

　　　市場取引での買付

　　③取得時期

　　　平成21年12月31日までを目処とする。

　　④取得資金

　　　Revival Asset Management１号投資事業組合との借　　

　　　入極度契約枠の一部を充当する予定であり、平成21

　　　年９月25日付けにて150,000千円、平成21年10月27

　　　日付けにて150,000千円の借入を実行しておりま

　　　す。　

資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分

　当社は平成22年９月14日開催の取締役会において、平成

22年10月28日開催の定時株主総会に資本金及び資本準備

金の額の減少並びに剰余金の処分について付議すること

を決議し、当該定時株主総会にて承認可決されました。

　

（１）資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処

分の目的

当社は、平成22年７月期におきまして、当社グループ企

業が運営するアミューズメント店舗事業における前期ま

での不採算店の閉鎖と既存店の運営改善に加え、新業態店

舗の出店による収益の改善、及び販売事業における収益へ

の貢献等により平成17年７月期以来の黒字業績となりま

した。当社では、引き続き店舗事業の運営改善や販売事業

の拡大による平成23年７月期での連続業績黒字を目標と

しており、株主様を含めた当社ステークホルダーへの適切

な利益還元を重視していく当社方針に基づき、早急な財務

基盤の強化並びに健全化による経営体制の安定と企業価

値の向上に努めてまいります。

従いまして、これまでの長期にわたる損失計上による繰

越損失を解消し、今後の機動的かつ柔軟な資本政策を可能

とすることを目的として、会社法第447条第１項の規定に

基づき資本金を減少し、また会社法第448条第１項の規定

に基づき資本準備金の取り崩しを行い、それぞれを「その

他資本剰余金」に振り替え、さらに「その他資本剰余金」

の一部を会社法第452条の規定に基づき繰越利益剰余金に

計上されております損失の填補に充当することといたし

ます。

　

（２）資本金の額の減少の要領

現在の資本金の額1,131,494千円のうち1,041,494千円

を減少して、減少後の資本金の額を90,000千円とし、減少

した資本金の額をその他資本剰余金に振り替えることと

いたします。　

　

（３）資本準備金の額の減少の要領

現在の資本準備金の額250,000千円のうち200,000千円

を減少して、減少後の資本準備金の額を50,000千円とし、

減少した資本準備金の額をその他資本剰余金に振り替え

ることといたします。

　　

（４）資本金及び資本準備金の減額の方法

発行済株式総数の数を変更せず、資本金及び資本準備金

の額のみを減少いたします。

　なお、今回の減資にて当社の純資産額及び発行済株式

総数にも変更はございませんので、１株当たりの純資産に

変更を生じるものではありません。
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前連結会計年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

（３）提携相手先の概要

　　①名称

　　　アドアーズ株式会社（ＪＡＳＤＡＱ：4712）

　　②主な事業内容

　　　アミューズメント施設の運営・企画・開発・設計・

　　　施工・管理等

　　③設立年月日

　　　昭和42年12月25日

　　④本店所在地

　　　東京都中央区日本橋馬喰町二丁目１番３号

　　⑤代表者

　　　中川　健男　

    ⑥資本金の額

　　　40億円

　　⑦従業員数

　　　384名（平成21年３月31日現在）　

　

（５）剰余金の処分の要領

資本金及び資本準備金の額の減少により生じるその他

資本剰余金1,241,494千円のうち575,367千円を減少し、繰

越利益剰余金に振り替えることにより、繰越利益剰余金の

欠損填補を行います。填補後のその他資本剰余金は

666,127千円、繰越利益剰余金は零円となります。

　

（ご参考）変動額の明細

　 減少前 減少後

資本金 1,131,494千円90,000千円

資本準備金 250,000千円 50,000千円

その他資本

剰余金
 －千円 666,127千円

繰越利益

剰余金
△575,367千円　 －千円　

　

（６）今後の日程

　　取締役会決議日　　　　　平成22年９月14日

　　株主総会決議日　　　　　平成22年10月28日

　　債権者異議申述公告日　　平成22年10月29日（予定）

　　債権者異議申述最終期日　平成22年11月30日（予定）

　　効力発生日　　　　　　　平成22年12月１日（予定）

　

　

⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,080,000 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 370,388 537,673 3.7 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金

（１年以内に返済予定のものを除く）
239,195 8,593,9444.0

平成22年９月28日～

平成31年12月２日

リース債務

（１年以内に返済予定のものを除く）
－ － － 　－　

その他有利子負債 － － － －　

計 1,689,5839,131,618－ －

　（注）１．平均利率については、期末借入金に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとお

りであります。

 
１年超２年以内
（千円）　

２年超３年以内
（千円）　

３年超４年以内
（千円）　

４年超５年以内
（千円）　

長期借入金 556,492 535,655 548,700 567,760

　

　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成21年８月１日

至平成21年10月31日

第２四半期

自平成21年11月１日

至平成22年１月31日

第３四半期

自平成22年２月１日

至平成22年４月30日

第４四半期

自平成22年５月１日

至平成22年７月31日

売上高（千円） 826,359 927,978 755,792 1,438,449
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第１四半期

自平成21年８月１日

至平成21年10月31日

第２四半期

自平成21年11月１日

至平成22年１月31日

第３四半期

自平成22年２月１日

至平成22年４月30日

第４四半期

自平成22年５月１日

至平成22年７月31日

税金等調整前四半期純利益

金額又は税金等調整前四半

期純損失金額（△）

（千円）

53,096 2,240 △4,004 182,633

四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）

（千円）

44,499 7,687 △5,885 166,133

１株当たり四半期純利益金

額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）（円）

58.23 10.06 △7.74 220.59
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年７月31日)

当事業年度
(平成22年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 161,448 1,722,081

売掛金 ※2
 14,590

※2
 16,180

商品及び製品 － 54,225

原材料及び貯蔵品 599 419

前払費用 3,168 25,384

未収収益 ※2
 26,898 6,109

関係会社短期貸付金 919,000 －

1年内回収関係会社長期貸付金 318,869 －

1年内回収予定の長期貸付金 － ※1
 724,064

その他 ※2
 2,256

※2
 23,948

貸倒引当金 △409,350 －

流動資産合計 1,037,481 2,572,414

固定資産

有形固定資産

建物 9,486 17,520

減価償却累計額 △2,006 △1,678

減損損失累計額 △5,079 －

建物（純額） 2,401 15,841

工具、器具及び備品 19,804 8,819

減価償却累計額 △12,304 △4,165

減損損失累計額 △4,671 △1,928

工具、器具及び備品（純額） 2,828 2,726

有形固定資産合計 5,229 18,568

無形固定資産

ソフトウエア 36 －

その他 185 60

無形固定資産合計 221 60

投資その他の資産

投資有価証券 956,200 62,502

関係会社株式 176,850 ※1
 3,219,569

関係会社長期貸付金 240,022 240,022

破産更生債権等 53,417 31,126

長期前払費用 750 180,672

差入保証金 11,537 18,903

関係会社出資金 － 500

長期貸付金 － ※1
 2,815,767

貸倒引当金 △294,439 △271,148

投資その他の資産合計 1,144,338 6,297,915

固定資産合計 1,149,789 6,316,544

資産合計 2,187,270 8,888,958
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年７月31日)

当事業年度
(平成22年７月31日)

負債の部

流動負債

関係会社短期借入金 ※4
 1,634,000 －

1年内返済予定の長期借入金 300,392 ※1
 453,506

未払金 10,899 43,039

未払費用 ※2
 27,808 27,244

未払法人税等 2,312 4,071

前受金 ※2
 697 －

預り金 328 2,343

賞与引当金 1,488 －

前受収益 － 40,000

その他 4,214 19,033

流動負債合計 1,982,142 589,239

固定負債

長期借入金 41,686 ※1
 7,357,252

長期前受収益 － 130,000

繰延税金負債 24,575 －

長期預り保証金 4,510 －

その他 1,880 1,065

固定負債合計 72,651 7,488,318

負債合計 2,054,794 8,077,558

純資産の部

株主資本

資本金 1,131,494 1,131,494

資本剰余金

資本準備金 250,000 250,000

資本剰余金合計 250,000 250,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,285,799 △575,367

利益剰余金合計 △1,285,799 △575,367

自己株式 △481 △481

株主資本合計 95,214 805,646

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 36,863 －

評価・換算差額等合計 36,863 －

新株予約権 399 5,754

純資産合計 132,476 811,400

負債純資産合計 2,187,270 8,888,958
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年７月31日)

当事業年度
(自　平成21年８月１日
　至　平成22年７月31日)

売上高

関係会社経営指導料 139,405 195,457

不動産売上高 － 734,718

その他の売上高 5,871 －

売上高合計 145,277 930,175

売上原価

不動産売上原価 － 438,891

その他の売上原価 5,850 －

売上原価合計 5,850 438,891

売上総利益 139,427 491,283

販売費及び一般管理費 ※1
 251,181

※1
 247,756

営業利益又は営業損失（△） △111,754 243,527

営業外収益

受取利息 ※2
 25,562 219,005

受取配当金 707 ※2
 92,668

解約違約金 10,050 4,510

雑収入 781 1,870

営業外収益合計 37,101 318,053

営業外費用

支払利息 ※2
 30,438 242,778

雑損失 3,290 －

営業外費用合計 33,728 242,778

経常利益又は経常損失（△） △108,382 318,802

特別利益

前期損益修正益 879 3,397

投資有価証券売却益 3,060 －

貸倒引当金戻入額 3,783 420,935

賞与引当金戻入額 － 1,388

特別利益合計 7,724 425,721

特別損失

前期損益修正損 2,238 18

固定資産除却損 － ※3
 3,256

関係会社株式評価損 619,721 －

貸倒引当金繰入額 ※2
 560,745 －

本社移転費用 － 14,200

事業構造改善費用 － ※4
 9,040

その他 123 3,053

特別損失合計 1,182,828 29,568

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △1,283,486 714,955

法人税、住民税及び事業税 2,312 4,523

法人税等合計 2,312 4,523

当期純利益又は当期純損失（△） △1,285,799 710,432
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【不動産売上原価】

  
前事業年度

（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当事業年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

　                          
(1）期首商品たな卸高  －         －         
(2）当期商品仕入高  －         493,117         

合計  －     － 493,117     100.0
(3）期末商品たな卸高  － －     54,225 438,891    
不動産売上原価      － －     438,891100.0

　

　

【その他の売上原価】

  
前事業年度

（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当事業年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

　                          
(1）期首商品たな卸高  －         －         
(2）当期商品仕入高  －         －         
(3）賃貸原価 　 5,850         －         

合計  5,850     100.0 －     －
(4）期末商品たな卸高  － 5,850    － －     
その他の売上原価      5,850100.0     － －
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年７月31日)

当事業年度
(自　平成21年８月１日
　至　平成22年７月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,629,502 1,131,494

当期変動額

新株の発行 402,663 －

資本金から剰余金への振替 △3,900,671 －

当期変動額合計 △3,498,008 －

当期末残高 1,131,494 1,131,494

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 － 250,000

当期変動額

新株の発行 402,663 －

準備金から剰余金への振替 △152,663 －

当期変動額合計 250,000 －

当期末残高 250,000 250,000

その他資本剰余金

前期末残高 －

当期変動額

資本金から剰余金への振替 3,900,671 －

準備金から剰余金への振替 152,663 －

資本剰余金から利益剰余金への振替 △4,053,335 －

当期変動額合計 － －

資本剰余金合計

前期末残高 － 250,000

当期変動額

新株の発行 402,663 －

資本金から剰余金への振替 3,900,671 －

資本剰余金から利益剰余金への振替 △4,053,335 －

当期変動額合計 250,000 －

当期末残高 250,000 250,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △4,053,335 △1,285,799

当期変動額

資本剰余金から利益剰余金への振
替

4,053,335 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,285,799 710,432

当期変動額合計 2,767,535 710,432

当期末残高 △1,285,799 △575,367
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年７月31日)

当事業年度
(自　平成21年８月１日
　至　平成22年７月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 △4,053,335 △1,285,799

当期変動額

資本剰余金から利益剰余金への振替 4,053,335 －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,285,799 710,432

当期変動額合計 2,767,535 710,432

当期末残高 △1,285,799 △575,367

自己株式

前期末残高 △481 △481

当期末残高 △481 △481

株主資本合計

前期末残高 575,686 95,214

当期変動額

新株の発行 805,326 －

資本金から剰余金への振替 － －

資本剰余金から利益剰余金への振替 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,285,799 710,432

当期変動額合計 △480,472 710,432

当期末残高 95,214 805,646

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,129 36,863

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

35,733 △36,863

当期変動額合計 35,733 △36,863

当期末残高 36,863 －

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,129 36,863

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

35,733 △36,863

当期変動額合計 35,733 △36,863

当期末残高 36,863 －

新株予約権

前期末残高 － 399

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 399 5,354

当期変動額合計 399 5,354

当期末残高 399 5,754
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年８月１日
　至　平成21年７月31日)

当事業年度
(自　平成21年８月１日
　至　平成22年７月31日)

純資産合計

前期末残高 576,816 132,476

当期変動額

新株の発行 805,326 －

資本金から剰余金への振替 － －

資本剰余金から利益剰余金への振替 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,285,799 710,432

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 36,132 △31,508

当期変動額合計 △444,339 678,923

当期末残高 132,476 811,400

EDINET提出書類

株式会社ネクストジャパンホールディングス(E04737)

有価証券報告書

102/122



【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当事業年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 

 

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

時価のないもの

 　　　　　　　　 同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

　総平均法による原価法（貸借対照表価　額

は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定）を採用しております。　

　販売用不動産

　　個別法（貸借対照表価額については収

　益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

　より算定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用しております。

　また、取得価額が10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については３年均等

償却を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用しております。

　また、取得価額が10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については３年均等

償却を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。　

 建物 ８年～18年 

工具、器具及び備品 ４年～15年 

建物     ８年～18年 

工具、器具及び備品   ４年～10年 

　

 

 

(2）無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

同左

 

 

(3）長期前払費用

　均等償却を採用しております。

(3）長期前払費用

同左

４．引当金の計上基準

 

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 

 

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給

見込額に基づき計上しております。

(2）　　　　　──────

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方税消費税の会計処理は、税

抜方式によっており、控除対象外消費税及

び地方消費税は、当事業年度の費用として

処理しております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理の変更】

前事業年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当事業年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

(棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

  通常販売目的で保有するたな卸資産については、従来、

原価法によっておりましたが、当事業年度より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日公表分）が適用されたことに伴い、原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算出しております。なお、この変更により、

損益に与える影響はございません。

　

（固定資産の償却方法の変更）

　当事業年度より改正後の法人税法（（所得税法等の一部

を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号）及び（法

人税法施行令の一部を改正する政令第83号））に基づく減

価償却方法に変更しております。当該変更は、重要な子会社

（株式会社ブレイク）の取得を契機に、会計処理統一の観

点から、当事業年度末において変更したものであります。こ

の変更により、従来の方法によった場合に比較して、営業損

失、経常損失、税引前当期純損失がそれぞれ135千円増加し

ております。なお、第３四半期累計期間までは従来の方法に

よっておりますが、第３四半期累計期間末の重要な子会社

（株式会社ブレイク）の取得を契機に、当事業年度末にお

いて変更しております。従って、第３四半期累計期間は、変

更後の方法によった場合に比べて、営業損失、経常損失、税

引前四半期純損失がそれぞれ105千円少なく計上されてお

ります。　　　　　　　　　　　

──────

　

　

　

　

　

　

　

　

──────

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　　　　　

　

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当事業年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

　（貸借対照表）

１．「原材料及び貯蔵品」は前事業年度まで、流動資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度

より区分掲記しております。

　　なお、前事業年度末の「原材料及び貯蔵品」は325千円で

あります。　

２．「未収収益」は前事業年度まで、流動資産の「未収入

金」に含めて表示しておりましたが、当事業年度末にお

いて資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記して

おります。

　なお、前事業年度末の「未収収益」の金額は5,732千円

であります。

──────

３．「未払費用」は前事業年度まで、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度末にお

いて負債及び純資産の合計額の100分の１を超えたため

区分掲記しております。

　なお、前事業年度末の「未払費用」の金額は16,064千円

であります。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年７月31日）

当事業年度
（平成22年７月31日）

──────  ※１．担保に供している資産

関係会社株式 2,642,719千円

長期貸付金 3,539,832千円

（１年内回収予定の長期貸付金を含む） 　

計 6,182,551千円
　　
 上記資産について、１年内返済予定の長期借入金

411,820千円、長期借入金7,357,252千円の担保に供して

おります。　

　

　※２．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

売掛金 14,590千円

未収収益 26,898千円

流動資産「その他」 373千円

未払費用 23,883千円

前受金 697千円

　

※２．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

売掛金 16,180千円

流動資産「その他」 19,558千円

────── 　３．偶発債務

　　　債務保証　

　次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債

務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

株式会社ブレイク    1,259,749借入債務

計 1,259,749 　

　

※４．当社においては運営資金の効率的な調達を行うた　

　　めRevival Asset Management１号投資事業組合と借

    入極度基本契約を締結しております。これら契約に

    基づく当事業年度末の借入未実行残高は次の通りで

　　あります。　

借入極度基本契約極度額 1,400,000千円

借入実行残高 1,030,000千円

差引額 370,000千円

　４．当社においては運営資金の効率的な調達を行うた　

　　めRevival Asset Management１号投資事業組合と借

    入極度基本契約を締結しております。これら契約に

    基づく当事業年度末の借入未実行残高は次の通りで

　　あります。　

借入極度基本契約極度額 2,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,000,000千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当事業年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は0％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は100％でありま

す。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は0％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は100％でありま

す。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

役員報酬 28,893千円

従業員給与手当 43,481千円

支払手数料 47,207千円

支払報酬 51,644千円

地代家賃 13,800千円

租税公課 12,924千円

賞与引当金繰入額 1,488千円

　

役員報酬 47,355千円

従業員給与手当 72,392千円

法定福利費　 13,696千円

支払手数料 22,358千円

支払報酬 40,443千円

地代家賃 20,980千円

 ※２．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

　　 おります。

受取利息 25,254千円

支払利息 14,910千円

貸倒引当金繰入額（特別損失） 560,745千円

※２．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

　　おります。

受取配当金 91,189千円

　

　

　

　

────── ※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 2,206千円

工具、器具及び備品 1,049千円

計 3,256千円

　　

────── ※４．事業構造改善費用は、新規事業の開発及び関連費用

　　 の金額等を記載しております。　

　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年８月１日　至　平成21年７月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 2 － － 2

合計 2 － － 2

　

当事業年度（自　平成21年８月１日　至　平成22年７月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 2 － － 2

合計 2 － － 2
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当事業年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。

（有価証券関係）

前事業年度（平成21年７月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当事業年度（平成22年７月31日）

　子会社株式及び関連会社株式　

　
貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

関連会社株式 2,642,719 1,745,618 △897,101

合計 2,642,719 1,745,618 △897,101

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

 区　　分 貸借対照表計上額（千円）
 子会社株式　 576,850
 関係会社出資金 500

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会

社株式及び関連会社株式」には含めておりません。
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（税効果会計関係）

　前事業年度
（平成21年７月31日）

　当事業年度
（平成22年７月31日）

１．税効果会計に関する注記 １．税効果会計に関する注記

(繰延税金資産)     

減価償却超過額 10,137千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 625,509千円

投資有価証券評価損否認額 274,728千円

子会社株式減損否認額 887,167千円

繰越欠損金 2,126,965千円

その他 429,840千円

評価性引当額 △4,354,349千円

繰延税金資産合計 －千円

(繰延税金負債)     

その他有価証券評価差額金 △24,575千円

繰延税金負債合計 △24,575千円

繰延税金資産（△負債）の純額 △24,575千円

　

(繰延税金資産)     

減価償却超過額 615千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 108,459千円

投資有価証券評価損否認額 12,866千円

子会社株式評価損否認額 1,508,187千円

繰越欠損金 2,007,299千円

その他 429,241千円

評価性引当額 △4,066,669千円

繰延税金資産合計 －千円

(繰延税金負債)     

　その他有価証券評価差額金 －千円

繰延税金負債合計 －千円

繰延税金資産（△負債）の純額 －千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　税引前当期純損失が計上されているため、記載しており

ません。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）  　

評価性引当額 　△23.5　 ％

税務上の繰越欠損金の利用 △16.7％

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
△0.9％

住民税均等割 0.2％

その他 1.5％

　税効果会計適用後の法人税等　

　の負担率
0.6％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当事業年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり純資産額 172.82円

普通株式以外の株式に係る１株

当たり純資産額　
327.86円

１株当たり当期純損失金額 2,297.96円

(注)１ 　

１株当たり純資産額 1,054.15円

普通株式以外の株式に係る１株

当たり純資産額　
1,999.86円

１株当たり当期純利益金額 929.57円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
923.27円

（注）１．前事業年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失であるため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当事業年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額　
  

当期純利益または当期純損失（△）

（千円）
△1,285,799 710,432

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円）
△1,285,799 710,432

期中平均株式数（株） 559,540 764,258

（うち普通株式）(株)　 402,006 451,758

（うち甲種類株式）(株) 157,534 312,500

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額　 　 　

当期純利益調整額（千円）　 － －

普通株式増加数（株）　 － 5,216

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要　

－ －
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当事業年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

１．借入極度基本契約の変更

　　当社は、Revival Asset Management１号投資事業組合

　との協議の結果、平成21年９月14日開催の取締役会決議

　に基づき、同日付でRevival Asset Management１号投資

　事業組合との借入極度基本契約の一部を変更いたしまし　

　た。

　変更点

（１）原契約に定める借入極度額の範囲を金14億円から金

　　20億円に増枠する。

（２）原契約にある最終弁済期間については締結日より

　　３年間を５年間に変更する。

　　　なお、個々の金銭消費貸借契約証書を締結する場合

　　は、当契約証書の弁済期間は締結日より１年間を２年

　　間に変更し、原契約の最終弁済日を超えるものは原契

　　約の最終弁済日までとする。

（３）原契約にある利率に関し、契約に基づき平成21年

　　８月１日以降締結する金銭消費貸借契約の利率を

　　年率5.0％から年率2.7％に変更する。

（４）原契約に基づき金銭消費貸借契約を締結している４

　　契約（借入金残高1,030,000千円）について「元本返済

　　期日」をそれぞれ２年間延長し、平成21年８月１日以

　　降の利率を年率2.7％へ変更する。　

　

２．アドアーズ株式会社との資本・業務提携関係の強化

　　当社はアドアーズ株式会社との協議の結果、平成21年

　９月14日、資本・業務提携の強化について、両社間での

　資本・業務提携変更に関する覚書を締結いたしました。

（１）業務提携強化の概要

　　①既存業務の相互コンサルティング並びに新業態の開

　　　発における提携　

    ②役員の相互派遣

（２）資本提携強化の概要

 　 両社は、双方の株式を取得し、資本提携関係を構築し

　ておりますが、今回の資本提携強化により、今後の取得

　目標株式数を以下のように変更いたします。

    ①取得目標株式数

　　　アドアーズ株式会社の発行済普通株式数

　　　2,000,000株

　　②取得方法　

　　　市場取引での買付

　　③取得時期

　　　平成21年12月31日までを目処とする。

　　④取得資金

　　　Revival Asset Management１号投資事業組合との借　　

　　　入極度契約枠の一部を充当する予定であり、平成21

　　　年９月25日付けにて150,000千円、平成21年10月27

　　　日付けにて150,000千円の借入を実行しておりま

　　　す。　

資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分

　当社は平成22年９月14日開催の取締役会において、平成

22年10月28日開催の定時株主総会に資本金及び資本準備

金の額の減少並びに剰余金の処分について付議すること

を決議し、当該定時株主総会にて承認可決されました。

　

（１）資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処

分の目的

当社は、平成22年７月期におきまして、当社グループ企

業が運営するアミューズメント店舗事業における前期ま

での不採算店の閉鎖と既存店の運営改善に加え、新業態店

舗の出店による収益の改善、及び販売事業における収益へ

の貢献等により平成17年７月期以来の黒字業績となりま

した。当社では、引き続き店舗事業の運営改善や販売事業

の拡大による平成23年７月期での連続業績黒字を目標と

しており、株主様を含めた当社ステークホルダーへの適切

な利益還元を重視していく当社方針に基づき、早急な財務

基盤の強化並びに健全化による経営体制の安定と企業価

値の向上に努めてまいります。

従いまして、これまでの長期にわたる損失計上による繰

越損失を解消し、今後の機動的かつ柔軟な資本政策を可能

とすることを目的として、会社法第447条第１項の規定に

基づき資本金を減少し、また会社法第448条第１項の規定

に基づき資本準備金の取り崩しを行い、それぞれを「その

他資本剰余金」に振り替え、さらに「その他資本剰余金」

の一部を会社法第452条の規定に基づき繰越利益剰余金に

計上されております損失の填補に充当することといたし

ます。

　

（２）資本金の額の減少の要領

現在の資本金の額1,131,494千円のうち1,041,494千円

を減少して、減少後の資本金の額を90,000千円とし、減少

した資本金の額をその他資本剰余金に振り替えることと

いたします。　

　

（３）資本準備金の額の減少の要領

現在の資本準備金の額250,000千円のうち200,000千円

を減少して、減少後の資本準備金の額を50,000千円とし、

減少した資本準備金の額をその他資本剰余金に振り替え

ることといたします。

　　

（４）資本金及び資本準備金の減額の方法

発行済株式総数の数を変更せず、資本金及び資本準備金

の額のみを減少いたします。

なお、今回の減資にて当社の純資産額及び発行済株式総

数にも変更はございませんので、１株当たりの純資産に変

更を生じるものではありません。
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前事業年度
（自　平成20年８月１日
至　平成21年７月31日）

当事業年度
（自　平成21年８月１日
至　平成22年７月31日）

（３）提携相手先の概要

　　①名称

　　　アドアーズ株式会社（ＪＡＳＤＡＱ：4712）

　　②主な事業内容

　　　アミューズメント施設の運営・企画・開発・設計・

　　　施工・管理等

　　③設立年月日

　　　昭和42年12月25日

　　④本店所在地

　　　東京都中央区日本橋馬喰町二丁目１番３号

　　⑤代表者

　　　中川　健男　

    ⑥資本金の額

　　　40億円

　　⑦従業員数

　　　384名（平成21年３月31日現在）　

　

（５）剰余金の処分の要領

資本金及び資本準備金の額の減少により生じるその他

資本剰余金1,241,494千円のうち575,367千円を減少し、繰

越利益剰余金に振り替えることにより、繰越利益剰余金の

欠損填補を行います。填補後のその他資本剰余金は

666,127千円、繰越利益剰余金は零円となります。

　

（ご参考）変動額の明細

　 減少前 減少後

資本金 1,131,494千円90,000千円

資本準備金 250,000千円 50,000千円

その他資本

剰余金
 －千円 666,127千円

繰越利益

剰余金
△575,367千円　 －千円　

　

（６）今後の日程

　　取締役会決議日　　　　　平成22年９月14日

　　株主総会決議日　　　　　平成22年10月28日

　　債権者異議申述公告日　　平成22年10月29日（予定）

　　債権者異議申述最終期日　平成22年11月30日（予定）

　　効力発生日　　　　　　　平成22年12月１日（予定）
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ております。

　　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(千円)

当期末減損
損失累計額
(千円) 

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産                                 

建物 9,486 17,520 9,486 17,520 1,678 － 1,872 15,841

工具、器具及び備品 19,804 2,129 13,114 8,819 4,165 1,928 1,182 2,726

有形固定資産計 29,29019,65022,60126,339 5,843 1,928 3,055 18,568

無形固定資産                                 

ソフトウエア 4,615 － － 4,615 3,210 1,405 36 －

その他 1,469 － － 1,469 843 565 124 60

無形固定資産計 6,085 － － 6,085 4,053 1,970 160 60

長期前払費用 750 195,22915,307180,672 － － 15,307 180,672

（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

　 建物 本社空調工事 7,800千円

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 703,789 564 11,705 421,500 271,148

賞与引当金 1,488 － 100 1,388 －

（注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の洗替額及び個別債権の債権回収額であります。

　　　２．賞与引当金の当期減少額（その他）は、実際支給額との差額の戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 108

預金     

当座預金 104

普通預金 1,721,868

定期預金 －

小計 1,721,972

合計 1,722,081

②　売掛金

(イ）相手先別内訳
相手先 金額（千円）

㈱ネクストジャパン 4,383

㈱ブレイク 11,797

合計 16,180

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

14,590 200,190 198,600 16,180 92.5 28.1

（注）当期発生高には消費税等が含まれております。

　

③  商品及び製品

地域別 面積（㎡） 金額（千円）

販売用不動産 　 　

　神奈川地区 229.26　 54,225

 合計 　　229.26 54,225

　

　    ④　原材料及び貯蔵品

区分 金額（千円）

貯蔵品 　

　切手 6

　収入印紙 258

　図書カード 155

 合計 419
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⑤　長期貸付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

相手先 金額（千円）

ＧＦ投資ファンド投資事業有限責任組合
3,539,832

  (724,064)

合計
3,539,832

(724,064)

（注）（　）内の金額は内数で、１年内回収予定の長期貸付金であり、貸借対照表では流動資産に表示しております。

　

　　　⑥　関係会社株式

区分 金額（千円）

㈱ネクストジャパン 400,000

㈱ブレイク 176,850

アドアーズ㈱ 2,642,719

合計 3,219,569

⑦　長期借入金

相手先 金額（千円）

日本振興銀行㈱
7,769,073

(411,820)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
16,686

(16,686)

㈱りそな銀行
25,000

(25,000)

 合計
7,810,759

(453,506)

（注）（　）内の金額は内数で、１年内返済予定の長期借入金であり、貸借対照表では流動負債に表示しております。

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ８月１日から７月31日まで

定時株主総会 10月中

基準日 ７月31日

剰余金の配当の基準日
１月31日

７月31日

１単元の株式数 当社は単元株制度を採用しておりません。

単元未満株式の買取り  

取扱場所 　　　　　　　　　　　　　 ──────

株主名簿管理人 　　　　　　　　　　　　　 ──────

取次所 　　　　　　　　　　　　　 ──────

買取手数料 　　　　　　　　　　　　　 ──────

公告掲載方法

電子公告により行なう。ただし、電子公告によることができない事故その他、

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載する方法により行な

う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.nextjapan-hd.co.jp/ir/koukoku.html

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第16期）（自　平成20年８月１日　至　平成21年７月31日）平成21年10月29日近畿財務局長に提出

 

（2）内部統制報告書及びその添付書類

　　平成21年10月29日に近畿財務局長に提出

　

（3）四半期報告書及び確認書

（第17期第１四半期）（自　平成21年８月１日　至　平成21年10月31日）平成21年12月15日関東財務局長に提出

（第17期第２四半期）（自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日）平成22年３月17日関東財務局長に提出

（第17期第３四半期）（自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日）平成22年６月14日関東財務局長に提出

 

（4）臨時報告書　

平成22年４月27日関東財務局長に提出

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事

象）の規定に基づく臨時報告書であります。

　

平成22年５月31日関東財務局長に提出

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（当社の親会社及び主要株主の異動）の

規定に基づく臨時報告書であります。

　　

（5）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

平成21年11月30日近畿財務局長に提出

事業年度（第16期）（自　平成20年８月１日　至　平成21年７月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

    

   平成21年10月28日

 株式会社ネクストジャパンホールディングス   

 取締役会　御中  

 大 阪 監 査 法 人 

 
  代 表 社 員

  業務執行社員
 公認会計士 藤本　周平　　印

 
  代 表 社 員

  業務執行社員
 公認会計士 加藤　功士　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ　

ている株式会社ネクストジャパンホールディングスの平成20年８月１日から平成21年７月31日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

　株式会社ネクストジャパンホールディングスの平成21年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

　計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ネクストジャパン

ホールディングスの平成21年７月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備

及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報

告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防

止又は発見することができない可能性がある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部

統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内

部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表

示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

  当監査法人は、株式会社ネクストジャパンホールディングスが平成21年７月31日現在の財務報告に係る内部統制は　

重要な欠陥があるため有効でないと表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　内部統制報告書に記載されている重要な欠陥のある決算・財務報告プロセスで処理される全取引に対しては会社に

よる再検証が行われ、その結果特定した必要な修正はすべて財務諸表に反映されており、財務諸表監査において、当

該重要な欠陥の影響を考慮して実施すべき監査手続、実施の時期及び範囲を決定しているため、財務諸表監査の意見

に及ぼす影響はない。

　　また、内部統制報告書の付記事項に記載のとおり、会社は、評価結果に関する事項に記載された重要な欠陥を是正

　するために、平成21年10月上旬に経理経験豊富な人員を外部より２名採用し、人員の不足を補うとともに、決算・財

　務プロセスの改善にあたり、内部統制プロセスの構築を専任業務とする人員を新たに任命し、対応に当たることを決

　定している。

　

　　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

    

   平成22年10月28日

 株式会社ネクストジャパンホールディングス   

 取締役会　御中  

 大 阪 監 査 法 人 

 
  代 表 社 員

  業務執行社員
 公認会計士 藤本　周平　　印

   業務執行社員  公認会計士 林　　直也　　印

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ネクストジャパンホールディングスの平成21年８月１日から平成22年７月31日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ネクストジャパンホールディングス及び連結子会社の平成22年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

追記情報

　（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成22年９月14日開催の取締役会において、平成22年10月28日

開催の定時株主総会に資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分について付議することを決議し、当該定

時株主総会で承認可決された。

　

＜内部統制監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ネクストジャパン

ホールディングスの平成22年７月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備

及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又

は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部

統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統

制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検

討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、株式会社ネクストジャパンホールディングスが平成22年７月31日現在の財務報告に係る内部統制は有

効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

　　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

    

   平成21年10月28日

 株式会社ネクストジャパンホールディングス   

 取締役会　御中  

 大 阪 監 査 法 人 

 
  代 表 社 員

  業務執行社員
 公認会計士 藤本　周平　　印

 
  代 表 社 員

  業務執行社員
 公認会計士 加藤　功士　  印

　　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

　れている株式会社ネクストジャパンホールディングスの平成20年８月１日から平成21年７月31日までの第16期事業年度　

　

　の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

　財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ　

　る。

　　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

　監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

　として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

　しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

　を得たと判断している。

　　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

　社ネクストジャパンホールディングスの平成21年７月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

　績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

    

   平成22年10月28日

 株式会社ネクストジャパンホールディングス   

 取締役会　御中  

 大 阪 監 査 法 人 

 
  代 表 社 員

  業務執行社員
 公認会計士 藤本　周平　　印

   業務執行社員  公認会計士 林　　直也　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ネクストジャパンホールディングスの平成21年８月１日から平成22年７月31日までの第17期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ネクストジャパンホールディングスの平成22年７月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成22年９月14日開催の取締役会において、平成22年10月28日

開催の定時株主総会に資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分について付議することを決議し、当該定時

株主総会で承認可決された。

　

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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